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本調査事業の背景と目的
大学の研究成果の社会実装には企業との連携が不可欠である一方、特に海外企業との連携については、探索手法や提
案ノウハウが体系化されておらず、実務レベルでの実行が難しい状況にある。
令和5年度・6年度の調査により、特許情報を活用した企業探索および連携提案の基本的な枠組みは整理されたが、こ
れを現場で活用可能な形に落とし込み、海外企業連携にも展開することが課題であった。
本調査では、大学・大学発スタートアップ（以下、「SU」）が国内外企業との連携を実行可能とするため、特許情報を起
点とした企業探索・提案プロセスの高度化と、実務に即した支援手法の確立を目的とした。

実施事項
本調査では、大学・大学発SUの企業連携実務の高度化に向け、以下の取組を実施した。

① 委員会による検討
有識者による討議により、海外企業連携を見据えた探索手法・提案プロセスの方向性を整理した。

② 先行事例調査
日本・米国大学へのヒアリングにより、企業探索・アプローチ・契約運用の実態を把握し、課題と示唆を抽出した。

③ 大学・大学発SUへの企業連携支援
国内の大学・大学発SUの企業探索・提案・面談・フォローアップまでの一連プロセスを実践し、有効性を検証した。

④ 普及啓発のためのワークショップ・オンラインセミナーの実施
企業連携に向けた探索・提案手法の実践的な習得機会の提供および知見の横展開を実施した。

⑤ 過去調査事業のフォローアップ調査
令和5年度・6年度の支援後の成果・課題・ボトルネックを把握し、実務上の改善点を整理した。

⑥ 「企業連携提案マニュアル（2026年版）」の作成
上記の調査・実証結果を体系化し、 「2025年版」を改訂する形で、実務において活用可能な形に整理した。
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実施事項
国内大学における企業連携の実態を把握するため、企業連携実績が豊富で、かつ規模の大きい大学を中心に選定し、
海外企業との連携探索の方法、企業アプローチの手法、提案資料の作成方法などについてヒアリング調査を実施した。
米国大学も同様に企業連携実績が豊富かつ規模の大きい大学を中心に選定し、 TLOを中心とした企業探索の仕組
み、公開技術情報やデータベースを活用したスカウティング、企業連携の提案プロセスなどを調査した。
国内外の大学における企業連携の体制やプロセスを比較し、大学シーズの企業提案の方法、契約・フォロー体制、成果
評価の仕組み等について整理した。
これらの調査結果を基に、日本の大学・大学発SUが海外企業との連携を進めるうえでの課題と、今後必要となる支援の
方向性について検討した。

主な結果・考察
国内大学では、海外企業探索の手段が展示会や研究者ネットワークに依存する傾向が強く、体系的な企業探索やター
ゲティングの仕組みは十分に整備されていないことが確認された。また、研究成果の提案は技術説明中心となるケースが多
く、市場課題や企業ニーズと結び付けた提案設計や標準化された提案フォーマットは十分に確立されていない。
一方、米国大学では人的ネットワークに加え、公開技術データベースやデジタルプラットフォームを活用したデータドリブン
型の企業探索が行われており、TLOを中心とした体系的な連携体制が整備されている。また、Technology Brief等の
標準化された提案資料や契約テンプレート、KPI管理などにより、企業との交渉や連携プロセスの迅速化と透明性確保が
図られている。
これらを踏まえると、日本の大学が海外企業との連携を拡大するためには、研究シーズの市場課題起点での整理、企業
探索のデータドリブン化、提案資料や契約プロセスの標準化など、プロセスと支援基盤の整備が重要である。
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実施事項
大学および大学発SUの研究シーズ9件を対象に、企業探索から連携提案までの企業連携支援を実施した。
STEP1では、研究者・支援者へのヒアリングを通じて研究シーズの特徴や応用可能性を整理し、特許情報や公開情報を
活用して国内外の連携候補企業の探索を行った。
STEP2では、抽出した企業に対し、研究シーズの技術内容、想定用途、市場可能性を整理した連携提案資料を作成
し、国内企業および米国企業へのアプローチを実施した。また、企業との初回面談・提案プレゼンテーションを通じて企業
側の関心領域や検討条件を把握し、フォローアップ会議等を通じて連携可能性の検証を行った。
これらの実践を通じて、大学・大学発SUの企業連携提案プロセスの有効性や課題を整理し、支援手法の改善点を検討
した。

主な結果・考察
支援対象9シーズのうち複数の案件で企業への提案・面談が実施され、国内企業だけでなく米国企業への提案にも取り
組むなど、海外企業連携の可能性を検証した。
特に、第三者紹介（VC、コンサルタント等）や既存ネットワーク、SNS等を組み合わせて企業側の適切な窓口へ接続
することが、海外企業との初回接点を形成するうえで有効であることが確認された。
初回面談では技術説明だけでなく、企業の課題を想定したPoC設計や事業化シナリオを示すことで、短時間でも意思決
定に必要な論点を共有できることが明らかとなった。
一方で、連携が進まなかった案件では、研究者側のコミットメントや研究成果の実証データ不足、連携に向けた事前準
備の不足などが課題として顕在化した。
これらの実践から、企業連携提案を成功させるためには、提案前の事前ゲート（研究者コミット、知財状況、提供可能
データ）の整理、複数のアクセスチャネルの確保、組織内役割分担の明確化が重要であることが示唆された。
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実施事項
大学研究者や大学発スタートアップに加え、URA・TLO職員、弁理士、自治体、金融機関等の支援者を対象に、オープ
ンイノベーションに直結する「企業連携設計の型」を学ぶ実践型ワークショップを開催した。
特許情報と市場情報を活用した企業探索、ターゲット企業の絞り込み、価値提案の言語化、初回面談のアジェンダ設計
までを一連のプロセスとして解説し、ケース討議やグループ演習を通じて実践的に習得するプログラムを実施した。
ワークショップは東京、熊本、名古屋の3地域で開催し、研究支援者や産学連携担当者を中心に計50名程度が参加し
た。参加者には、企業ターゲット選定の手順、初回打診メールの雛形、面談アジェンダ例など、実務で活用できる提案テ
ンプレートを共有した。

主な結果・考察
ワークショップ形式は高い評価を得ており、参加者満足度は「非常に満足」「満足」が96％と高く、企業連携手法を体験的
に学ぶ形式が有効であることが確認された。
特許情報と企業情報を組み合わせた企業探索手法についても理解度は高く、企業分析に基づく連携提案の考え方は一
定の理解を得ることができた。
一方で、参加者からは特許分析の具体的手法、企業選定ロジック、提案書作成方法など、実務レベルで活用するため
の具体的手順をより詳しく学びたいというニーズが強く示された。
また、企業連携においては「企業探索・企業接触・提案ストーリー設計」が重要であり、企業の中期計画やアニュアルレ
ポート等を踏まえた企業分析と提案ストーリー構築の重要性が再認識された。
今後は、成功・失敗事例を用いたケーススタディや、実際の研究シーズを用いた提案演習など、より実践的・ケース型の学
習機会への期待が高いことが明らかとなった。
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実施事項
大学研究シーズの海外企業連携をテーマに、「日本の研究シーズはどうすれば海外企業に届くのか」を題材としたオンライ
ンセミナーを開催し、海外企業との事業連携経験を有する企業・大学関係者を招き、研究シーズを国際企業連携につな
げるための実践的な考え方を共有した。
基調講演では、米国企業との事業連携の実体験をもとに、国際連携を進めるうえでの意思決定や信頼構築のポイントを
解説した。
パネルディスカッションでは、特許情報を活用した大学と企業の連携促進をテーマに、海外企業へのアクセス方法、提案書
のポイント、事業化に向けた検討プロセスなどについて議論した。
特に、研究シーズを「面白い研究」で終わらせず、企業が事業として検討できる状態まで引き上げるための市場仮説、役
割分担、ロードマップ設計の重要性について共有した。

主な結果・考察
セミナー参加者からは、海外企業との連携に向けた具体的な実践方法への関心が高く、海外企業へのアクセス方法や提
案の進め方について一定の理解促進につながった。
一方で、アンケートでは海外企業の探索方法、ターゲット企業の選定、提案書作成など実務的なノウハウをさらに深く学
びたいというニーズが多く示された。また、海外企業連携では①企業探索②企業接触③連携推進人材の3点が主要課題
として挙げられ、大学において国際連携を推進できる人材や経験の不足が指摘された。
さらに、講義型セミナーによる知識共有だけでなく、実際の研究シーズを題材としたワークショップや個別伴走支援など、より
実践的な支援への期待が高いことが確認された。
これらの結果から、大学の国際企業連携を促進するためには、海外企業探索手法の共有、提案ストーリー設計の高度
化、人材育成を含む実践型支援の充実が重要であると考えられる。
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実施事項
令和5年度のSUOI調査事業および令和6年度のAC連携調査事業の支援対象であった大学・大学発SUの研究シーズ
について、事業終了後の成果や活用状況を把握するためフォローアップ調査を実施した。
調査対象はSUOI調査事業の約20シーズ、AC連携調査事業の12シーズとし、支援対象関係者を対象としたWebアン
ケートを中心に定量・定性情報を収集した。
調査では、支援事業で作成された検索式、ターゲットレポート、連携提案書等の活用状況や、企業との連携進展状
況、事業化検討の進捗などを確認した。
また、アンケート結果の集計・分析を通じて、企業連携の成果やボトルネックを整理し、今後の大学支援施策に向けた改
善点の抽出を行った。

主な結果・考察
支援プログラム全体の満足度は高く、「非常に満足」「満足」が約89％となり、企業連携の進め方や知財活用に関する知
見の提供は一定の有効性が認められた。一方で、実際の共創成果に至るケースは限定的であり、共同研究・事業提携
の実施（16％）や具体的検討の進行（16％）に対し、意見交換のみで終了したケースも一定数確認された。
支援成果として最も多かったのは「企業探索・提案手法の獲得」であり、短期的な事業化成果よりも企業連携の方法論
を習得する効果が大きいことが示された。
また、企業探索やマッチングの難しさは依然として大きく、適切なパートナー企業の発見や企業ニーズとの整合、オープンイ
ノベーションを受け入れる企業の不足が課題として挙げられた。さらに、支援成果の組織内展開には一定のハードルがあ
り、時間不足、展開資料の理解の難しさ、価値の見えにくさなどが課題として指摘された。
今後は、契約交渉、資金調達、知財戦略、海外展開など、企業連携を実装段階へ進めるための実務支援へのニーズが
高いことが確認された。



「大学・大学発SUのための企業連携提案マニュアル（2026年版）」の作成

エグゼクティブサマリー

9

実施事項
大学・大学発スタートアップによる企業連携提案を支援するため、既存の「企業連携提案マニュアル（2025年版）」を
基礎に2026年版を作成した。
生成AIの活用、海外企業との連携対応、企業アプローチ手法などを追加し、初回面談から具体的な協働検討へ進めるた
めの実務マニュアルとして整理した。

主なポイント
以下の点を中心にアップデートした。

研究者のコミットメント、提供可能データ、知財・公開方針などを事前に確認し、連携提案に着手可能かを判断す
る「事前条件チェック」をSTEP1の前段に追加。研究シーズの成熟度や外部連携の前提条件を整理し、提案活動の
効率化を図る。
国内企業だけでなく海外企業との連携も想定し、特許検索、公開情報収集、交渉慣習などの違いを整理。国内企
業との連携とは異なる探索・提案時の留意点をコラム形式で提示し、大学が海外企業にも視野を広げて提案できる
ようにした。
企業探索、連携仮説の整理、提案骨子作成などの作業において、生成AIを「作業補助」として活用する方法をコラ
ム形式で提示し、効率的な情報整理や仮説構築を支援する具体的な活用例を紹介した。
カンファレンス参加、第三者紹介、SNS、大学ネットワークなどを整理し、企業との関係構築から初回接点獲得までの
アプローチ方法を体系化した。実務担当者が実際に取り得る企業接点形成の方法を成功確率重視で例示した。
初回面談では企業課題に対する「仮説提示」に重点を置き、2回目以降の面談で協働内容やビジネスモデルを検討
する二段階提案プロセスを提示した。初回接点の獲得と継続的な協議につなげるための提案の進め方を整理した。
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大学の研究成果（シーズ）の社会実装には企業との連携が不可欠であり、また大学発SUの事業化にお
いても他社との協力が重要となる。
INPITが実施した「特許情報を活用したスタートアップ等のオープンイノベーション支援調査研究事業（令
和5年度）」（以下、「SUOI調査事業」）及び「特許情報を活用した大学等の企業連携促進調査研
究事業（令和6年度）」（以下、「AC連携調査事業」）では、国内企業に関する探索手法や連携提
案手法を取りまとめ、公表した。
今後は、大学の研究支援者やSU担当者がこれらを短期間で活用できるよう普及を進める必要がある。分
野や研究段階、市場によっては国内で連携先が見つからず海外企業との連携が必要となるが、大学・大
学発SUはその探索・アプローチ方法について十分な知見を有していない。海外企業との連携手法を調査・
公表し、INPITの知財支援や大学向け研修に活用することが、シーズの社会実装促進に資すると考えら
れる。また、令和7年度からは国研も対象とする外国出願補助金が始まり、現地企業との連携を進めるう
えで本調査成果が有効に活用されることが期待される。
本事業では、SUOI・AC連携調査の成果物を活用し、研究支援者やSU担当者が連携提案を短期間
で形にできるようワークショップを実施し、意見を反映して改良を図る。さらに、海外企業を対象とした探
索・提案手法を調査し、大学や支援機関へのヒアリングを行う。これらを踏まえ、複数の大学シーズや大
学発SUについて特許情報を活用したターゲットレポートを提供し、海外企業へのアプローチや提案資料
作成を支援し、有効性を検証する。



令和5年度に実施したSUOI調査事業では、優れた技術を持つSU20社を対象として、オープンイノベー
ション（OI）を促進するための伴走支援を実施し、事業開発（Biz-Dev）人材が不足していることに起
因するオープンイノベーションの機能不全を指摘し、その解消を目指した「連携マニュアル」が策定された。

調査の背景・目的
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本マニュアルでは、SUのOI支援者がスタートアップの強みを引き出し、事業化に結びつけるための対話の在り方を例示した。企業に提
案する際には、シーズの紹介ではなく「価値創造メカニズム」と具体的なビジネスモデルの提示が必要であるとしている。



令和6年度に実施したAC連携調査事業では、SUOI調査事業の大学版として、大学の12の研究シーズ
を対象に企業連携を促進するための伴走支援を実施した。研究支援者は、企業の探索・連携のための
情報分析や連携提案の経験が少ないことから、プロセスを解説した企業連携マニュアルを策定した。

調査の背景・目的

13

本マニュアルでは、特許情報を出発点にした企業連携のフローを体系化し、大学の研究支援者にもわかりやすいステップ形式で解説
した。提案資料作成のひな形と注意点を併載することで、実務支援に直結する内容となっている。



特許情報が技術や地域に関して網羅的かつ正確であっても、情報が単に列挙されているだけでは、連携
の実現にはつながらない。重要なのは、複数の情報を有機的に結びつけ、「その研究シーズで何ができるの
か」「それによってどのようなビジネスモデルが構築でき、どのような提供価値が生まれるのか」という、企業に
伝わる明確なストーリーを構築することである。
その際、研究シーズを一方的に提示するのではなく、あらかじめ社会や企業のニーズを見極め、連携先企
業の事情や組織体制、ガバナンスの理解を踏まえて、双方の有形・無形の資源が生み出せる価値を構想
することが重要である。さらに、それをビジネスモデルとして整理し、マネタイズに至る一連の仕組み（＝価値
創造メカニズム）を一貫した仮説として提示することで、企業との建設的な連携の実現につながる。

本調査事業で大学及び大学発SUに実現いただきたい提供価値

14



本調査事業では、以下の「大学のための企業連携マニュアル」で示されたSTEPに沿って、国内外の特許庁
に出願された特許情報を活用することで、大学・大学発SUが効率的に日本または米国の連携候補企業
を探索・選定し、連携候補企業に「刺さる提案」を作成することを支援した。
特に今年度は、積極的に海外企業へのアプローチや提案資料作成を支援し、有効性を検証した。

企業との連携創出に向けたステップと本調査事業の支援範囲
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事業全体を「準備期」（8月中旬まで）、「連携提案期」（1月中旬まで）、「取りまとめ期」（3月まで）
の3期に分けた。準備期で、研究シーズの推薦を受け、プレヒアリングを実施した後、連携提案資料（案）
を作成した。連携提案期には本格的なヒアリングに入り、レポートの作成、分析・解説、連携提案資料の作
成支援を実施した。委員会は2回開催し、調査報告書とマニュアルの最終確認をして、完成・提出した。

本調査事業の全体スケジュール
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委
員
会

委
員
会

当
社
に
よ
る
調
査
・
分
析

当
社
に
よ
る
調
査
・
分
析

第1回委員会第1回委員会
• 先行事例調査結果に基づく手法※（案）への助言
※ターゲットレポートの作成手順や構成（案）、海外企業へのコ
ンタクト方法（案）、連携提案資料ひな形（案）
• 対象大学及び大学発SUの選定への助言
• WSの開催形式・内容などへの助言

プレヒアリングプレヒアリング

報
告
書
の
最
終
案

支援対象選定支援対象選定

10月10月 11月11月 12月12月 1月1月 2月2月 3月3月

準備期準備期 連携提案期連携提案期 取りまとめ期取りまとめ期

本ヒアリング本ヒアリング

報
告
書
の
完
成
・
提
出

2月17日

効果検証・フォローアップの準備効果検証・フォローアップの準備

体制構築体制構築

連携提案資料ひな形（案）作成連携提案資料ひな形（案）作成

ターゲットレポートの作成手順（案）及び構成（案）、連携提案ひな型（案）の見直しターゲットレポートの作成手順（案）及び構成（案）、連携提案ひな型（案）の見直し

成果のまとめ成果のまとめ

ﾀｰｹﾞｯﾄﾚﾎﾟｰﾄ作成・提供（米含）ﾀｰｹﾞｯﾄﾚﾎﾟｰﾄ作成・提供（米含）

9月3日

連携提案資料作成支援・連携提案実施支援（米国含）連携提案資料作成支援・連携提案実施支援（米国含）

ﾀｰｹﾞｯﾄﾚﾎﾟｰﾄ分析・解説（米含）ﾀｰｹﾞｯﾄﾚﾎﾟｰﾄ分析・解説（米含）

「大学・大学発SUのための企業連携マニュアル（2026年版）」作成「大学・大学発SUのための企業連携マニュアル（2026年版）」作成

7月7月 8月8月 9月9月

第2回委員会第2回委員会
• 支援対象シーズの企業連携提案結果及びフォローアップ調査

結果への助言
• 連携提案結果をもとに見直したターゲットレポートの作成手順や

構成、海外企業へのアプローチ方法、連携提案資料ひな形
（簡易版）への助言 等

Ｗ
Ｓ
・

セ
ミ
ナ
ー

Ｗ
Ｓ
・

セ
ミ
ナ
ー

先行事例調査・調査結果取りまとめ先行事例調査・調査結果取りまとめ
海外企業連携に有効な手法提案海外企業連携に有効な手法提案

企業アプローチ（米国含）企業アプローチ（米国含）

マニュアル等のブラッシュアップマニュアル等のブラッシュアップ

リーフレットの作成リーフレットの作成

WS企画WS企画 WS告知・集客WS告知・集客

WS①WS① WS②WS② WS③WS③

セミナーセミナー
セミナー企画（再）セミナー企画（再） セミナー告知・集客セミナー告知・集客

SUOI事業・AC連携事業のフォローアップ調査SUOI事業・AC連携事業のフォローアップ調査

セミナー企画セミナー企画



第3章
先行事例調査の実施



先行事例調査の目的と実施要領
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目的
本調査は、海外企業との連携を前提とした企業探索・選定手法および連携提案手法を整理することを

目的とした。
国内大学では、人的ネットワークや技術説明中心の提案に依存する傾向があり、海外企業連携に必要な
「市場・課題起点での提案設計」や「意思決定者に届くアプローチ手法」の確立が課題となっている。そこで、
海外連携実績を有する国内大学等および米国内での連携実績を有する米国大学等の実務を調査する
ことで、実践的手法と改善の方向性を明らかにすることを狙いとした。

実施要領
① 企業連携実績を有する大学・支援機関へのヒアリング

海外企業との連携経験を有する国内大学（およびTLO・VC等）、米国内での連携実績を有する米国
大学（およびTLO・VC等）を対象に、企業探索の起点、アプローチ経路、提案資料の構成、交渉・契約
プロセス等について詳細にヒアリングを実施し、実務上の工夫や課題を抽出した。

② 企業探索・提案プロセスの傾向・特徴分析
日米大学におけるそれぞれの連携体制やプロセスを整理し、企業探索の方法（人的ネットワーク／データ
活用）、提案設計の考え方、契約・フォロー体制の傾向・特徴から、示唆を明確化した。

③ 今後の大学・大学発SUにおける米国企業との連携に向けた考察
上記調査で得られた知見を基に、大学・大学発SUを対象とした海外企業候補へのアプローチ方法の助
言および提案資料作成支援を行うための、実務への適用可能性を検証した。



ヒアリング先一覧
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ヒアリング先として、日米の企業連携実績が豊富かつ規模の大きい大学を中心に選定した。特に、米国大
学の選定においては、ライセンス収入額のランキングデータを参考にした。

大学等名#分類
A大学1

国内

B大学2

C大学3

D大学4

E大学のVC5

F大学1

米国

G大学2

H大学3

I大学4

J大学5

K大学6



国内大学に対して実施したヒアリングの主な質問項目は以下のとおりである。

1. 海外企業を対象とした連携先探索の手法
2. 連携候補先企業へのアプローチ方法（コンタクト、連絡先交換や連絡方法）
3. 分野によって企業へのアプローチ方法が変わるのか（医薬系だと企業ではなく特定の医師に先にアプ

ローチするか等）
4. 効果的な連携提案の手法（連携提案資料）
5. どのような分野で連携提案を行ったか。連携提案を行う分野に偏りがあるか。
6. 連携提案を実施したうえで感じている課題
7. 知財の収支についてのKPI を設定しているか（例えば、人件費等も含めて黒字化することをKPI にし

ているか等）
8. 海外企業と連携することについての大学等内部での整理・規程
9. 海外企業（特に米国）と連携する際の契約手続き～共同研究の実施及びその後の進め方や留意

点

主なヒアリング項目（国内）
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国内大学に共通して見られる傾向・特徴
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国内の複数大学へのヒアリングを通じて、海外企業連携の実務において共通して見られた課題・特徴を
整理した。

1. 海外連携探索の手段は限定的で、ネットワーク依存が強い
展示会・学会・カンファレンス（BIO Internationalなど）や研究者個人の人脈・ネットワークを通じ
た探索が中心である。
LinkedInなどのSNS活用は限定的で、体系的なスカウティング体制までは構築されていない。

2. アプローチは「商談型」・「紹介型」中心で、事前設定やマッチング機構の活用が主流
多くの大学が30分面談などの事前アポ型商談を採用している。
海外企業との直接交渉よりも、紹介・既存ネットワークを通じたアプローチが一般的である。
特定のSUや産学連携支援機構では、ポートフォリオ提示やWeb事前面談など、一部システム化され
た手法も見られる。

3. 分野ごとのアプローチに大きな差異はなく、既存テーマへの依存が強い
医薬・ライフサイエンス分野が中心で、既存の共同研究テーマ延長線上での連携が多い。
新領域・異分野連携（例：工学×社会科学）は限定的である。

4. 提案資料やテンプレートは存在するが、形式の標準化は不十分
商談会用テンプレートや共通フォーマットはあるものの、大学ごとに個別カスタマイズしていることが多い。
一般的に1～4枚程度の資料で対応しており、体系的なポートフォリオ提示には至っていない。



国内大学に共通して見られる傾向・特徴
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5. 研究成果の提案・編成は分野や大学の特性に依存
医学・バイオ分野などライフサイエンスでの成果が多く、工学系での国際連携は限定的である。
提案後のフォローアップは資金面や体制面で課題。

6. 提案後の課題：資金・継続性・フォロー体制の不足
多くの大学で、連携提案後に必要となる試作品・サンプル製作費、PoC実施費、外国出願費用等
の不足がボトルネックとして指摘された。また、伴走支援体制やマイルストーン管理の仕組みが未整備
で、提案後の検討が継続しにくい。
短期的なイベント・単発支援に依存する傾向が強く、継続的な関係構築に課題がある。

7. KPI設定・成果指標は存在するが、測定・運用の成熟度は低い
KPI設定（例：収入額、契約件数）を明示する大学もあるが、運用・分析までは未整備である。
成果報告やKPIの基準や定義が統一されておらず、分析・意思決定に十分活かされていない。

8. 安全保障・情報管理体制は大学ごとにバラつき
全大学で安全保障輸出管理や情報管理ルールを有しているが、運用レベルに差がある。
状況に応じて政府方針や法令対応を追随する形が多く、独自規定を整備している大学は少ない。

9. 契約面では海外大学・企業との条件調整が大きな負担
知財の帰属、マイルストーン設定、支払条件などは、国内外での慣行の違いから調整負担が大きい。
契約実務は大学本体で完結せず、弁護士・弁理士等の外部専門家への依存度が高い。
米国企業との契約では、株式報酬や成果連動型条件など、日本では一般的でない条件への対応
が課題となる。



主なヒアリング項目（米国）
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米国大学に対して実施したヒアリングの主な質問項目は以下のとおりである。

1. 米国内企業を対象とした連携先探索の手法
2. 連携候補先企業へのアプローチ方法（コンタクト、連絡先交換や連絡方法）
3. 分野によって企業へのアプローチ方法が変わるのか（医薬系だと企業ではなく特定の医師に先にアプ

ローチするか等）
4. 効果的な連携提案の手法（連携提案資料）
5. 連携提案を実施したうえで感じている課題
6. 知財の収支についてのKPI を設定しているか（例えば、人件費等も含めて黒字化することをKPI にし

ているか等）
7. 知財収入の内訳（ライセンス、譲渡、訴訟、Material Transfer Agreement（MTA）等）



米国大学に共通して見られる傾向・特徴
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米国の複数大学へのヒアリングを通じて、海外企業連携の実務において共通して見られた課題・特徴を整
理した。

1. 産学連携探索は「ネットワーク主導＋データドリブン」のハイブリッド型
教員・卒業生・起業家・企業幹部などの人的ネットワークを基盤としつつ、公開技術DB（PitchBook、
In-Partなど）やライセンスサイトを併用している。
教員・TLO・外部機関（VC、企業アクセラレータなど）が一体で探索に関与する体制が整っている。
商談会や学会参加だけでなく、デジタルプラットフォームを活用した定常的なスカウティングを実施している
点が特徴である。

2. 企業へのアプローチは「ターゲティング＋パートナーシップ前提」
面談やピッチは個別に最適化され、対象企業の技術・市場領域に即したターゲットリスト型アプローチを
採っている。
教員や学生自身が初期コンタクトを取るケースも多く、TLOが事後的に契約支援を行う。
一方的な提案ではなく、共同研究・PoC・ライセンスをセットで提案する傾向が強い。

3. 分野ごとのアプローチ差は小さく、運用手法の共通化が進む
医薬・ライフサイエンス・エンジニアリングなど分野を問わず、同一の契約・評価プロセスで運用している。
「研究成果の成熟度（＝Technology Readiness Level。以下、「TRL」）」や「社会実装可能性」
に応じてテンプレート化された手続が整備されている。
ただし、バイオ領域では共同研究前の初期審査が厳格であり、倫理・規制対応を重視している。



米国大学に共通して見られる傾向・特徴
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4. 提案資料や交渉プロセスは体系化・スピード重視
PitchBookや自大学TLOのWebサイトに「ライセンス概要（1枚ブリーフ）」を公開している。
提案は、サプライチェーン／既存パートナー企業との補完関係を意識して作成している。
契約・支払い条件・タイムラインも明確化され、迅速な意思決定と透明性を担保している。

5. 提案プロセスでは「スピードと期待値管理」が最重要課題
企業側の意思決定速度・投資判断文化の違いにより、交渉が長期化する傾向がある。
「研究段階の価値（pre-commercial value）」に対する認識差が課題となりがちである。
担当者の交代や季節要因（学会シーズン等）による停滞も発生しやすく、継続的な伴走型マネジメント
が求められている。

6. 知財収益KPIは「件数＋社会的インパクト」型へ進化
収益額のみならず、ライセンス件数・スピンアウト数・社会実装成果（Impact over income）など複数
指標を活用している。
KPIは大学ごとに異なるが、金銭的成果よりも社会還元・エコシステム形成を重視するところが共通してい
る。
一部の大学では年次で定量KPIを設定し、TLOが達成度を公表している。

7. 知財収支の内訳は非公開ながら、集計と報告制度は確立
AUTM（Association of University Technology Managers）への年次報告を通じ、統計レベル
での透明性を確保しているが、個別案件レベルのライセンス収入・MTA・訴訟等の詳細は非公開である。
一部の大学は総収益額を公開しているが、ライセンス種類別の開示は行わない。



今後の大学・大学発SUにおける米国企業との連携に向けた考察

今後の支援策のアイデア概要テーマ区分

連携提案資料のフォーマットを、課
題発見型のものにブラッシュアップし、
標準化（すでに実施開始）。

・日本の大学は技術起点ではなく、米
国企業のR&D課題やESG課題を理
解した課題起点の提案へ転換。
・企業課題・市場動向データを踏まえ
た提案設計を推奨。

市場・課題起点の提案への転換

戦略面

Technology Brief標準フォーマッ
トを作成。

・提案時に技術のTRLとポジションを明
確化し、米国で標準とされる。
Technology Brief形式（数枚の技
術概要シート＋事業提案）を導入。

技術成熟度×知財優位性の見える
化

UNITTやRA協議会、全国大学
TLOなどとの共通的サポート（デー
タ基盤化など）を提案。

・教員ネットワーク任せではなく、商談
履歴・成約率などをデータで管理する
体制へ。
・提案活動を可視化し、KPI分析を可
能にする。

TLO・URAのデータドリブン化

体制・仕組み面

米国の支援機関との連携などによ
り大学のための国際マッチングイベ
ントを開催。

・個別大学では存在感が弱く、分野別
パッケージでの一括発信が効果的。
・米国VC・AUTM・JETRO等との連携
強化。

大学横断の共同海外展開チーム
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国内・米国双方のヒアリング結果を踏まえると、日本の大学における海外への提案力を強化するためには、
単なる「活動の促進」ではなく、プロセスとインフラの再構築に焦点を置いた支援が必要であると考えられる。



今後の大学・大学発SUにおける米国企業との連携に向けた考察

今後の支援策のアイデア概要テーマ区分

学内審査の迅速化を促すモデルプ
ロセス策定。

・学内承認プロセスの遅さが大きなボト
ルネック。
・米国企業は
NDA/Option/MTA/Licenseの標準
テンプレートを活用。

契約・提案プロセスの迅速化・標準
化

実務面

大学ごとの連携進捗を可視化する
仕組みを提案。

・米国では提案後のフォロー報告
（Follow-up Report）で信頼を維
持。
・進捗率や面談件数などをKPI管理。

提案後フォローアップの仕組み化

ケース演習型プログラムとして全国
展開（すでに実施開始）。
今後、「国際ライセンシング実践講
座」などのセミナーの開催を検討。

・米国企業との交渉では、期待値調
整・契約理解・リスク説明が重要。
・URA・TLOの国際交渉スキル育成が
急務。

国際交渉リテラシー教育の強化

人材・教育面

成果可視化テンプレートを策定し、
成功事例集を継続発信。

・米国企業は「収益＋社会的インパク
ト」の両面を重視。
・日本も社会実装ストーリーを明確に
する必要。

成果の可視化とストーリーテリング

27



第4章
大学及び大学発SUの企業連携支援の実施



大学及び大学発SUの企業連携支援の目的と実施要領

29

目的
先行事例調査で整理した企業探索・提案手法について、実際の大学シーズおよび大学発SUに適用し、

その有効性と実務上の課題を検証することを目的とした。
併せて、令和5・6年度の調査成果である「企業連携提案マニュアル」の改善点を抽出し、海外企業連

携を見据えた実践的な支援手法として高度化することを狙いとした。

実施要領
① 支援対象シーズの選定

大学からの推薦を受け、分野バランス（ものづくり／医薬・バイオ／情報通信）や研究者の意欲、海外連
携可能性等を踏まえ、9つの大学・大学発SUの研究シーズを選定した。

② ヒアリングによる課題・価値の整理
技術の優位性、解決課題、市場性、想定企業等を整理し、提案設計の前提となる情報を構造化した。

③ ターゲットレポートの作成・分析
特許情報等から国内外の連携候補企業を抽出・分析し、連携可能性の高い候補を可視化した。

④ 企業候補の選定およびアプローチ支援
日米を対象に候補企業の絞り込みを行い、具体的なアプローチ方法や接点構築を支援した。

⑤ 連携提案資料の作成・提案支援
企業視点での価値整理やビジネスモデル設計を踏まえ、提案資料の作成および面談・交渉の支援をした。

⑥ 効果検証・フォローアップ
ヒアリング等により支援成果や課題を把握し、成功要因・ボトルネックを整理するとともに改善点を抽出した。



STEP1 連携候補企業の探索・選定のプロセス
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研究シーズと企業ニーズの接点を起点に、国内外の特許情報を活用して技術領域を分析し、日米の連携
候補企業を探索・選定した。ヒアリング、特許検索・分析、公開情報調査を段階的に行い、連携提案先と
なる企業を抽出した。



STEP1で抽出した連携候補企業に対し、研究シーズの価値や企業との協業可能性を整理した連携提案
資料を作成し、日米の企業へ提案を実施した。大学と企業双方の資源やビジネスモデルを整理したうえで、
面談や意見交換を通じて具体的な連携可能性の検討を進めた。

STEP2 連携候補企業への提案のプロセス
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支援対象は、大学等からの推薦を受けるものとし、以下の3分野から9シーズを選定した。
ものづくり系（ドローン、自動車、工作機械、医療機器、バッテリー、3Dプリンタ等）：2シーズ
医薬・バイオ系（ゲノム創薬、新素材、食品、農業等）：5シーズ
情報・通信系（大容量通信、フィンテック、自動運転、ヘルスケア、ゲーム等）：2シーズ

支援採択では、「価値創造メカニズム」が成立しうる研究シーズであることを確認した。
研究支援者、研究者ともにレスポンスが早く、フットワークが軽いこと、事業化の可能性が期待できること
連携候補企業側が共感できる、長期的な視点で社会にインパクトを与えうる「ビジョン」を持っていること
「ビジョン」が実現された暁に、経済的価値、社会的価値などの価値創出が見込めること
研究支援者がマーケティングの意識を持ち、価値創出から逆算（バックキャスト）によりビジネスモデルを構想できること
ビジネスモデルを機能させるのに、研究シーズのどの強みが活かせるか、何が不足しているのかを仮説立てできること

支援対象シーズの選定方針
STEP1
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支援対象となる研究シーズの選定プロセスは、以下の流れで実施した。

支援対象シーズの選定方針

推薦依頼と情報収集 初期評価と
候補選定

プレヒアリング 選定案作成と
協議・通知

大学等からの推薦を受け、
INPITと協力して推薦依
頼を行う。
各研究シーズの技術の優
位性、活用可能性、伴走
支援者の確保状況などを
情報収集。

収集した情報に基づき、各
分野（ものづくり系、医薬・
バイオ系、情報・通信系）
から4つ程度の候補を選定。

必要に応じてオンライン形式で
インタビューやヒアリングを実施
し、研究者の連携意欲や事
業への適応性を確認。

当社で選定案を作成し、INPIT
と協議の上、最終決定を行う。
支援対象関係者に、採択された
ことを通知する。

タ
ー
ゲ
ッ
ト
レ
ポ
ー
ト
作
成
の
た
め
の
本
ヒ
ア
リ
ン
グ
へ
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STEP1



支援対象に対するターゲットレポート作成のためのヒアリングを進めるにあたり、以下のプロセスを取った。

ヒアリングの実施方針

仮説設定 ヒアリング項目
の決定

支援対象シーズ
へのアポイント ヒアリング

初期段階で支援対
象シーズの可能性や
優位性に基づき仮説
を設定する。
これにより、ヒアリング
項目の設定や評価
の方向性が定まる。

対象の研究者とアポイ
ントを設定し、ヒアリング
の日時や形式（対
面・オンライン）を確定。

決定した項目に基づい
てヒアリングを実施し、
支援対象シーズの詳
細を収集する。

ヒアリング内容を基にヒ
アリングシートを作成し、
INPITに提出して、的
確な内容であるか確
認を行う。

ヒアリング
シートの作成

仮説に基づき具体的
なヒアリング項目を決
定し、INPITと協議
の上で最終化する。
これにより、必要な情
報収集が効果的に
行われる。

タ
ー
ゲ
ッ
ト
レ
ポ
ー
ト
の
作
成
へ
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STEP1



ヒアリングシートの作成

ヒアリングシートをもとに検索の範囲やキーワード設定を適切に行い、企業のニーズに合致する特許情報の
検索式を構築した。

STEP1
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ヒアリングシートの作成

ヒアリングシートをもとに検索の範囲やキーワード設定を適切に行い、企業のニーズに合致する特許情報の
検索式を構築した。

STEP1



ヒアリングシートの作成時に心掛けたこと
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ヒアリングシートの作成では、「未来から逆算して価値を設計する」→「技術と論理で裏付ける」→「検索可
能なキーワードで言語化する」という流れで情報を整理すると、効果的な連携提案の出発点となる。

１．価値の視点で全体像を構想する
• 「何のための研究か」「社会や産業のどんな課題を解決するか」を簡潔かつインパクトある言葉で記載し、企業へのストーリー提

案に備える。
• 研究成果から導かれる将来的な価値（経済的・社会的）を見据え、価値提供の全体像を構想する。

• 「何のための研究か」「社会や産業のどんな課題を解決するか」を簡潔かつインパクトある言葉で記載し、企業へのストーリー提
案に備える。

• 研究成果から導かれる将来的な価値（経済的・社会的）を見据え、価値提供の全体像を構想する。

２．技術的・論理的な裏付けを固める
• 企業ニーズとマッチさせるには、どのような技術課題にどうアプローチするのかを論理的に整理することが重要。
• 研究のフェーズ（基礎研究／応用研究／プロトタイプ等）や権利状況を明示し、企業側の判断材料を揃える。
• 企業ニーズとマッチさせるには、どのような技術課題にどうアプローチするのかを論理的に整理することが重要。
• 研究のフェーズ（基礎研究／応用研究／プロトタイプ等）や権利状況を明示し、企業側の判断材料を揃える。

３．検索・提案に向けたキーワードを精緻に設計する
• 後のマッチング精度に直結するため、5個以上を目安に構成要素単位で洗い出し、検索軸として活用可能な状態にする。
• これまでの連携履歴や対象技術分野を踏まえ、具体的な企業名や特許情報、想定される産学連携の形態も記載しておくこ

とで、提案の実効性が高まる。

• 後のマッチング精度に直結するため、5個以上を目安に構成要素単位で洗い出し、検索軸として活用可能な状態にする。
• これまでの連携履歴や対象技術分野を踏まえ、具体的な企業名や特許情報、想定される産学連携の形態も記載しておくこ

とで、提案の実効性が高まる。

４．検索イメージをあらかじめ立てておく
• 検索結果が検証できるように、事前に想定業界や技術分野、連携スキームの候補を明確にし、検索式立案の着眼点を持っ

たうえでヒアリングを行う。
• 検索結果が検証できるように、事前に想定業界や技術分野、連携スキームの候補を明確にし、検索式立案の着眼点を持っ

たうえでヒアリングを行う。

STEP1



検索式の策定プロセス
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ヒアリングシートをもとに検索の範囲やキーワード設定を適切に行い、企業のニーズに合致する特許情報の
検索式を構築した。

STEP1



リストアップした企業のうち、事業との合致度、出願時期、出願の継続性の1次～3次選定および、タイプ
別分析により候補企業を絞り込んだ。

企業リスト及び「キーワードマッチング度」×「直近5年出願率」チャートの作成

39

企業リストでは、検索式によって構築された母集団において、出願件
数降順で「社名」「キーワードマッチング度数」「直近5年出願率」「出願
件数」「経年での出願件数」を確認することができるように整備した。

リストアップされた企業が、どの技術分野に、どの程度関心を示してい
るかを確認し、研究者とともに研究シーズとの親和性を議論した。

出願件数が特定の時期に急増している企業は、新規技術に力を入
れている可能性が高いため、その背景を分析することにした。

また、大学・大学発SUの研究は企業の即時的なニーズに直結しない
ことが多いため、長期的視点での連携が期待できる企業を優先した。

規事業や技術開発に積極的な可能性があることから、重点的に分析し、

企業リストから作成した「キーワードマッチング度」×「直近5年出願
率」のバブルチャートを作成した。

右上のゾーンは、近年特許出願が急増している企業が多いため、新
規事業や技術開発に積極的な可能性があることから、重点的に分析し、
研究者とともに企業の関心度や事業戦略との整合性を確認した。

右下や左上のゾーンの企業も、研究シーズとの補完関係がないか
チェックした（競合ではなく、補完技術としての連携の可能性がある）。

本バブルチャートを活用する際には、企業リストで特許の共同出願状
況を調べ、他の大学等と既に連携している企業を見つけたり、研究シー
ズの特許が引用されている企業を特定し、技術的に関心がある企業を
探索するなどの工夫をした。

No. プレイヤー（社名） キーワードマッチ度数 直近5年出願の全件に対する割合出願件数（全期間）2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025
1 太平洋セメント株式会社 0.975 28.30% 360 0 16 46 64 43 36 26 27 36 24 21 14 7
2 栗田工業株式会社 0.965 32.50% 317 0 20 25 30 31 41 33 34 33 27 27 15 1
3 オルガノ株式会社 0.980 27.80% 252 0 11 10 25 37 33 38 28 19 12 22 14 3
4 トヨタ自動車株式会社 0.986 29.00% 217 0 15 27 35 21 12 23 21 15 14 19 15 0
5 水ｉｎｇ株式会社 0.989 33.90% 177 0 13 22 17 18 17 11 19 15 23 10 9 3
6 宇部興産株式会社 0.979 21.20% 146 0 7 14 16 18 19 14 27 21 10 0 0 0
7 株式会社東芝 0.972 29.10% 141 0 5 23 20 19 16 11 6 13 8 16 3 1
8 ＪＦＥエンジニアリング株式会社 0.971 33.60% 137 0 10 21 15 4 16 15 10 17 3 13 13 0
9 株式会社キャタラー 0.993 32.80% 134 0 4 10 14 22 14 13 13 13 16 10 5 0

10 住友大阪セメント株式会社 1.000 29.70% 128 0 5 22 18 14 10 10 11 13 10 9 5 1
11 三菱重工業株式会社 0.976 42.50% 127 0 9 12 16 17 5 9 5 6 17 20 9 2
12 三菱日立パワーシステムズ株式会社 1.000 0.00% 112 0 12 23 15 15 23 17 7 0 0 0 0 0
13 株式会社クボタ 0.954 28.70% 87 0 1 10 12 5 11 15 8 5 6 9 5 0
14 株式会社トクヤマ 0.953 39.50% 86 2 4 14 4 3 8 8 9 10 12 9 3 0
15 東レ株式会社 1.000 30.50% 82 0 2 12 13 7 8 6 9 9 7 6 3 0
16 太平洋マテリアル株式会社 0.988 36.60% 82 0 9 5 8 13 8 3 6 11 4 8 5 2
17 株式会社タクマ 0.988 32.50% 80 0 8 8 9 5 10 9 5 8 6 6 6 0
18 株式会社日立製作所 0.988 15.00% 80 0 9 10 14 15 9 8 3 4 6 1 1 0
19 株式会社神鋼環境ソリューション 0.949 42.30% 78 0 2 9 9 7 6 8 4 6 8 14 4 1
20 三菱マテリアル株式会社 1.000 15.10% 73 0 3 8 7 12 7 11 14 7 3 1 0 0
21 三浦工業株式会社 0.972 18.10% 72 0 4 9 9 12 11 7 7 6 3 1 3 0
22 住友金属鉱山株式会社 0.938 13.80% 65 0 2 3 8 13 14 8 8 4 2 3 0 0
23 日立造船株式会社 1.000 29.70% 64 0 2 9 11 8 5 6 3 6 7 5 1 0
24 イビデン株式会社 1.000 20.60% 63 0 6 15 7 7 8 5 2 2 5 4 2 0
25 デンカ株式会社 1.000 29.00% 62 0 0 0 14 11 4 7 8 8 5 4 0 1
26 ＪＦＥスチール株式会社 0.984 19.70% 61 0 5 9 8 8 7 7 5 2 5 5 0 0
27 日本碍子株式会社 1.000 30.40% 56 0 3 10 7 6 5 3 5 7 4 3 2 1
28 メタウォーター株式会社 0.927 38.20% 55 0 1 9 5 7 5 4 3 5 1 6 7 2
29 富士電機株式会社 0.981 40.70% 54 0 3 12 5 0 1 4 7 6 13 2 1 0
30 エヌ・イーケムキャット株式会社 1.000 20.00% 50 0 0 0 4 7 13 7 9 5 2 2 1 0

企業リスト 「キーワードマッチング度」×「直近5年出願率」チャート

STEP1



リストアップした企業のうち、事業との合致度、出願時期、出願の継続性の1次～3次選定および、タイプ
別分析により候補企業を絞り込んだ。

重要課題キーワードリスト及び全件要約リストの作成
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重要課題キーワードリストを作成し、各企業の出願特許が、どの重要
課題キーワードとヒットしているかを確認した（企業は出願数の降順に
並んでいる）。

キーワードから各企業が特に力を入れている技術領域を把握しつつ、
研究者の研究シーズがその技術領域とどの程度関連があるかを議論
した。また、企業が出願している特許の技術的な方向性と、研究シー
ズがどのように貢献できるかを考察した。

なお、研究シーズとのマッチ度が低いキーワードには潜在的なニーズ
が隠れている可能性もあり、技術的に競合しにくいとも解釈できるため、
あえてマッチ度の低い特許を発見し、提案に活かすことも検討した。

分析に利用した特許の全情報を整理した全件要約リストを作成し、検
索によって抽出された特許の具体的な技術内容を確認した。
これにより、個別特許の要約などを確認することで、企業がどのような
技術課題に取り組んでいるのか、研究シーズとの具体的な接点を検討
した。特に、直近の出願や研究シーズに近い特許を重点的に確認する
ことで、企業の技術開発の方向性やニーズを読み取り、連携提案の切
り口を具体化することができた。

また、連携提案候補となり得る企業の個別の特許に着目するときに
は、その特許が権利として成立しているか、外国に出願しているか、第
三者に引用されているかなどの情報も確認し、提案内容の作成に活用
した。

重要課題キーワードリスト 全件要約リスト
No. プレイヤー（社名） 肥料 廃棄物 焼却灰 排ガス 汚泥 バイオマス カリウム カルシウム 硫黄 石膏 エネルギー 濃縮 スケール セメント 残渣

1 太平洋セメント株式会社 6 59 27 66 18 21 7 32 6 71 11 3 0 270 15
2 栗田工業株式会社 1 13 0 24 74 0 1 18 1 1 10 100 53 0 3
3 オルガノ株式会社 0 1 0 5 64 0 0 7 1 0 12 148 29 0 0
4 トヨタ自動車株式会社 1 5 1 189 1 5 1 2 2 0 2 7 0 0 5
5 水ｉｎｇ株式会社 0 17 0 0 129 0 0 8 1 2 10 39 13 0 6
6 宇部興産株式会社 0 30 5 14 13 7 4 14 10 45 4 6 0 106 6
7 株式会社東芝 1 26 1 40 38 2 0 0 2 0 12 26 7 1 3
8 ＪＦＥエンジニアリング株式会社 0 57 15 51 25 2 2 8 4 0 14 23 4 1 4
9 株式会社キャタラー 0 0 0 133 0 0 0 1 1 0 3 0 0 0 0

10 住友大阪セメント株式会社 0 16 2 23 3 6 4 21 4 30 2 0 2 102 3
11 三菱重工業株式会社 0 16 0 82 5 4 0 0 13 3 4 14 1 0 2
12 三菱日立パワーシステムズ株式会社 0 0 0 97 2 3 0 1 25 15 2 3 2 2 0
13 株式会社クボタ 0 14 1 4 61 4 0 2 0 0 5 12 1 0 7
14 株式会社トクヤマ 0 14 5 8 1 4 0 5 0 21 5 1 4 58 4
15 東レ株式会社 2 2 0 2 10 2 0 1 0 0 3 32 7 0 1
16 太平洋マテリアル株式会社 0 1 1 0 0 0 1 40 0 67 1 0 0 73 0
17 株式会社タクマ 0 8 14 46 15 4 1 2 1 0 9 5 0 1 3
18 株式会社日立製作所 2 1 0 6 38 4 4 1 0 0 3 25 1 0 0
19 株式会社神鋼環境ソリューション 0 39 1 16 22 9 1 0 0 0 3 16 0 0 5
20 三菱マテリアル株式会社 1 6 5 9 5 2 0 13 2 17 8 1 1 48 10
21 三浦工業株式会社 0 0 0 4 2 0 1 2 0 0 1 40 14 0 0
22 住友金属鉱山株式会社 0 0 0 16 1 0 3 5 2 5 0 21 4 0 14
23 日立造船株式会社 0 12 1 36 11 7 1 3 2 0 3 5 0 0 2
24 イビデン株式会社 0 1 0 57 3 0 0 0 0 0 0 3 0 0 0
25 デンカ株式会社 3 0 0 1 0 0 1 36 4 36 0 2 3 46 0
26 ＪＦＥスチール株式会社 0 6 0 9 8 3 0 1 2 3 2 2 1 5 3
27 日本碍子株式会社 0 4 1 49 0 0 0 0 0 0 1 3 0 0 0
28 メタウォーター株式会社 3 5 5 10 29 0 1 1 0 1 10 10 3 0 0
29 富士電機株式会社 0 1 0 42 6 0 0 0 6 0 2 2 4 0 0
30 エヌ・イーケムキャット株式会社 0 0 0 49 0 0 1 0 1 0 1 1 0 0 0
31 東洋紡株式会社 0 1 0 5 2 0 0 0 0 0 10 39 3 0 0
32 月島機械株式会社 0 7 1 10 30 0 0 1 2 1 1 22 0 0 0
33 ＵＢＥ三菱セメント株式会社 0 9 2 7 3 0 1 4 1 14 2 0 0 42 1
34 株式会社石垣 0 0 0 0 43 1 0 0 0 0 0 13 0 0 1
35 パナソニックＩＰマネジメント株式会社 0 0 0 13 2 2 0 1 0 0 1 9 14 0 0

No. 出願番号 登録番号 ステート ステージ イベント 被引用回数外国出願 分割元出願技術内容（特許分類FI[4ケタ]の上位10項目を使用）発明の名称 出願人権利者名 要約 キーワード一覧
1 特願2017-539124 特許6371914アクティブ 特許 有効 年金の支払い 2 Yes No B01D,B01F蒸発装置 関西化学機械製作株式会社 本発明の蒸発装置は、揮発性成分出口および濃縮液出口を備え、かつ原料液を収容する、撹拌槽と、該撹拌槽の内部に設けられた熱源と、該撹拌槽内に設けられておりかつ該熱源に該原料液を流下する、散液部と、該撹拌槽の外周に設けられておりかつ該撹拌槽の内壁を冷却する、第１コンデンサーとを備える。本発明の蒸発装置は、例えば、液体の各種化学品や化学製品の濃縮やこれらからの揮発性の不純物の除去に有用である。濃縮
2 特願2016-550663 特許6347435アクティブ 特許 有効 年金の支払い 4 Yes No B01J,B01D排ガス浄化方法 公立大学法人首都大学東京; 中国電力株式会社脱硝触媒の劣化を抑えつつ、効率的に排ガスから窒素酸化物を除去することができる排ガス浄化方法を提供する。　燃料が燃焼することによって発生する排ガスを浄化する排ガス浄化方法であって、１３０～２５０℃の前記排ガスの含有する窒素酸化物を、還元剤及び金微粒子を有する脱硝触媒を用いて選択接触還元法によって還元することで、前記排ガスから窒素酸化物を除去する脱硝工程を有する。また、前記脱硝触媒は、金属酸化物からなる担体上に金微粒子を分散又は固定させた触媒であることが好ましい。排ガス
3 特願2018-533288 特許6934474アクティブ 特許 有効 年金の支払い 5 Yes No A01G,B09B,C10L,C05C,C05F,C02F環境影響が最小限な農工業方法 インダストリー・ロッリ・アリメンタリ・ソシエタ・ペル・アチオニ野菜及び／又はキノコ生産物を栽培するステップ、その生産物を収穫するステップ、中間生成物を得るための、生産物の熱機械的処理の少なくとも１つのステップ、並びに中間生成物の最終段階のパッケージングのステップを含むタイプの、環境影響が最小限な農工業方法。熱機械的処理ステップは、廃棄物を定めるために生産物から不要な部分を除去する機械的工程を提供し、野菜性物質だけによって構成される廃棄物が引き続く処理及びパッケージングステップを目的とした中間生成物から分離され、バイオガス生成ユニットに送られ、バイオガス生成ユニットの廃棄物によって構成される発酵残渣は、野菜生産物の栽培の新しいステップにおけるそれぞれの栽培土壌で肥料として使用される。肥料; 廃棄物; 残渣
4 特願2018-512428 特許6806382ノットアクティブ特許 消滅 年金不納による特許権の消滅2 Yes No B09B,C02F,C05B,C05Fリンを回収する方法 ツェントゥルム　フューア　ゾンネンエネルギー－ウント　ヴァッサーシュトッフ－フォルシュング　バーデン－ヴァルテムベルク　ゲマインニュッツィヒ　シュティフトゥング; ヴェールレ－ヴェルク　アクチエンゲゼルシャフト本発明は、例えば、移動床リアクタにおけるカルシウム含有粒子の存在下での、リン含有代替燃料などのリン含有材料の熱化学反応、およびその後、前記移動床リアクタからリンが豊富にある摩耗した材料を除去することによってリンを回収する方法に関する。本発明はさらに、肥料または肥料添加物としてのこの方法によって得られる有用な物質の使用に関する。【選択図】なし肥料; カルシウム
5 特願2018-509783 特許6791949アクティブ 特許 有効 年金の支払い 0 Yes No C02F スケール抑制剤の方法及び組成物 ザ・ボード・オブ・トラスティーズ・オブ・ザ・ユニバーシティ・オブ・イリノイ; ダウ　グローバル　テクノロジーズ　エルエルシー; ローム　アンド　ハース　カンパニー水系のスケール抑制処理の方法であって、水性スケール抑制組成物を水系中に導入することを含み、水性スケール抑制組成物がカルボキシル化超分岐ポリグリセロールを含む、方法。 【選択図】図２スケール
6 特願2018-512926 ノットアクティブ（出願の）却下・拒絶出願の拒絶・却下 1 Yes No B01D,B01J,G01N多床収着剤管及びその使用 コーニンクレッカ　フィリップス　エヌ　ヴェ健康及び病気における呼気分析は、呼吸ヘルスケア連続体全体に採用される可能性を有し、臨床的関心が高まってきている分野である。しかし、現在、呼気回収の標準がなく、また、高湿度の呼気を予備濃縮する最適なやり方が分かっていない。収着剤材料の最適な組み合わせと、高湿度状態において、広範囲の呼気分子を定量的に捕捉することを可能にする試料取り扱い方法とが説明される。本発明は、例えばベッドサイドにある呼気分析用の将来のデバイスの予備濃縮ユニットに適用可能である。濃縮
7 特願2018-513350 ノットアクティブ（出願の）却下・拒絶出願の拒絶・却下 0 Yes No C02F,C05B,C05D淡水化プロセス及び肥料の製造方法 チェン，シャオリン 海水又は塩を含む廃水を処理するための多段式ステージの淡水化プロセス。最初のプロセス中に海水又は塩を含む廃水は処理されて、肥料として有用なリン酸マグネシウムアンモニウムを含むリン酸塩としてスケール付着無機物を沈殿する。この最初の段階中にリン酸アンモニウム及びリン酸ナトリウムが海水又は塩を含む廃水に添加され、続いてアンモニア及び水性の荷電溶媒が添加される。沈殿した固体を分離した後に、浄化された海水又は塩を含む廃水は通気及びろ過されて、飲料水又はそうでなければ使用に適した水を製造する。 【選択図】図８肥料; スケール
8 特願2015-179624 特許6249451アクティブ 特許 有効 年金の支払い 6 No No B09B,C02F,F26B乾燥処理装置および乾燥処理方法 チッキ株式会社 【課題】斃死した家畜を粉化することができる乾燥処理装置において、排気に臭気が混じることがないようにして、装置近隣の環境負荷を軽減できるようにすると共に、太く強い骨格を有している豚などでも、資料や肥料としても好適な、粒が細かくやわらかい粉体状となるように乾燥処理することができる乾燥処理装置を提供する。 【解決手段】乾燥処理装置Ａは、加熱室２と、処理室３と、処理室の内部に設けられている撹拌体４と、撹拌体を回転駆動する駆動装置５と、加熱室に加熱空気を送る一次燃焼炉６と、一次燃焼炉に、処理室で生じる臭気成分と水分を含む処理ガスを送る処理ガス送気管７と、処理ガス送気管に設けられ処理ガスの流量を制御して処理室内の圧力を所要の圧力で維持する加圧制御部８と、加熱室を通ったガスに含まれる臭気を外部へ排出する前に燃焼させて消臭処理する二次燃焼炉９とを備える。 【選択図】図４肥料
9 特願2015-180056 ノットアクティブ（出願の）却下・拒絶出願の拒絶・却下 1 No No B09B,C21C,C05B燐含有鉄の製造方法及び、肥料の製造方法ＪＸホールディングス株式会社; 鴻池運輸株式会社【課題】縦型炉内で、脱燐スラグに含まれる燐の、溶融鉄への濃縮を効果的に促進させることにより、得られる燐含有鉄中の燐の濃度を有効に高めることのできる燐含有鉄の製造方法及び、肥料の製造方法を提供する。 【解決手段】この発明の燐含有鉄の製造方法は、縦型炉を用いて、製鋼精錬の脱燐処理で発生した脱燐スラグから、燐を濃化させた燐含有鉄を製造する方法であって、縦型炉内の底部に底部炭材を装入して配置し、縦型炉内で前記底部炭材上に、鉄成分および燐成分を含む脱燐スラグを有する原料を、充填炭材とともに装入して配置する原料配置工程と、原料配置工程の後、縦型炉内で底部炭材に支燃性ガスを導入し、還元雰囲気とし、原料を溶融させ、溶融した燐含有鉄を得る溶融工程と、溶融工程の後、燐含有鉄を縦型炉から排出させる排出工程とを有し、縦型炉内に配置する前記原料中の鉄元素の量を、６～２５質量％とする。 【選択図】図１肥料; 濃縮

10 特願2016-211277 ノットアクティブ（出願の）却下・拒絶出願の取下げ 1 Yes Yes C02F,C07Fα－アミノ酸ホスホン酸化合物、それらの製造方法および使用イタルマッチ　ケミカルズ　ソチエタ　ペル　アツィオーニ【課題】多数の用途で用いることができ、特に海洋での油回収を含む水系でスケール防止剤として機能を果たす化合物の提供。 【解決手段】下記の式で表される新規のアミノ酸アルキルホスホン酸化合物。及び当該化合物を用いた海上油井での油回収方法。Ａ−（Ｂ）x［Ａはアルギニン、ヒスチジン、イソ−ロイシン、ロイシン、メチオニン、スレオニン又はフェニルアラニンから選択されるα−アミノ酸基；ＢはＣ１～６個のアルキルホスホン酸基；但し、アミノ酸基がアルギニンである場合、ｘは１～６の整数、アミノ酸部分がヒスチジンである場合、ｘは１～３の整数又はアミノ酸部分がロイシン、イソロイシン、メチオニン、スレオニン又はフェニルアラニンの場合、ｘは２］ 【選択図】なしスケール
11 特願2016-220242 ノットアクティブ（出願の）却下・拒絶出願の取下げ 2 Yes Yes B01J,C05G,C02F高付加価値有機分富化無機肥料 アヌビア・プラント・ニュートリエンツ・ホールディングス・エル・エル・シー【課題】低い肥料価を有するバイオソリッドの価値を高めたバイオソリッド肥料の製造方法の提供。【解決手段】少なくとも１０パーセントの固形分を有するバイオソリッド含有有機物質を準備し、臭気防除剤を該有機物質に添加し混合物とし、バイオソリッドの固形分の２．５～３．７倍の濃酸を該混合物に規定の圧力及び高温下で添加し液化混合物を形成させ、次にアンモニアを該液化混合物に規定の圧力及び高温下で添加し、該液化混合物を造粒加工して肥料を形成する。【選択図】図１Ａ肥料
12 特願2016-031469 特許6712044アクティブ 特許 有効 年金の支払い 0 No No A01N,C05F,B09B,A01Pタケコンポスト及び植物の病害防除剤 河内長野市; 株式会社ゲオール商事; 公立大学法人大阪府立大学; 公立大学法人大阪【課題】タケをコンポストにすることでタケの有効利用を図る。【解決手段】タケ類の粉砕物、好ましくは粉末を水に浸漬した後に、１５～３０℃程度の室温でシマミミズなどのミミズに摂食させてタケコンポストを得る。好ましくは、さらにマメ科植物のように窒素含量の多い植物を、水に浸漬した後のタケ類の粉砕物と混合して、ミミズに摂食させてコンポスト化する。得られたタケコンポストは肥料として用いられる他、そのまま培土として用いられる。また、培土そのものはもちろんのこと、その抽出物はピシウム菌のような植物病害の防除にも使用され得る。【選択図】図２肥料
13 特願2015-177361 ノットアクティブ（出願の）却下・拒絶出願の拒絶・却下 2 No No B01D,C04B塩素バイパスシステム及びセメントキルン抽気ガスの処理方法太平洋セメント株式会社 【課題】抽気したセメントキルン排ガスを二段階にわたって冷却する塩素バイパスシステムにおいて、所望の塩素除去率を確保する。【解決手段】セメントキルンの窯尻からプレヒータの最下段サイクロンに至るまでのキルン排ガス流路より燃焼排ガスの一部Ｇ１を抽気しながら４００℃以上６００℃以下に一次冷却するプローブ２と、プローブで抽気し冷却された排ガスＧ２を３００℃以上４００℃以下に二次冷却する第１の冷却器３と、第１の冷却器で二次冷却された排ガスを粗粉Ｄ１と微粉Ｄ２とに分級して粗粉をセメントキルン系へ戻す分級機４と、分級機で分級された微粉を含む排ガスＧ４を１００℃以上２００℃以下に最終冷却する第２の冷却器５と、第２の冷却器で冷却された排ガスＧ５から微粉Ｄ４を回収する集塵機６とを備え、第１の冷却器における二次冷却を、プローブにおける一次冷却の開始から０．１５秒以内に行う塩素バイパスシステム１。【選択図】図１排ガス; セメント
14 特願2015-175739 特許6547227アクティブ 特許 有効 年金の支払い 0 No No C04B 非焼成セラミックス体とその製造方法 株式会社神清; 国立研究開発法人産業技術総合研究所【課題】製造コストを低減し、かつ、二酸化炭素の排出を抑制するとともに、高い強度と保水性と耐凍害性とを併せ持つ非焼成セラミックス体とその製造方法とを提供すること。 【解決手段】主体混合物の配合率を、骨材が４０～６０質量％、珪藻土が２０～４０質量％、石灰が１０～３０質量％、セメントが１～２０質量％とし、水の配合率を前記主体混合物の合計質量に対して５～２５質量％とし、合成樹脂エマルションの配合率を前記主体混合物の合計質量に対して１～１０質量％として混合した後、成形し、乾燥させることによって非焼成セラミックス体を製造する。 【選択図】図２セメント
15 特願2016-244098 特許6368767ノットアクティブ特許 消滅 年金不納による特許権の消滅2 No Yes B01D,C02Fアンモニア含有排水の処理装置およびアンモニア含有排水の処理方法オルガノ株式会社 【課題】スケール分散剤やスライムコントロール剤等の薬品を使用しなくても、高濃度のアンモニア含有排水であっても効率よく処理することが可能なアンモニア含有排水の処理装置を提供する。 【解決手段】アンモニア含有排水をｐＨ１０以上でアンモニアストリッピング処理するアンモニアストリッピング処理装置１２と、アンモニアストリッピング処理したアンモニアストリッピング処理水をｐＨ１０以上で１段目の逆浸透膜処理を行い、１次透過水と１次濃縮水とに分離する１次逆浸透膜処理装置１４と、１次透過水をｐＨ８．５以下で２段目の逆浸透膜処理を行い、２次透過水と２次濃縮水とに分離する２次逆浸透膜処理装置１６と、２次濃縮水をアンモニアストリッピング処理装置１２の前段側に循環する循環手段と、を備えるアンモニア含有排水の処理装置である。 【選択図】図１濃縮; スケール; 浸透
16 特願2016-148983 特許6328183アクティブ 特許 有効 年金の支払い 6 Yes No C02F,F22B汚泥熱加水分解のエネルギー効率の良いシステム及びプロセスヴェオリア・ウォーター・ソリューションズ・アンド・テクノロジーズ・サポート【課題】汚泥の熱加水分解システム及びプロセスのエネルギー効率の改善。 【解決手段】汚泥を蒸気-汚泥混合器の中に導く工程、蒸気-汚泥混合器から熱加水分解システムに汚泥を導き、汚泥を熱加水分解する工程、第１の給水を主ボイラに導き、生蒸気を生成する工程、補助的蒸気を生成するために、熱加水分解汚泥に関連付けられた熱を利用する工程、及び蒸気混合物を形成するために生蒸気と補助的蒸気を結合し、蒸気-汚泥混合器の中で蒸気混合物を汚泥に混合する工程、とを備え、前記補助的蒸気は、ｉ．熱加水分解汚泥を、廃熱ボイラに向かって導き、前記補助的蒸気を生成するために、第２の給水を前記廃熱ボイラの中に且つ通して供給する工程、又はｉｉ．前記熱加水分解汚泥をフラッシュ槽に向かって導き、前記熱加水分解システムと前記フラッシュ槽との間の圧力降下を介して前記フラッシュ槽の中に前記補助的蒸気を生成する工程、により生成される。 【選択図】なし汚泥; エネルギー
17 特願2015-190392 ノットアクティブ（出願の）却下・拒絶出願のみなし取下げ 0 No No B01F,C02F上下動作型撹拌機 栗山　恵吉 【課題】汚泥など固形物のまきあげ効果の高い撹拌機の提供。【解決手段】撹拌機械の駆動源６に上下駆動のシリンダーを使用し、先端に付属する円盤３の上下により、乱流を発生させ、撹拌を行う。中空軸２に数個の散気ノズル４を設け、固形物の浮揚と同時に空気と接触させることで、汚泥の分解を促進させ、いっそうの乱流効果をもたせる。既設活性汚泥槽の汚泥が滞留しやすい場所へピンポイントで設置することで、余剰汚泥の削減が可能である。【選択図】図１汚泥
18 特願2015-179356 ノットアクティブ（出願の）却下・拒絶出願の拒絶・却下 2 No No B01D,C02F濃度差エネルギー回収方法、および、それに用いる濃度差エネルギー回収システム東洋紡株式会社 【課題】本発明の目的は、同時に水を回収して造水を実施することのできる正浸透を利用した濃度差エネルギー回収方法、および、それに用いられる濃度差エネルギー回収システムを提供することである。【解決手段】水を含むフィード溶液と、ドロー溶質を含み前記フィード溶液より高い浸透圧を有するドロー溶液とを、半透膜を介して接触させることで、前記フィード溶液中に含まれる水を前記ドロー溶液中に移動させる正浸透工程と、前記ドロー溶液の流動によりエネルギー伝達装置作動させてエネルギーを回収するエネルギー回収工程と、前記ドロー溶液から水を分離して水を回収する造水工程と、を含み、前記造水工程において水を回収することによって濃縮された前記ドロー溶液を、前記正浸透工程で再利用することを特徴とする、濃度差エネルギー回収方法。【選択図】図１エネルギー; 濃縮; 浸透
19 特願2015-179197 ノットアクティブ（出願の）却下・拒絶出願のみなし取下げ 4 No No C02F 排水処理方法及び排水処理装置 国立研究開発法人国立環境研究所; 独立行政法人国立高等専門学校機構【課題】散水型ろ床を用いて有機物や窒素化合物を含んだ排水を処理することが可能な排水処理方法及び排水処理装置を提供する。 【解決手段】汚泥が空隙内に担持されている多孔質の担体１１を上下に複数配設した散水型ろ床１０を用いて、汚泥発生量を抑えながら、有機物及び窒素化合物を含んだ排水を処理する排水処理方法に、散水型ろ床１０の上部に排水を供給することで、排水の流れによって汚泥に空気を供給させ、排水を汚泥に含まれている微生物により有機物処理及び硝化処理する第一工程と、散水型ろ床１０への排水の供給を停止することで、排水の滞留によって汚泥への空気の供給を停止させ、内生呼吸による自己分解を進めることで生じた残骸有機物を分解及び第一工程によって担体１１に保持されている排水を汚泥に含まれている微生物により脱窒処理する第二工程と、を具備させ、第一工程と第二工程とを交互に行わせる。 【選択図】図１汚泥
20 特願2015-176232 ノットアクティブ（出願の）却下・拒絶出願のみなし取下げ 6 No No B01D,C02F膜洗浄方法及び膜洗浄装置 株式会社明電舎 【課題】低コストに分離膜のファウリングを防止する。 【解決手段】排水処理装置１は、生物処理槽２，膜分離装置３，膜洗浄装置４を備える。生物処理槽２は系外から導入した排水の有機物を活性汚泥によって分解処理する。膜分離装置３は生物処理槽２内の活性汚泥液から活性汚泥成分を分離する。膜洗浄装置４は、活性汚泥液から膜分離装置３によって分離された活性汚泥に含まれる微生物群を破砕処理して汚泥破砕液を生成する汚泥破砕装置５と、膜分離装置３の分離膜の逆洗時に洗浄液として前記汚泥破砕液を膜分離装置３に供給する破砕液供給装置６とを備える。 【選択図】図１汚泥
21 特願2015-175412 特許6595855アクティブ 特許 有効 年金の支払い 2 No No B01D 蒸留塔を備えた蒸留装置 株式会社ササクラ; 日本リファイン株式会社【課題】大型の蒸気圧縮機を用いることなく、１つのリボイラー（蒸発缶に相当）で低濃度域から高濃度域までの蒸発濃縮運転を円滑に行うことができ、この結果、従来例に比べて、装置のコンパクト化及びコストの低減を図ることができる蒸留塔を備えた蒸留装置を提供する。 【手段】蒸留装置１は、多段の蒸留塔２と、リボイラー３と、蒸留塔２の塔頂部から供給される蒸気を圧縮昇温しリボイラー３の加熱源とする蒸気圧縮機４とを備える。貯留液の濃度が低濃度域である場合には、蒸気圧縮機４の駆動によって蒸留塔の塔頂部から供給される蒸気を圧縮昇温しリボイラー３の加熱源とし、貯留液の濃度が高濃度域である場合には、加熱蒸気注入管４０によって加熱蒸気をリボイラー３に注入して蒸発濃縮運転を行う。 【選択図】図１濃縮
22 特願2016-175974 特許6095837アクティブ 特許 有効 年金の支払い 0 Yes No C01D,C02Fアルカリ金属塩含有成型体およびそれを用いた酸性水溶液の再生処理方法佐々木化学薬品株式会社 【課題】フッ化水素酸およびケイフッ化水素酸を含有する酸性水溶液からケイフッ化水素酸を分離して酸性水溶液を再生処理する操作を、作業環境を低下させることなく効率的に酸性水溶液を再生処理することが出来る材料および方法を提供する。 【解決手段】アルカリ金属塩Ａ、ならびに、アルカリ金属塩Ｂおよびアルカリ金属塩Ｃの少なくとも一種を所定の割合で含むアルカリ金属塩含有成型体； 前記アルカリ金属塩Ａは、フッ化ナトリウム、重フッ化ナトリウム、フッ化カリウムおよび重フッ化カリウムからなる群から選択される少なくとも一種： 前記アルカリ金属塩Ｂは、２０℃の水への溶解度が１０ｇ／１００ｍｌ以上であるナトリウム塩および２０℃の水への溶解度が１０ｇ／１００ｍｌ以上であるカリウム塩からなる群から選択される少なくとも一種： 前記アルカリ金属塩Ｃは、炭酸ナトリウム、炭酸水素ナトリウム、炭酸カリウムおよび炭酸水素カリウムからなる群から選択される少なくとも一種。 【選択図】なしカリウム
23 特願2017-537697 特許6521077アクティブ 特許 有効 年金の支払い 15 Yes No B01D,C02F水処理方法および水処理システム 東洋紡株式会社 被処理水中の水を第１半透膜を介して第１ドロー溶液中に移動させる第１正浸透工程、第１ドロー溶液の水を第２半透膜を介して第１ドロー溶液よりも高い浸透圧を有する第２ドロー溶液中に移動させる第２正浸透工程、および、第２ドロー溶液から浄化水を得る造水工程を含み、第２正浸透工程で濃縮された第１ドロー溶液を第１正浸透工程で再利用し、造水工程で濃縮された第２ドロー溶液を第２正浸透工程で再利用し、第１正浸透工程において、第１半透膜は中空糸型半透膜であり、中空糸型半透膜の外周面に被処理水を接触させると共に、中空糸型半透膜の中空部内に第１ドロー溶液を流す、水処理方法。濃縮; 浸透
24 特願2017-537695 特許6658759ノットアクティブ特許 消滅 年金不納による特許権の消滅6 Yes No B01J,F01N,B01D排ガス処理装置およびガス捕捉材劣化状況推定方法日立化成株式会社 排ガス処理装置１００の制御装置４５０は、移動装置４０１を介して温度測定素子３０１～３０３をＣＯ ２ 捕捉容器２０１内の互いに相違する位置に移動させて、そのそれぞれの位置でのＣＯ ２ 捕捉材の温度を取得し、そのとき得られた温度測定素子３０１～３０３の位置とＣＯ ２ 捕捉材の温度との関係に基づきＣＯ ２ 捕捉材（ガス捕捉材）の劣化状況を推定する。排ガス
25 特願2018-510829 特許6681975ノットアクティブ特許 消滅 年金不納による特許権の消滅18 Yes No B01D,B01J,C22B,C01D,C02Fリチウム含有ブラインからリチウム有価物を回収するための工程アルベマール・コーポレーシヨン リチウム供給源をＬｉＸ、好ましくはＬｉＣｌがインターカレートされた水和アルミナから構成される吸着剤の床の中と外を通してリチウムを供給源から吸着剤の中へ抽出し；希薄ＬｉＣｌ水で吸着剤の床を洗浄してリチウムを吸着剤から取り出してＬｉ＋濃度が上昇したリチウム溶離液を得；溶離液に対してナノ濾過を行いＣａ２＋、Ｍｇ２＋、及び他のナノ濾過可能な成分が同時に除去されたリチウム透過液を生成し、洗浄後の溶離液との比較でＣａ２＋及びＭｇ２＋が２５％以下の透過溶液及び７５％以上の保持溶液とを得て；この透過溶液に対して特定の正浸透を行い１３，０００～２５，０００ｐｐｍの溶解リチウムを有する溶液を得ることにより、溶解Ｎａ＋、Ｃａ２＋、及びＭｇ２＋を含有するリチウム供給源から高純度リチウム溶液を生成すること。明記した任意のステップ及び新規の特徴を使用して、リチウム濃度及び純度を高めることができる。【選択図】図１Ａ浸透; 水和
26 特願2018-511659 特許6654235アクティブ 特許 有効 年金の支払い 0 Yes No B01D,B21B廃水からミルスケールを分離する方法 アルセロールミタル 熱間圧延機からミルスケールを採取する方法が提供される。熱間圧延機は、樋を含む。方法は、廃水中のミルスケール粒子を搬送するステップと、熱間圧延機の樋から廃水を回収するステップと、分離器を用いて廃水からミルスケール粒子を分離するステップと、を含む。熱間圧延機および熱間圧延機を改造する方法もまた、提供される。スケール
27 特願2017-535092 特許6479193アクティブ 特許 有効 年金の支払い 0 Yes No B01D,C02F汚泥のゼロ排出の下水処理の方法及びシステムジエンシー　ジェイディエル　エンバイロメンタル　プロテクション　カンパニー　リミテッド【課題】【解決手段】 本発明は1）膜分離システム及び反応容器を含む膜生物反応システムを提供し、2）曝気制御により分離システムの領域における溶存酸素の濃度が0～2 mg/L、他の領域における溶存酸素の濃度が0～1mg/Lにあるようにする汚泥のゼロ排出の下水処理の方法及び大顆粒固形物を除去するための前処理システム及び膜生物反応システムを含む汚泥のゼロ排出の下水処理システムを開示した。前記膜生物反応システム反応容器、膜分離システム、水製造装置及び曝気システムを含む。本発明による処理方法及びシステムは同時にケイ酸塩細菌を含む多種の汚染物を除去できる微生物体系を育成し、無機の土砂及び有機汚泥二酸化ケイ素ガス及び溶解性物質に分解するようにする。【選択図】図１汚泥
28 特願2018-529722 ノットアクティブ（出願の）却下・拒絶出願の拒絶・却下 0 Yes No B01D,B63B船上で海水を濾過する方法 ジーイーエイ　メカニカル　イクイップメント　ゲゼルシャフト　ミット　ベシュレンクテル　ハフツング濾過装置(２)を用いて船上で海水を濾過し、該濾過装置はタンク(５)内に配置された円筒形のフィルタ要素(６)と、フィルタ要素(６)から汚染物質を分離し、水とフィルタ要素(６)及び濾過装置(２)からの汚染物質からなる汚染物質濃縮相を排出する洗浄装置を備える方法が提供される。該方法は、a)海水が濾過装置(２)内に汲み出されるステップと、b)海水は入力圧Ｐ＿ｉｎで濾過装置(２)内に入り、フィルタ要素(６)を通って濾過装置(２)内を流れ、フィルタ要素(６)の下流にて濾過された海水又は濾液としての出力圧力Ｐ＿ｏｕｔを有するステップと、c)濾過装置(２)のフィルタ要素(６)にて洗浄装置(１１)を用いて除去され、フィルタ要素(６)から排出される濃縮相又は濃縮物は、濃縮物圧力Ｐ＿ｃｏｎｃ.を有するステップと、d)入力圧力Ｐ＿ｉｎ、出力圧力Ｐ＿ｏｕｔ、及び濃縮物圧力Ｐ＿ｃｏｎｃ.は、センサ(２２、２３、２４)を用いて測定され、制御装置(２１)に送信されるステップと、e)フィルタ要素(６)のフィルタ効率の変化は、入力圧力Ｐ＿ｉｎと出力圧力Ｐ＿ｏｕｔの間の汚染物質の圧力差ΔＰＦ＝Ｐ＿ｉｎ—Ｐ＿ｏｕｔの変化が確立されている点で識別されるステップと、f)出力圧力と濃縮物圧力との間の差として定義される吸引の圧力差ΔＰＫ=Ｐ＿ｏｕｔ—Ｐ＿ｃｏｎｃ.は、汚染物質の圧力差ΔＰＦ=Ｐ＿ｉｎ—Ｐ＿ｏｕｔの関数として制御されるステップを含む。【選択図】図１濃縮
29 特願2015-175150 特許6539551アクティブ 特許 有効 年金の支払い 0 Yes No B01D,F01N,B01J排ガス処理装置、触媒の昇温方法、ハニカム構造体の再生方法、及びアッシュ除去方法日本碍子株式会社 【課題】全体の大きさを小さくでき、昇温し易く且つ急冷し難く、圧力損失の上昇が小さい排ガス処理装置を提供する。 【解決手段】内側ハニカム構造部１４と、この内側ハニカム構造部１４の外周の一部を取り囲み且つ内側ハニカム構造部１４と、一部のセルに配設された目封止部と、を備えるハニカム構造体１０と、ハニカム構造体１０を収納し、排ガスの流入口２１及び第２流出口２７を有する缶体２０と、缶体２０の第２流出口２７を開閉する開閉バルブ５１と、を備え、胴部２５には、内側流入端面１１と外側流出端面１９との間の位置に排ガスの第１流出口５２が形成され、ハニカム構造体１０は、第２端面１０ｂと缶体２０の間に排ガスの流路となる折返し空間４１を有し、外側流出端面１９と缶体２０の間に排ガスの流路となる昇温補助空間４３を有する状態で缶体２０に収納されている排ガス処理装置１００。 【選択図】図１排ガス
30 特願2015-170184 特許6559019アクティブ 特許 有効 年金の支払い 11 No No E02D 採取装置、採取装置連結体及びソイルセメント改良体の製造方法株式会社ＳＥＥＴ; 株式会社大林組【課題】ソイルセメント等の流動物が高粘度であっても流動物を採取できるようにするとともに、流動物の一部の詰まりを抑えることができる採取装置を提供する。 【解決手段】地盤内の流動物の一部をサンプルとして採取する採取装置１０Ａは、両端が閉塞され、採取孔１２Ａ及び通気孔１５Ａが軸方向に離れた位置に形成されたシリンダー１１Ａと、シリンダー１１Ａ内に配され、軸方向に移動可能なピストン４１Ａと、シリンダー１１Ａの上端に連結された保護ケース２１Ａと、ピストン４１Ａを軸方向に駆動するアクチュエータ５１Ａと、通気孔１５Ａに設けられた逆止弁１６Ａと、を備える。アクチュエータ５１Ａが、保護ケース２１Ａ内のシリンダーチューブ５２Ａと、それから進退するピストンロッドとを有する油圧シリンダーである。採取装置１０Ａと同様に設けられた複数の採取装置が上下に連結されることによって、採取装置連結体が組み立てられる。 【選択図】図２セメント; 閉塞
31 特願2015-188858 ノットアクティブ（出願の）却下・拒絶出願のみなし取下げ 2 No No B09B,C08J混在廃プラスチックなどの供給機 阿部　良博 【課題】感染症医療廃棄物は、専用の収納容器に入れられた状態で処理業者に回収され破砕、滅菌されるがその前工程として容器を開けて内容物を取り出す必要があり、内部の菌や有害物質の飛散によって外気が汚染される危険性が高かった。この容器を開けることなく滅菌処理することは可能か。 【解決手段】外筒の内部で内筒が回動する機構の多段の供給機を用いて容器ごと熱分解槽へ投入して熱分解、滅菌処理を行う。熱分解槽内部と外気とは、容器投入工程中においても常に遮断された状態を保ち、外気を熱分解槽へ容器とともに同伴させることもなく、熱分解槽内部のガスが供給機から外部へ漏出することもない構造とする。 【選択図】図１廃棄物
32 特願2015-172582 特許6503987アクティブ 特許 有効 年金の支払い 4 No No B09B,C10J,C10G廃棄物ガス化装置及び方法そして廃棄物ガス化・液体燃料製造装置及び方法ＪＦＥエンジニアリング株式会社 【課題】廃棄物から安定して生成ガスを製造、さらには生成ガスから高収率で液体燃料を製造できる装置及び方法を提供することを課題とする。【解決手段】圧縮成形装置２０Ａは複数の筒状部２１Ａ，２１Ｂを有し、各筒状部２１Ａ，２１Ｂがガス化炉３０に接続されていて筒状部内の通路が該ガス化炉の炉内空間へ連通しており、各筒状部に廃棄物を筒状部内へ供給する廃棄物供給部１０Ａ，１０Ｂが設けられ、廃棄物供給部よりも前方位置に筒状部の通路を開閉する支持盤２３Ａ，２３Ｂと、筒状部内で前進そして後退可能で、廃棄物供給部よりも後方位置から前進して支持盤と相俟って廃棄物を圧縮してブロックＰＡ，ＰＢとし支持盤の開放後にブロックを前方へ押し出す押圧部材２２Ａ，２２Ｂとが設けられており、各筒状部における支持盤そして押圧部材がブロックの圧縮成形、押出しの動作を繰り返し、該一連の動作の動作時期が各筒状部同士間でずれている。【選択図】図１廃棄物
33 特願2015-170889 特許6568431アクティブ 特許 有効 年金の支払い 1 No No B09B,B09C,C09K,C04B,C02F,E02D土質改良材及び土質改良方法 太平洋セメント株式会社 【課題】有機物を含む高含水比の土に対して使用した場合であっても、強度発現性に優れた土質改良材を提供する。 【解決手段】有機物を含む高含水比の未改良土を固化して改良土を形成するための土質改良材であって、セメント系固化材およびシリカ系多孔質材料を含む土質改良材。土質改良材に含まれるシリカ系多孔質材料は、好ましくは、珪質頁岩またはセピオライトである。土質改良材を用いた土質改良方法であって、未改良土中の腐植物含有量が３０質量％以上である土質改良方法。 【選択図】なしセメント
34 特願2015-174817 特許6148703アクティブ 特許 有効 年金の支払い 3 No No B01D,C01B,C02F,B01J活性炭含有粒状ゲル担体及びその製造方法浅野テクノロジー株式会社 【課題】  活性炭の脱臭効果等の特性を有効に活用するため、有機物処理に使用された活性炭を含有し、活性汚泥法に用いることができる活性炭含有粒状ゲル担体を提供する。 【解決手段】  本発明の活性炭含有粒状ゲル担体は、有機物処理に用いられた活性炭を含有するものであり、特に、その有機物処理がサトウキビの抽出液からリグニン様物質を吸着する処理であり、そのような有機物処理に使用した活性炭を分散・溶解し、塩化カルシウム溶液中に滴下して造粒することで製造するものとする。 【選択図】    図２汚泥; カルシウム
35 特願2015-174409 特許6486799アクティブ 特許 有効 年金の支払い 5 No No B01D,C02F,G01N被処理水の膜閉塞性評価方法、その膜閉塞性評価方法に用いる膜ろ過装置、およびその膜閉塞性評価方法を用いて膜閉塞性評価指標値を決定した被処理水の膜ろ過方法水ｉｎｇ株式会社 【課題】膜処理に供される被処理水の膜閉塞性評価指標値を迅速に決定できる被処理水の膜汚染性評価方法の提供 【解決手段】分離膜を用いて処理される被処理水の膜閉塞性評価方法であって、被処理水に含まれるナノ粒子濃度とナノ粒子のゼータ電位を測定し（Ｓ１０１）、予め求めた、ナノ粒子濃度と膜閉塞性評価指標との関係（関係（ｉ））並びにナノ粒子のゼータ電位と膜汚染性評価指標との関係（関係（ｉｉ））から、ナノ粒子濃度の測定値とナノ粒子のゼータ電位の測定値のうちいずれか一つを選択し、（Ｓ１０３）（Ｓ１０６）（Ｓ１０７）これにより、迅速に測定可能なナノ粒子濃度及びゼータ電位を測定することで、予め求めていた関係式から被処理水の膜閉塞評価指標の値を迅速に決定する（Ｓ１０４）。被処理水の膜汚染性評価方法に使用可能な膜ろ過装置、被処理水の膜閉塞性評価方法を用いて膜閉塞性評価指標の値を決定した被処理水の膜ろ過方法を提供。 【選択図】図３閉塞
36 特願2015-174355 特許6203794アクティブ 特許 有効 年金の支払い 0 No No B09B,C05F,C02F有機性廃棄物の発酵処理装置 株式会社晃伸製機 【課題】有機性廃棄物の発酵処理装置において、コストを低減しつつ確実に空気を供給することを目的とする。【解決手段】有機性廃棄物１１が発酵処理される処理槽２０と、前記処理槽２０を往復移動可能な移動体３１と、前記移動体３１に設けられ、前記移動体３１の移動に合わせて前記有機性廃棄物１１を撹拌する撹拌ロータ４１と、前記処理槽２０の底部２１に複数設けられた溝部５５と、前記溝部５５に収容され、空気供給源５１から供給された空気を前記有機性廃棄物１１内に供給する空気噴出孔６５を有した給気パイプ６０とを備えており、前記給気パイプ６０には、その外周側に突出する複数の環状突部６１が前記給気パイプ６０の軸方向に沿って所定間隔を隔てて形成され、前記空気噴出孔６５は前記複数の環状突部６１間に形成される複数の環状溝部６３に、前記給気パイプ６０の周方向に沿って間欠的に形成されている。【選択図】図５廃棄物
37 特願2015-174093 ノットアクティブ（出願の）却下・拒絶出願の拒絶・却下 3 No No B09B,C02F,C12P,C12M廃棄バイオマス処理装置、メタン発酵システム、焼却システム及び発電システム株式会社東芝; 東芝インフラシステムズ株式会社【課題】廃棄バイオマスに含まれる難分解性有機物を効率よく易分解性有機物に分解することができる廃棄バイオマス処理装置を提供する。 【解決手段】実施形態の廃棄バイオマス処理装置は、バイオマス処理槽と、推定装置と、制御装置とを持つ。バイオマス処理槽は、廃棄バイオマスに含まれている難分解性有機物を分解処理して、易分解性有機物を生成させる。推定装置は、前記難分解性有機物の分解状態を推定する。制御装置は、前記難分解性有機物の分解状態の推定結果に基づいて、前記バイオマス処理槽から前記廃棄バイオマスを取り出す操作を制御する。 【選択図】図１バイオマス
38 特願2015-174047 特許6577305アクティブ 特許 有効 年金の支払い 0 Yes No C02F 排水システム メタウォーター株式会社; 株式会社サイライズ【課題】錆び、スケール、硫化水素等の発生を十分に抑制することができる排水システムを提供する。 【解決手段】排水が流れる流路と、流路内を流れる排水中に浸漬される電磁波発振部と、電磁波発振部に交流電流を流す交流電流発生器とを有する電磁波発生装置とを備え、電磁波発振部が、排水の流れ方向に交差する平面内において、交流電流が流れる方向が１８０°異なる部分を有する、排水システム。好ましくは、電磁波発振部は、略矩形状に折り曲げたケーブルまたは軸線方向に直交する断面の形状が略矩形状のケーブルコイルよりなる。 【選択図】図１スケール
39 特願2015-172419 ノットアクティブ（出願の）却下・拒絶出願のみなし取下げ 2 No No C02F,H01M汚泥改質処理装置及びその運転方法 三菱電機株式会社 【課題】未処理汚泥を連続的に供給することができ、処理効率が向上され、また、攪拌の必要が無く、汚泥処理槽内は静沈状態で運転できる微生物電池作用を用いた汚泥改質処理装置及びその運転方法を得る。 【解決手段】汚泥処理槽１と、この汚泥処理槽に収容される液状体の気液界面に設置されたエアカソード電極２と、導電性多孔質繊維素材を用いたフィルタ材からなり微生物電池作用によって被処理汚泥に含まれる有機物が分解処理されて粒径が低下した汚泥分解物を、前記フィルタ材の一側部から他側部方向に通過させ得るように形成されて、前記汚泥処理槽の内部に設置されたアノード電極３と、を備え、前記フィルタ材の一側部に前記被処理汚泥を連続的に供給するようにした。 【選択図】図１汚泥; 繊維
40 特願2015-172071 特許6582757アクティブ 特許 有効 年金の支払い 6 No No C02F,G01N水質測定方法及び装置 栗田工業株式会社 【課題】原水の水質を長期にわたって高精度に測定することができる水質測定方法及び装置を提供する。【解決手段】受水槽１などの槽部又は流路内の原水の水質をセンサ５によって測定する水質測定方法において、該槽部又は流路内の原水を測定ライン２に分取すると共に、分取された原水にスケール分散剤を添加し、その後、該原水とセンサ５とを接触させて原水の水質を測定することを特徴とする水質測定方法及び装置。センサ５へのスケールの付着が防止されるので、原水の水質を長期にわたって高精度に測定することができる。【選択図】図１スケール
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連携候補企業の選定の流れ
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支援対象と打合せ・
ターゲットレポートの解説

連携候補リストから
連携候補企業を選定

連携候補抽出
分析の実施

候補企業
へのアポイント

研究支援者、研究者と打合
せを行い、ターゲットレポートの
内容や企業連携の意義を説
明。

作成したリストから、実際に
連携が期待できる連携候
補企業を絞り込む。

連携候補企業の技術適合性
や事業展開の方向性を分析
し、優先的な連携先を特定。

選定した企業にアポイントを設
定し、具体的な連携の可能
性を探るための交渉を開始。

連
携
提
案
資
料
の
作
成
へ

候補企業の選定については、以下の流れで実行した。

STEP1



ターゲットレポートを使用し、以下の要領で出願トレンド、事業開発タイプ、キーワードの合致性などの出願に
関する客観的な指標を用いて、 「マッチング候補企業絞り込み」リストから候補を抽出した。

連携候補企業の選定基準

研究者と相談し、以下の観点から連携候補企業を抽出する

出願トレンド
からの考察

タイプ別分布図
からの考察

キーワードとの合致性
からの考察

本分野で、出願傾向が上昇ないし維持されている企業をマークする。
最近、特に出願が大きく伸びている企業は、実際に出願された特許とともに、
IR情報などからその理由を探り、課題解決に研究シーズが貢献しうるかを探る。

連携候補企業リストを作成

個別の特許情報
からの考察

右上に分布している企業（＝キーワードマッチ度が高く、近年の特許出願が
積極的な企業）をマークする。
右上の企業が少ない場合は、左上、右下の順に候補企業を探る。

検索式策定時に選定したキーワードとの合致度が高い企業をマークする。
研究シーズを生かすうえで、特に重視したい課題キーワード（＝解決するうえ
で、研究シーズが特に生きる特徴キーワード）から候補企業を探る。
上記3つの考察により絞り込んだ各候補企業について、個別に特許の内容を
確認し、近年の特許から相手方の課題感や関心事を探るとともに、提案す
るとすれば、どのニーズに着目するかを検討する。

42

「特許出願トレンド」だけでなく、企業の事業戦略や市場動向も考慮し、業界の競争環境や企業の特許ポートフォリオを分析するように努めた。
また、「個別特許情報」を深掘りし、企業ニーズに合わせた提案の方向性を定めた。

No. プレイヤー（社名） キーワードマッチ度数 直近5年出願の全件に対する割合出願件数（全期間）2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025
1 太平洋セメント株式会社 0.975 28.30% 360 0 16 46 64 43 36 26 27 36 24 21 14 7
2 栗田工業株式会社 0.965 32.50% 317 0 20 25 30 31 41 33 34 33 27 27 15 1
3 オルガノ株式会社 0.980 27.80% 252 0 11 10 25 37 33 38 28 19 12 22 14 3
4 トヨタ自動車株式会社 0.986 29.00% 217 0 15 27 35 21 12 23 21 15 14 19 15 0
5 水ｉｎｇ株式会社 0.989 33.90% 177 0 13 22 17 18 17 11 19 15 23 10 9 3
6 宇部興産株式会社 0.979 21.20% 146 0 7 14 16 18 19 14 27 21 10 0 0 0
7 株式会社東芝 0.972 29.10% 141 0 5 23 20 19 16 11 6 13 8 16 3 1
8 ＪＦＥエンジニアリング株式会社 0.971 33.60% 137 0 10 21 15 4 16 15 10 17 3 13 13 0
9 株式会社キャタラー 0.993 32.80% 134 0 4 10 14 22 14 13 13 13 16 10 5 0

10 住友大阪セメント株式会社 1.000 29.70% 128 0 5 22 18 14 10 10 11 13 10 9 5 1
11 三菱重工業株式会社 0.976 42.50% 127 0 9 12 16 17 5 9 5 6 17 20 9 2
12 三菱日立パワーシステムズ株式会社 1.000 0.00% 112 0 12 23 15 15 23 17 7 0 0 0 0 0
13 株式会社クボタ 0.954 28.70% 87 0 1 10 12 5 11 15 8 5 6 9 5 0
14 株式会社トクヤマ 0.953 39.50% 86 2 4 14 4 3 8 8 9 10 12 9 3 0
15 東レ株式会社 1.000 30.50% 82 0 2 12 13 7 8 6 9 9 7 6 3 0
16 太平洋マテリアル株式会社 0.988 36.60% 82 0 9 5 8 13 8 3 6 11 4 8 5 2
17 株式会社タクマ 0.988 32.50% 80 0 8 8 9 5 10 9 5 8 6 6 6 0
18 株式会社日立製作所 0.988 15.00% 80 0 9 10 14 15 9 8 3 4 6 1 1 0
19 株式会社神鋼環境ソリューション 0.949 42.30% 78 0 2 9 9 7 6 8 4 6 8 14 4 1
20 三菱マテリアル株式会社 1.000 15.10% 73 0 3 8 7 12 7 11 14 7 3 1 0 0
21 三浦工業株式会社 0.972 18.10% 72 0 4 9 9 12 11 7 7 6 3 1 3 0
22 住友金属鉱山株式会社 0.938 13.80% 65 0 2 3 8 13 14 8 8 4 2 3 0 0
23 日立造船株式会社 1.000 29.70% 64 0 2 9 11 8 5 6 3 6 7 5 1 0
24 イビデン株式会社 1.000 20.60% 63 0 6 15 7 7 8 5 2 2 5 4 2 0
25 デンカ株式会社 1.000 29.00% 62 0 0 0 14 11 4 7 8 8 5 4 0 1
26 ＪＦＥスチール株式会社 0.984 19.70% 61 0 5 9 8 8 7 7 5 2 5 5 0 0
27 日本碍子株式会社 1.000 30.40% 56 0 3 10 7 6 5 3 5 7 4 3 2 1
28 メタウォーター株式会社 0.927 38.20% 55 0 1 9 5 7 5 4 3 5 1 6 7 2
29 富士電機株式会社 0.981 40.70% 54 0 3 12 5 0 1 4 7 6 13 2 1 0
30 エヌ・イーケムキャット株式会社 1.000 20.00% 50 0 0 0 4 7 13 7 9 5 2 2 1 0

No. プレイヤー（社名） 肥料 廃棄物 焼却灰 排ガス 汚泥 バイオマス カリウム カルシウム 硫黄 石膏 エネルギー 濃縮 スケール セメント 残渣
1 太平洋セメント株式会社 6 59 27 66 18 21 7 32 6 71 11 3 0 270 15
2 栗田工業株式会社 1 13 0 24 74 0 1 18 1 1 10 100 53 0 3
3 オルガノ株式会社 0 1 0 5 64 0 0 7 1 0 12 148 29 0 0
4 トヨタ自動車株式会社 1 5 1 189 1 5 1 2 2 0 2 7 0 0 5
5 水ｉｎｇ株式会社 0 17 0 0 129 0 0 8 1 2 10 39 13 0 6
6 宇部興産株式会社 0 30 5 14 13 7 4 14 10 45 4 6 0 106 6
7 株式会社東芝 1 26 1 40 38 2 0 0 2 0 12 26 7 1 3
8 ＪＦＥエンジニアリング株式会社 0 57 15 51 25 2 2 8 4 0 14 23 4 1 4
9 株式会社キャタラー 0 0 0 133 0 0 0 1 1 0 3 0 0 0 0

10 住友大阪セメント株式会社 0 16 2 23 3 6 4 21 4 30 2 0 2 102 3
11 三菱重工業株式会社 0 16 0 82 5 4 0 0 13 3 4 14 1 0 2
12 三菱日立パワーシステムズ株式会社 0 0 0 97 2 3 0 1 25 15 2 3 2 2 0
13 株式会社クボタ 0 14 1 4 61 4 0 2 0 0 5 12 1 0 7
14 株式会社トクヤマ 0 14 5 8 1 4 0 5 0 21 5 1 4 58 4
15 東レ株式会社 2 2 0 2 10 2 0 1 0 0 3 32 7 0 1
16 太平洋マテリアル株式会社 0 1 1 0 0 0 1 40 0 67 1 0 0 73 0
17 株式会社タクマ 0 8 14 46 15 4 1 2 1 0 9 5 0 1 3
18 株式会社日立製作所 2 1 0 6 38 4 4 1 0 0 3 25 1 0 0
19 株式会社神鋼環境ソリューション 0 39 1 16 22 9 1 0 0 0 3 16 0 0 5
20 三菱マテリアル株式会社 1 6 5 9 5 2 0 13 2 17 8 1 1 48 10
21 三浦工業株式会社 0 0 0 4 2 0 1 2 0 0 1 40 14 0 0
22 住友金属鉱山株式会社 0 0 0 16 1 0 3 5 2 5 0 21 4 0 14
23 日立造船株式会社 0 12 1 36 11 7 1 3 2 0 3 5 0 0 2
24 イビデン株式会社 0 1 0 57 3 0 0 0 0 0 0 3 0 0 0
25 デンカ株式会社 3 0 0 1 0 0 1 36 4 36 0 2 3 46 0
26 ＪＦＥスチール株式会社 0 6 0 9 8 3 0 1 2 3 2 2 1 5 3
27 日本碍子株式会社 0 4 1 49 0 0 0 0 0 0 1 3 0 0 0
28 メタウォーター株式会社 3 5 5 10 29 0 1 1 0 1 10 10 3 0 0
29 富士電機株式会社 0 1 0 42 6 0 0 0 6 0 2 2 4 0 0
30 エヌ・イーケムキャット株式会社 0 0 0 49 0 0 1 0 1 0 1 1 0 0 0
31 東洋紡株式会社 0 1 0 5 2 0 0 0 0 0 10 39 3 0 0
32 月島機械株式会社 0 7 1 10 30 0 0 1 2 1 1 22 0 0 0
33 ＵＢＥ三菱セメント株式会社 0 9 2 7 3 0 1 4 1 14 2 0 0 42 1
34 株式会社石垣 0 0 0 0 43 1 0 0 0 0 0 13 0 0 1
35 パナソニックＩＰマネジメント株式会社 0 0 0 13 2 2 0 1 0 0 1 9 14 0 0

N o. 出願番号 登録番号 ステート ステージ イベント 被引用回数外国出願 分割元出願技術内容（特許分類FI[4ケ タ]の上位10項目を使用）発明の名称 出願人権利者名 要約 キーワード一覧
1 特願2017-539124 特許6371914アクティブ 特許 有効 年金の支払い 2 Yes No B01D,B01F蒸発装置 関西化学機械製作株式会社 本発明の蒸発装置は、揮発性成分出口および濃縮液出口を備え、かつ原料液を収容する、撹拌槽と、該撹拌槽の内部に設けられた熱源と、該撹拌槽内に設けられておりかつ該熱源に該原料液を流下する、散液部と、該撹拌槽の外周に設けられておりかつ該撹拌槽の内壁を冷却する、第１コンデンサーとを備える。本発明の蒸発装置は、例えば、液体の各種化学品や化学製品の濃縮やこれらからの揮発性の不純物の除去に有用である。濃縮
2 特願2016-550663 特許6347435アクティブ 特許 有効 年金の支払い 4 Yes No B01J,B01D排ガス浄化方法 公立大学法人首都大学東京; 中国電力株式会社脱硝触媒の劣化を抑えつつ、効率的に排ガスから窒素酸化物を除去することができる排ガス浄化方法を提供する。　燃料が燃焼することによって発生する排ガスを浄化する排ガス浄化方法であって、１３０～２５０℃の前記排ガスの含有する窒素酸化物を、還元剤及び金微粒子を有する脱硝触媒を用いて選択接触還元法によって還元することで、前記排ガスから窒素酸化物を除去する脱硝工程を有する。また、前記脱硝触媒は、金属酸化物からなる担体上に金微粒子を分散又は固定させた触媒であることが好ましい。排ガス
3 特願2018-533288 特許6934474アクティブ 特許 有効 年金の支払い 5 Yes No A01G,B09B,C10L,C05C,C05F,C02F環境影響が最小限な農工業方法 インダストリー・ロッリ・アリメンタリ・ソシエタ・ペル・アチオニ野菜及び／又はキノコ生産物を栽培するステップ、その生産物を収穫するステップ、中間生成物を得るための、生産物の熱機械的処理の少なくとも１つのステップ、並びに中間生成物の最終段階のパッケージングのステップを含むタイプの、環境影響が最小限な農工業方法。熱機械的処理ステップは、廃棄物を定めるために生産物から不要な部分を除去する機械的工程を提供し、野菜性物質だけによって構成される廃棄物が引き続く処理及びパッケージングステップを目的とした中間生成物から分離され、バイオガス生成ユニットに送られ、バイオガス生成ユニットの廃棄物によって構成される発酵残渣は、野菜生産物の栽培の新しいステップにおけるそれぞれの栽培土壌で肥料として使用される。肥料; 廃棄物; 残渣
4 特願2018-512428 特許6806382ノットアクティブ特許 消滅 年金不納による特許権の消滅2 Yes No B09B,C02F,C05B,C05Fリンを回収する方法 ツェントゥルム　フューア　ゾンネンエネルギー－ウント　ヴァッサーシュトッフ－フォルシュング　バーデン－ヴァルテムベルク　ゲマインニュッツィヒ　シュティフトゥング; ヴェールレ－ヴェルク　アクチエンゲゼルシャフト本発明は、例えば、移動床リアクタにおけるカルシウム含有粒子の存在下での、リン含有代替燃料などのリン含有材料の熱化学反応、およびその後、前記移動床リアクタからリンが豊富にある摩耗した材料を除去することによってリンを回収する方法に関する。本発明はさらに、肥料または肥料添加物としてのこの方法によって得られる有用な物質の使用に関する。【選択図】なし肥料; カルシウム
5 特願2018-509783 特許6791949アクティブ 特許 有効 年金の支払い 0 Yes No C02F スケール抑制剤の方法及び組成物 ザ・ボード・オブ・トラスティーズ・オブ・ザ・ユニバーシティ・オブ・イリノイ; ダウ　グローバル　テクノロジーズ　エルエルシー; ローム　アンド　ハース　カンパニー水系のスケール抑制処理の方法であって、水性スケール抑制組成物を水系中に導入することを含み、水性スケール抑制組成物がカルボキシル化超分岐ポリグリセロールを含む、方法。 【選択図】図２スケール
6 特願2018-512926 ノットアクティブ（出願の）却下・拒絶出願の拒絶・却下 1 Yes No B01D,B01J,G01N多床収着剤管及びその使用 コーニンクレッカ　フィリップス　エヌ　ヴェ健康及び病気における呼気分析は、呼吸ヘルスケア連続体全体に採用される可能性を有し、臨床的関心が高まってきている分野である。しかし、現在、呼気回収の標準がなく、また、高湿度の呼気を予備濃縮する最適なやり方が分かっていない。収着剤材料の最適な組み合わせと、高湿度状態において、広範囲の呼気分子を定量的に捕捉することを可能にする試料取り扱い方法とが説明される。本発明は、例えばベッドサイドにある呼気分析用の将来のデバイスの予備濃縮ユニットに適用可能である。濃縮
7 特願2018-513350 ノットアクティブ（出願の）却下・拒絶出願の拒絶・却下 0 Yes No C02F,C05B,C05D淡水化プロセス及び肥料の製造方法 チェン，シャオリン 海水又は塩を含む廃水を処理するための多段式ステージの淡水化プロセス。最初のプロセス中に海水又は塩を含む廃水は処理されて、肥料として有用なリン酸マグネシウムアンモニウムを含むリン酸塩としてスケール付着無機物を沈殿する。この最初の段階中にリン酸アンモニウム及びリン酸ナトリウムが海水又は塩を含む廃水に添加され、続いてアンモニア及び水性の荷電溶媒が添加される。沈殿した固体を分離した後に、浄化された海水又は塩を含む廃水は通気及びろ過されて、飲料水又はそうでなければ使用に適した水を製造する。 【選択図】図８肥料; スケール
8 特願2015-179624 特許6249451アクティブ 特許 有効 年金の支払い 6 No No B09B,C02F,F26B乾燥処理装置および乾燥処理方法 チッキ株式会社 【課題】斃死した家畜を粉化することができる乾燥処理装置において、排気に臭気が混じることがないようにして、装置近隣の環境負荷を軽減できるようにすると共に、太く強い骨格を有している豚などでも、資料や肥料としても好適な、粒が細かくやわらかい粉体状となるよう に乾燥処理することができる乾燥処理装置を提供する。 【解決手段】乾燥処理装置Ａは、加熱室２と、処理室３と、処理室の内部に設けられている撹拌体４と、撹拌体を回転駆動する駆動装置５と、加熱室に加熱空気を送る一次燃焼炉６と、一次燃焼炉に、処理室で生じる臭気成分と水分を含む処理ガスを送る処理ガス送気管７と、処理ガス送気管に設けられ処理ガスの流量を制御して処理室内の圧力を所要の圧力で維持する加圧制御部８と、加熱室を通ったガスに含まれる臭気を外部へ排出する前に燃焼させて消臭処理する二次燃焼炉９とを備える。 【選択図】図４肥料
9 特願2015-180056 ノットアクティブ（出願の）却下・拒絶出願の拒絶・却下 1 No No B09B,C21C,C05B燐含有鉄の製造方法及び、肥料の製造方法ＪＸホールディングス株式会社; 鴻池運輸株式会社【課題】縦型炉内で、脱燐スラグに含まれる燐の、溶融鉄への濃縮を効果的に促進させることにより、得られる燐含有鉄中の燐の濃度を有効に高めることのできる燐含有鉄の製造方法及び、肥料の製造方法を提供する。 【解決手段】この発明の燐含有鉄の製造方法は、縦型炉を用いて、製鋼精錬の脱燐処理で発生した脱燐スラグから、燐を濃化させた燐含有鉄を製造する方法であって、縦型炉内の底部に底部炭材を装入して配置し、縦型炉内で前記底部炭材上に、鉄成分および燐成分を含む脱燐スラグを有する原料を、充填炭材とともに装入して配置する原料配置工程と、原料配置工程の後、縦型炉内で底部炭材に支燃性ガスを導入し、還元雰囲気とし、原料を溶融させ、溶融した燐含有鉄を得る溶融工程と、溶融工程の後、燐含有鉄を縦型炉から排出させる排出工程とを有し、縦型炉内に配置する前記原料中の鉄元素の量を、６～２５質量％とする。 【選択図】図１肥料; 濃縮

10 特願2016-211277 ノットアクティブ（出願の）却下・拒絶出願の取下げ 1 Yes Yes C02F,C07Fα－アミノ酸ホスホン酸化合物、それらの製造方法および使用イタルマッチ　ケミカルズ　ソチエタ　ペル　アツィオーニ【課題】多数の用途で用いることができ、特に海洋での油回収を含む水系でスケール防止剤として機能を果たす化合物の提供。 【解決手段】下記の式で表される新規のアミノ酸アルキルホスホン酸化合物。及び当該化合物を用いた海上油井での油回収方法。Ａ−（Ｂ）x［Ａはアルギニン、ヒスチジン、イソ−ロイシン、ロイシン、メチオニン、スレオニン又はフェニルアラニンから選択されるα−アミノ酸基；ＢはＣ１～６個のアルキルホスホン酸基；但し、アミノ酸基がアルギニンである場合、ｘは１～６の整数、アミノ酸部分がヒスチジンである場合、ｘは１～３の整数又はアミノ酸部分がロイシン、イソロイシン、メチオニン、スレオニン又はフェニルアラニンの場合、ｘは２］ 【選択図】なしスケール
11 特願2016-220242 ノットアクティブ（出願の）却下・拒絶出願の取下げ 2 Yes Yes B01J,C05G,C02F高付加価値有機分富化無機肥料 アヌビア・プラント・ニュートリエンツ・ホールディングス・エル・エル・シー【課題】低い肥料価を有するバイオソリッドの価値を高めたバイオソリッド肥料の製造方法の提供。【解決手段】少なくとも１０パーセントの固形分を有するバイオソリッド含有有機物質を準備し、臭気防除剤を該有機物質に添加し混合物とし、バイオソリッドの固形分の２．５～３．７倍の濃酸を該混合物に規定の圧力及び高温下で添加し液化混合物を形成させ、次にアンモニアを該液化混合物に規定の圧力及び高温下で添加し、該液化混合物を造粒加工して肥料を形成する。【選択図】図１Ａ肥料
12 特願2016-031469 特許6712044アクティブ 特許 有効 年金の支払い 0 No No A01N,C05F,B09B,A01Pタケコンポスト及び植物の病害防除剤 河内長野市; 株式会社ゲオール商事; 公立大学法人大阪府立大学; 公立大学法人大阪【課題】タケをコンポストにすることでタケの有効利用を図る。【解決手段】タケ類の粉砕物、好ましくは粉末を水に浸漬した後に、１５～３０℃程度の室温でシマミミズなどのミミズに摂食させてタケコンポストを得る。好ましくは、さらにマメ科植物のよう に窒素含量の多い植物を、水に浸漬した後のタケ類の粉砕物と混合して、ミミズに摂食させてコンポスト化する。得られたタケコンポストは肥料として用いられる他、そのまま培土として用いられる。また、培土そのものはもちろんのこと、その抽出物はピシウム菌のような植物病害の防除にも使用され得る。【選択図】図２肥料
13 特願2015-177361 ノットアクティブ（出願の）却下・拒絶出願の拒絶・却下 2 No No B01D,C04B塩素バイパスシステム及びセメントキルン抽気ガスの処理方法太平洋セメント株式会社 【課題】抽気したセメントキルン排ガスを二段階にわたって冷却する塩素バイパスシステムにおいて、所望の塩素除去率を確保する。【解決手段】セメントキルンの窯尻からプレヒータの最下段サイクロンに至るまでのキルン排ガス流路より燃焼排ガスの一部Ｇ１を抽気しながら４００℃以上６００℃以下に一次冷却するプローブ２と、プローブで抽気し冷却された排ガスＧ２を３００℃以上４００℃以下に二次冷却する第１の冷却器３と、第１の冷却器で二次冷却された排ガスを粗粉Ｄ１と微粉Ｄ２とに分級して粗粉をセメントキルン系へ戻す分級機４と、分級機で分級された微粉を含む排ガスＧ４を１００℃以上２００℃以下に最終冷却する第２の冷却器５と、第２の冷却器で冷却された排ガスＧ５から微粉Ｄ４を回収する集塵機６とを備え、第１の冷却器における二次冷却を、プローブにおける一次冷却の開始から０．１５秒以内に行う塩素バイパスシステム１。【選択図】図１排ガス; セメント
14 特願2015-175739 特許6547227アクティブ 特許 有効 年金の支払い 0 No No C04B 非焼成セラミックス体とその製造方法 株式会社神清; 国立研究開発法人産業技術総合研究所【課題】製造コストを低減し、かつ、二酸化炭素の排出を抑制するとともに、高い強度と保水性と耐凍害性とを併せ持つ非焼成セラミックス体とその製造方法とを提供すること。 【解決手段】主体混合物の配合率を、骨材が４０～６０質量％、珪藻土が２０～４０質量％、石灰が１０～３０質量％、セメントが１～２０質量％とし、水の配合率を前記主体混合物の合計質量に対して５～２５質量％とし、合成樹脂エマルションの配合率を前記主体混合物の合計質量に対して１～１０質量％として混合した後、成形し、乾燥させることによって非焼成セラミックス体を製造する。 【選択図】図２セメント
15 特願2016-244098 特許6368767ノットアクティブ特許 消滅 年金不納による特許権の消滅2 No Yes B01D,C02Fアンモニア含有排水の処理装置およびアンモニア含有排水の処理方法オルガノ株式会社 【課題】スケール分散剤やスライムコントロール剤等の薬品を使用しなくても、高濃度のアンモニア含有排水であっても効率よく処理することが可能なアンモニア含有排水の処理装置を提供する。 【解決手段】アンモニア含有排水をｐＨ１０以上でアンモニアストリッピング処理するアンモニアストリッピング処理装置１２と、アンモニアストリッピング処理したアンモニアストリッピング処理水をｐＨ１０以上で１段目の逆浸透膜処理を行い、１次透過水と１次濃縮水とに分離する１次逆浸透膜処理装置１４と、１次透過水をｐＨ８．５以下で２段目の逆浸透膜処理を行い、２次透過水と２次濃縮水とに分離する２次逆浸透膜処理装置１６と、２次濃縮水をアンモニアストリッピング処理装置１２の前段側に循環する循環手段と、を備えるアンモニア含有排水の処理装置である。 【選択図】図１濃縮; スケール; 浸透
16 特願2016-148983 特許6328183アクティブ 特許 有効 年金の支払い 6 Yes No C02F,F22B汚泥熱加水分解のエネルギー効率の良いシステム及びプロセスヴェオリア・ウォーター・ソリューションズ・アンド・テクノロジーズ・サポート【課題】汚泥の熱加水分解システム及びプロセスのエネルギー効率の改善。 【解決手段】汚泥を蒸気-汚泥混合器の中に導く工程、蒸気-汚泥混合器から熱加水分解システムに汚泥を導き、汚泥を熱加水分解する工程、第１の給水を主ボイラに導き、生蒸気を生成する工程、補助的蒸気を生成するために、熱加水分解汚泥に関連付けられた熱を利用する工程、及び蒸気混合物を形成するために生蒸気と補助的蒸気を結合し、蒸気-汚泥混合器の中で蒸気混合物を汚泥に混合する工程、とを備え、前記補助的蒸気は、ｉ．熱加水分解汚泥を、廃熱ボイラに向かって導き、前記補助的蒸気を生成するために、第２の給水を前記廃熱ボイラの中に且つ通して供給する工程、又はｉｉ．前記熱加水分解汚泥をフラッシュ槽に向かって導き、前記熱加水分解システムと前記フラッシュ槽との間の圧力降下を介して前記フラッシュ槽の中に前記補助的蒸気を生成する工程、により生成される。 【選択図】なし汚泥; エネルギー
17 特願2015-190392 ノットアクティブ（出願の）却下・拒絶出願のみなし取下げ 0 No No B01F,C02F上下動作型撹拌機 栗山　恵吉 【課題】汚泥など固形物のまきあげ効果の高い撹拌機の提供。【解決手段】撹拌機械の駆動源６に上下駆動のシリンダーを使用し、先端に付属する円盤３の上下により、乱流を発生させ、撹拌を行う。中空軸２に数個の散気ノズル４を設け、固形物の浮揚と同時に空気と接触させることで、汚泥の分解を促進させ、いっそうの乱流効果をもたせる。既設活性汚泥槽の汚泥が滞留しやすい場所へピンポイントで設置することで、余剰汚泥の削減が可能である。【選択図】図１汚泥
18 特願2015-179356 ノットアクティブ（出願の）却下・拒絶出願の拒絶・却下 2 No No B01D,C02F濃度差エネルギー回収方法、および、それに用いる濃度差エネルギー回収システム東洋紡株式会社 【課題】本発明の目的は、同時に水を回収して造水を実施することのできる正浸透を利用した濃度差エネルギー回収方法、および、それに用いられる濃度差エネルギー回収システムを提供することである。【解決手段】水を含むフィード溶液と、ドロー溶質を含み前記フィード溶液より高い浸透圧を有するドロー溶液とを、半透膜を介して接触させることで、前記フィード溶液中に含まれる水を前記ドロー溶液中に移動させる正浸透工程と、前記ドロー溶液の流動によりエネルギー伝達装置作動させてエネルギーを回収するエネルギー回収工程と、前記ドロー溶液から水を分離して水を回収する造水工程と、を含み、前記造水工程において水を回収することによって濃縮された前記ドロー溶液を、前記正浸透工程で再利用することを特徴とする、濃度差エネルギー回収方法。【選択図】図１エネルギー; 濃縮; 浸透
19 特願2015-179197 ノットアクティブ（出願の）却下・拒絶出願のみなし取下げ 4 No No C02F 排水処理方法及び排水処理装置 国立研究開発法人国立環境研究所; 独立行政法人国立高等専門学校機構【課題】散水型ろ床を用いて有機物や窒素化合物を含んだ排水を処理することが可能な排水処理方法及び排水処理装置を提供する。 【解決手段】汚泥が空隙内に担持されている多孔質の担体１１を上下に複数配設した散水型ろ床１０を用いて、汚泥発生量を抑えながら、有機物及び窒素化合物を含んだ排水を処理する排水処理方法に、散水型ろ床１０の上部に排水を供給することで、排水の流れによって汚泥に空気を供給させ、排水を汚泥に含まれている微生物により有機物処理及び硝化処理する第一工程と、散水型ろ床１０への排水の供給を停止することで、排水の滞留によって汚泥への空気の供給を停止させ、内生呼吸による自己分解を進めることで生じた残骸有機物を分解及び第一工程によって担体１１に保持されている排水を汚泥に含まれている微生物により脱窒処理する第二工程と、を具備させ、第一工程と第二工程とを交互に行わせる。 【選択図】図１汚泥
20 特願2015-176232 ノットアクティブ（出願の）却下・拒絶出願のみなし取下げ 6 No No B01D,C02F膜洗浄方法及び膜洗浄装置 株式会社明電舎 【課題】低コストに分離膜のファウリングを防止する。 【解決手段】排水処理装置１は、生物処理槽２，膜分離装置３，膜洗浄装置４を備える。生物処理槽２は系外から導入した排水の有機物を活性汚泥によって分解処理する。膜分離装置３は生物処理槽２内の活性汚泥液から活性汚泥成分を分離する。膜洗浄装置４は、活性汚泥液から膜分離装置３によって分離された活性汚泥に含まれる微生物群を破砕処理して汚泥破砕液を生成する汚泥破砕装置５と、膜分離装置３の分離膜の逆洗時に洗浄液として前記汚泥破砕液を膜分離装置３に供給する破砕液供給装置６とを備える。 【選択図】図１汚泥
21 特願2015-175412 特許6595855アクティブ 特許 有効 年金の支払い 2 No No B01D 蒸留塔を備えた蒸留装置 株式会社ササクラ; 日本リファイン株式会社【課題】大型の蒸気圧縮機を用いることなく、１つのリボイラー（蒸発缶に相当）で低濃度域から高濃度域までの蒸発濃縮運転を円滑に行う ことができ、この結果、従来例に比べて、装置のコンパクト化及びコストの低減を図ることができる蒸留塔を備えた蒸留装置を提供する。 【手段】蒸留装置１は、多段の蒸留塔２と、リボイラー３と、蒸留塔２の塔頂部から供給される蒸気を圧縮昇温しリボイラー３の加熱源とする蒸気圧縮機４とを備える。貯留液の濃度が低濃度域である場合には、蒸気圧縮機４の駆動によって蒸留塔の塔頂部から供給される蒸気を圧縮昇温しリボイラー３の加熱源とし、貯留液の濃度が高濃度域である場合には、加熱蒸気注入管４０によって加熱蒸気をリボイラー３に注入して蒸発濃縮運転を行う。 【選択図】図１濃縮
22 特願2016-175974 特許6095837アクティブ 特許 有効 年金の支払い 0 Yes No C01D,C02Fアルカリ金属塩含有成型体およびそれを用いた酸性水溶液の再生処理方法佐々木化学薬品株式会社 【課題】フッ化水素酸およびケイフッ化水素酸を含有する酸性水溶液からケイフッ化水素酸を分離して酸性水溶液を再生処理する操作を、作業環境を低下させることなく効率的に酸性水溶液を再生処理することが出来る材料および方法を提供する。 【解決手段】アルカリ金属塩Ａ、ならびに、アルカリ金属塩Ｂおよびアルカリ金属塩Ｃの少なくとも一種を所定の割合で含むアルカリ金属塩含有成型体； 前記アルカリ金属塩Ａは、フッ化ナトリウム、重フッ化ナトリウム、フッ化カリウムおよび重フッ化カリウムからなる群から選択される少なくとも一種： 前記アルカリ金属塩Ｂは、２０℃の水への溶解度が１０ｇ／１００ｍｌ以上であるナトリウム塩および２０℃の水への溶解度が１０ｇ／１００ｍｌ以上であるカリウム塩からなる群から選択される少なくとも一種： 前記アルカリ金属塩Ｃは、炭酸ナトリウム、炭酸水素ナトリウム、炭酸カリウムおよび炭酸水素カリウムからなる群から選択される少なくとも一種。 【選択図】なしカリウム
23 特願2017-537697 特許6521077アクティブ 特許 有効 年金の支払い 15 Yes No B01D,C02F水処理方法および水処理システム 東洋紡株式会社 被処理水中の水を第１半透膜を介して第１ドロー溶液中に移動させる第１正浸透工程、第１ドロー溶液の水を第２半透膜を介して第１ドロー溶液よりも高い浸透圧を有する第２ドロー溶液中に移動させる第２正浸透工程、および、第２ドロー溶液から浄化水を得る造水工程を含み、第２正浸透工程で濃縮された第１ドロー溶液を第１正浸透工程で再利用し、造水工程で濃縮された第２ドロー溶液を第２正浸透工程で再利用し、第１正浸透工程において、第１半透膜は中空糸型半透膜であり、中空糸型半透膜の外周面に被処理水を接触させると共に、中空糸型半透膜の中空部内に第１ドロー溶液を流す、水処理方法。濃縮; 浸透
24 特願2017-537695 特許6658759ノットアクティブ特許 消滅 年金不納による特許権の消滅6 Yes No B01J,F01N,B01D排ガス処理装置およびガス捕捉材劣化状況推定方法日立化成株式会社 排ガス処理装置１００の制御装置４５０は、移動装置４０１を介して温度測定素子３０１～３０３をＣＯ ２ 捕捉容器２０１内の互いに相違する位置に移動させて、そのそれぞれの位置でのＣＯ ２ 捕捉材の温度を取得し、そのとき得られた温度測定素子３０１～３０３の位置とＣＯ ２ 捕捉材の温度との関係に基づきＣＯ ２ 捕捉材（ガス捕捉材）の劣化状況を推定する。排ガス
25 特願2018-510829 特許6681975ノットアクティブ特許 消滅 年金不納による特許権の消滅18 Yes No B01D,B01J,C22B,C01D,C02Fリチウム含有ブラインからリチウム有価物を回収するための工程アルベマール・コーポレーシヨン リチウム供給源をＬｉＸ、好ましくはＬｉＣｌがインターカレートされた水和アルミナから構成される吸着剤の床の中と外を通してリチウムを供給源から吸着剤の中へ抽出し；希薄ＬｉＣｌ水で吸着剤の床を洗浄してリチウムを吸着剤から取り出してＬｉ＋濃度が上昇したリチウム溶離液を得；溶離液に対してナノ濾過を行いＣａ２＋、Ｍｇ２＋、及び他のナノ濾過可能な成分が同時に除去されたリチウム透過液を生成し、洗浄後の溶離液との比較でＣａ２＋及びＭｇ２＋が２５％以下の透過溶液及び７５％以上の保持溶液とを得て；この透過溶液に対して特定の正浸透を行い１３，０００～２５，０００ｐｐｍの溶解リチウムを有する溶液を得ることにより、溶解Ｎａ＋、Ｃａ２＋、及びＭｇ２＋を含有するリチウム供給源から高純度リチウム溶液を生成すること。明記した任意のステップ及び新規の特徴を使用して、リチウム濃度及び純度を高めることができる。【選択図】図１Ａ浸透; 水和
26 特願2018-511659 特許6654235アクティブ 特許 有効 年金の支払い 0 Yes No B01D,B21B廃水からミルスケールを分離する方法 アルセロールミタル 熱間圧延機からミルスケールを採取する方法が提供される。熱間圧延機は、樋を含む。方法は、廃水中のミルスケール粒子を搬送するステップと、熱間圧延機の樋から廃水を回収するステップと、分離器を用いて廃水からミルスケール粒子を分離するステップと、を含む。熱間圧延機および熱間圧延機を改造する方法もまた、提供される。スケール
27 特願2017-535092 特許6479193アクティブ 特許 有効 年金の支払い 0 Yes No B01D,C02F汚泥のゼロ排出の下水処理の方法及びシステムジエンシー　ジェイディエル　エンバイロメンタル　プロテクション　カンパニー　リミテッド【課題】【解決手段】 本発明は1）膜分離システム及び反応容器を含む膜生物反応システムを提供し、2）曝気制御により分離システムの領域における溶存酸素の濃度が0～2 mg/L、他の領域における溶存酸素の濃度が0～1mg/Lにあるようにする汚泥のゼロ排出の下水処理の方法及び大顆粒固形物を除去するための前処理システム及び膜生物反応システムを含む汚泥のゼロ排出の下水処理システムを開示した。前記膜生物反応システム反応容器、膜分離システム、水製造装置及び曝気システムを含む。本発明による処理方法及びシステムは同時にケイ酸塩細菌を含む多種の汚染物を除去できる微生物体系を育成し、無機の土砂及び有機汚泥二酸化ケイ素ガス及び溶解性物質に分解するようにする。【選択図】図１汚泥
28 特願2018-529722 ノットアクティブ（出願の）却下・拒絶出願の拒絶・却下 0 Yes No B01D,B63B船上で海水を濾過する方法 ジーイーエイ　メカニカル　イクイップメント　ゲゼルシャフト　ミット　ベシュレンクテル　ハフツング濾過装置(２)を用いて船上で海水を濾過し、該濾過装置はタンク(５)内に配置された円筒形のフィルタ要素(６)と、フィルタ要素(６)から汚染物質を分離し、水とフィルタ要素(６)及び濾過装置(２)からの汚染物質からなる汚染物質濃縮相を排出する洗浄装置を備える方法が提供される。該方法は、a)海水が濾過装置(２)内に汲み出されるステップと、b)海水は入力圧Ｐ＿ｉｎで濾過装置(２)内に入り、フィルタ要素(６)を通って濾過装置(２)内を流れ、フィルタ要素(６)の下流にて濾過された海水又は濾液としての出力圧力Ｐ＿ｏｕｔを有するステップと、c)濾過装置(２)のフィルタ要素(６)にて洗浄装置(１１)を用いて除去され、フィルタ要素(６)から排出される濃縮相又は濃縮物は、濃縮物圧力Ｐ＿ｃｏｎｃ.を有するステップと、d)入力圧力Ｐ＿ｉｎ、出力圧力Ｐ＿ｏｕｔ、及び濃縮物圧力Ｐ＿ｃｏｎｃ.は、センサ(２２、２３、２４)を用いて測定され、制御装置(２１)に送信されるステップと、e)フィルタ要素(６)のフィルタ効率の変化は、入力圧力Ｐ＿ｉｎと出力圧力Ｐ＿ｏｕｔの間の汚染物質の圧力差ΔＰＦ＝Ｐ＿ｉｎ—Ｐ＿ｏｕｔの変化が確立されている点で識別されるステップと、f )出力圧力と濃縮物圧力との間の差として定義される吸引の圧力差ΔＰＫ=Ｐ＿ｏｕｔ—Ｐ＿ｃｏｎｃ.は、汚染物質の圧力差ΔＰＦ=Ｐ＿ｉｎ—Ｐ＿ｏｕｔの関数として制御されるステップを含む。【選択図】図１濃縮
29 特願2015-175150 特許6539551アクティブ 特許 有効 年金の支払い 0 Yes No B01D,F01N,B01J排ガス処理装置、触媒の昇温方法、ハニカム構造体の再生方法、及びアッシュ除去方法日本碍子株式会社 【課題】全体の大きさを小さくでき、昇温し易く且つ急冷し難く、圧力損失の上昇が小さい排ガス処理装置を提供する。 【解決手段】内側ハニカム構造部１４と、この内側ハニカム構造部１４の外周の一部を取り囲み且つ内側ハニカム構造部１４と、一部のセルに配設された目封止部と、を備えるハニカム構造体１０と、ハニカム構造体１０を収納し、排ガスの流入口２１及び第２流出口２７を有する缶体２０と、缶体２０の第２流出口２７を開閉する開閉バルブ５１と、を備え、胴部２５には、内側流入端面１１と外側流出端面１９との間の位置に排ガスの第１流出口５２が形成され、ハニカム構造体１０は、第２端面１０ｂと缶体２０の間に排ガスの流路となる折返し空間４１を有し、外側流出端面１９と缶体２０の間に排ガスの流路となる昇温補助空間４３を有する状態で缶体２０に収納されている排ガス処理装置１００。 【選択図】図１排ガス
30 特願2015-170184 特許6559019アクティブ 特許 有効 年金の支払い 11 No No E02D 採取装置、採取装置連結体及びソイルセメント改良体の製造方法株式会社ＳＥＥＴ; 株式会社大林組【課題】ソイルセメント等の流動物が高粘度であっても流動物を採取できるようにするとともに、流動物の一部の詰まりを抑えることができる採取装置を提供する。 【解決手段】地盤内の流動物の一部をサンプルとして採取する採取装置１０Ａは、両端が閉塞され、採取孔１２Ａ及び通気孔１５Ａが軸方向に離れた位置に形成されたシリンダー１１Ａと、シリンダー１１Ａ内に配され、軸方向に移動可能なピストン４１Ａと、シリンダー１１Ａの上端に連結された保護ケース２１Ａと、ピストン４１Ａを軸方向に駆動するアクチュエータ５１Ａと、通気孔１５Ａに設けられた逆止弁１６Ａと、を備える。アクチュエータ５１Ａが、保護ケース２１Ａ内のシリンダーチューブ５２Ａと、それから進退するピストンロッドとを有する油圧シリンダーである。採取装置１０Ａと同様に設けられた複数の採取装置が上下に連結されることによって、採取装置連結体が組み立てられる。 【選択図】図２セメント; 閉塞
31 特願2015-188858 ノットアクティブ（出願の）却下・拒絶出願のみなし取下げ 2 No No B09B,C08J混在廃プラスチックなどの供給機 阿部　良博 【課題】感染症医療廃棄物は、専用の収納容器に入れられた状態で処理業者に回収され破砕、滅菌されるがその前工程として容器を開けて内容物を取り出す必要があり、内部の菌や有害物質の飛散によって外気が汚染される危険性が高かった。この容器を開けることなく滅菌処理することは可能か。 【解決手段】外筒の内部で内筒が回動する機構の多段の供給機を用いて容器ごと熱分解槽へ投入して熱分解、滅菌処理を行う。熱分解槽内部と外気とは、容器投入工程中においても常に遮断された状態を保ち、外気を熱分解槽へ容器とともに同伴させることもなく、熱分解槽内部のガスが供給機から外部へ漏出することもない構造とする。 【選択図】図１廃棄物
32 特願2015-172582 特許6503987アクティブ 特許 有効 年金の支払い 4 No No B09B,C10J,C10G廃棄物ガス化装置及び方法そして廃棄物ガス化・液体燃料製造装置及び方法ＪＦＥエンジニアリング株式会社 【課題】廃棄物から安定して生成ガスを製造、さらには生成ガスから高収率で液体燃料を製造できる装置及び方法を提供することを課題とする。【解決手段】圧縮成形装置２０Ａは複数の筒状部２１Ａ，２１Ｂを有し、各筒状部２１Ａ，２１Ｂがガス化炉３０に接続されていて筒状部内の通路が該ガス化炉の炉内空間へ連通しており、各筒状部に廃棄物を筒状部内へ供給する廃棄物供給部１０Ａ，１０Ｂが設けられ、廃棄物供給部よりも前方位置に筒状部の通路を開閉する支持盤２３Ａ，２３Ｂと、筒状部内で前進そして後退可能で、廃棄物供給部よりも後方位置から前進して支持盤と相俟って廃棄物を圧縮してブロックＰＡ，ＰＢとし支持盤の開放後にブロックを前方へ押し出す押圧部材２２Ａ，２２Ｂとが設けられており、各筒状部における支持盤そして押圧部材がブロックの圧縮成形、押出しの動作を繰り返し、該一連の動作の動作時期が各筒状部同士間でずれている。【選択図】図１廃棄物
33 特願2015-170889 特許6568431アクティブ 特許 有効 年金の支払い 1 No No B09B,B09C,C09K,C04B,C02F,E02D土質改良材及び土質改良方法 太平洋セメント株式会社 【課題】有機物を含む高含水比の土に対して使用した場合であっても、強度発現性に優れた土質改良材を提供する。 【解決手段】有機物を含む高含水比の未改良土を固化して改良土を形成するための土質改良材であって、セメント系固化材およびシリカ系多孔質材料を含む土質改良材。土質改良材に含まれるシリカ系多孔質材料は、好ましくは、珪質頁岩またはセピオライトである。土質改良材を用いた土質改良方法であって、未改良土中の腐植物含有量が３０質量％以上である土質改良方法。 【選択図】なしセメント
34 特願2015-174817 特許6148703アクティブ 特許 有効 年金の支払い 3 No No B01D,C01B,C02F,B01J活性炭含有粒状ゲル担体及びその製造方法浅野テクノロジー株式会社 【課題】  活性炭の脱臭効果等の特性を有効に活用するため、有機物処理に使用された活性炭を含有し、活性汚泥法に用いることができる活性炭含有粒状ゲル担体を提供する。 【解決手段】  本発明の活性炭含有粒状ゲル担体は、有機物処理に用いられた活性炭を含有するものであり、特に、その有機物処理がサトウキビの抽出液からリグニン様物質を吸着する処理であり、そのような有機物処理に使用した活性炭を分散・溶解し、塩化カルシウム溶液中に滴下して造粒することで製造するものとする。 【選択図】    図２汚泥; カルシウム
35 特願2015-174409 特許6486799アクティブ 特許 有効 年金の支払い 5 No No B01D,C02F,G01N被処理水の膜閉塞性評価方法、その膜閉塞性評価方法に用いる膜ろ過装置、およびその膜閉塞性評価方法を用いて膜閉塞性評価指標値を決定した被処理水の膜ろ過方法水ｉｎｇ株式会社 【課題】膜処理に供される被処理水の膜閉塞性評価指標値を迅速に決定できる被処理水の膜汚染性評価方法の提供 【解決手段】分離膜を用いて処理される被処理水の膜閉塞性評価方法であって、被処理水に含まれるナノ粒子濃度とナノ粒子のゼータ電位を測定し（Ｓ１０１）、予め求めた、ナノ粒子濃度と膜閉塞性評価指標との関係（関係（ｉ））並びにナノ粒子のゼータ電位と膜汚染性評価指標との関係（関係（ｉｉ））から、ナノ粒子濃度の測定値とナノ粒子のゼータ電位の測定値のうちいずれか一つを選択し、（Ｓ１０３）（Ｓ１０６）（Ｓ１０７）これにより、迅速に測定可能なナノ粒子濃度及びゼータ電位を測定することで、予め求めていた関係式から被処理水の膜閉塞評価指標の値を迅速に決定する（Ｓ１０４）。被処理水の膜汚染性評価方法に使用可能な膜ろ過装置、被処理水の膜閉塞性評価方法を用いて膜閉塞性評価指標の値を決定した被処理水の膜ろ過方法を提供。 【選択図】図３閉塞
36 特願2015-174355 特許6203794アクティブ 特許 有効 年金の支払い 0 No No B09B,C05F,C02F有機性廃棄物の発酵処理装置 株式会社晃伸製機 【課題】有機性廃棄物の発酵処理装置において、コストを低減しつつ確実に空気を供給することを目的とする。【解決手段】有機性廃棄物１１が発酵処理される処理槽２０と、前記処理槽２０を往復移動可能な移動体３１と、前記移動体３１に設けられ、前記移動体３１の移動に合わせて前記有機性廃棄物１１を撹拌する撹拌ロータ４１と、前記処理槽２０の底部２１に複数設けられた溝部５５と、前記溝部５５に収容され、空気供給源５１から供給された空気を前記有機性廃棄物１１内に供給する空気噴出孔６５を有した給気パイプ６０とを備えており、前記給気パイプ６０には、その外周側に突出する複数の環状突部６１が前記給気パイプ６０の軸方向に沿って所定間隔を隔てて形成され、前記空気噴出孔６５は前記複数の環状突部６１間に形成される複数の環状溝部６３に、前記給気パイプ６０の周方向に沿って間欠的に形成されている。【選択図】図５廃棄物
37 特願2015-174093 ノットアクティブ（出願の）却下・拒絶出願の拒絶・却下 3 No No B09B,C02F,C12P,C12M廃棄バイオマス処理装置、メタン発酵システム、焼却システム及び発電システム株式会社東芝; 東芝インフラシステムズ株式会社【課題】廃棄バイオマスに含まれる難分解性有機物を効率よく易分解性有機物に分解することができる廃棄バイオマス処理装置を提供する。 【解決手段】実施形態の廃棄バイオマス処理装置は、バイオマス処理槽と、推定装置と、制御装置とを持つ。バイオマス処理槽は、廃棄バイオマスに含まれている難分解性有機物を分解処理して、易分解性有機物を生成させる。推定装置は、前記難分解性有機物の分解状態を推定する。制御装置は、前記難分解性有機物の分解状態の推定結果に基づいて、前記バイオマス処理槽から前記廃棄バイオマスを取り出す操作を制御する。 【選択図】図１バイオマス
38 特願2015-174047 特許6577305アクティブ 特許 有効 年金の支払い 0 Yes No C02F 排水システム メタウォーター株式会社; 株式会社サイライズ【課題】錆び、スケール、硫化水素等の発生を十分に抑制することができる排水システムを提供する。 【解決手段】排水が流れる流路と、流路内を流れる排水中に浸漬される電磁波発振部と、電磁波発振部に交流電流を流す交流電流発生器とを有する電磁波発生装置とを備え、電磁波発振部が、排水の流れ方向に交差する平面内において、交流電流が流れる方向が１８０°異なる部分を有する、排水システム。好ましくは、電磁波発振部は、略矩形状に折り曲げたケーブルまたは軸線方向に直交する断面の形状が略矩形状のケーブルコイルよりなる。 【選択図】図１スケール
39 特願2015-172419 ノットアクティブ（出願の）却下・拒絶出願のみなし取下げ 2 No No C02F,H01M汚泥改質処理装置及びその運転方法 三菱電機株式会社 【課題】未処理汚泥を連続的に供給することができ、処理効率が向上され、また、攪拌の必要が無く、汚泥処理槽内は静沈状態で運転できる微生物電池作用を用いた汚泥改質処理装置及びその運転方法を得る。 【解決手段】汚泥処理槽１と、この汚泥処理槽に収容される液状体の気液界面に設置されたエアカソード電極２と、導電性多孔質繊維素材を用いたフィルタ材からなり微生物電池作用によって被処理汚泥に含まれる有機物が分解処理されて粒径が低下した汚泥分解物を、前記フィルタ材の一側部から他側部方向に通過させ得るように形成されて、前記汚泥処理槽の内部に設置されたアノード電極３と、を備え、前記フィルタ材の一側部に前記被処理汚泥を連続的に供給するようにした。 【選択図】図１汚泥; 繊維
40 特願2015-172071 特許6582757アクティブ 特許 有効 年金の支払い 6 No No C02F,G01N水質測定方法及び装置 栗田工業株式会社 【課題】原水の水質を長期にわたって高精度に測定することができる水質測定方法及び装置を提供する。【解決手段】受水槽１などの槽部又は流路内の原水の水質をセンサ５によって測定する水質測定方法において、該槽部又は流路内の原水を測定ライン２に分取すると共に、分取された原水にスケール分散剤を添加し、その後、該原水とセンサ５とを接触させて原水の水質を測定することを特徴とする水質測定方法及び装置。センサ５へのスケールの付着が防止されるので、原水の水質を長期にわたって高精度に測定することができる。【選択図】図１スケール
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連携候補企業に関する公開情報の収集

公開情報から、連携候補企業が過去・現在から未来の視点で、どのような技術を持ちどのように活用してビ
ジネスを展開しようとしているのかを整理した。
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連携候補抽出のイメージ

特許分析特許分析 開発・事業分析開発・事業分析

候補企業の保有特許を分析 候補企業の有価証券報告書等を分析

概要観点
近年の特許出願が旺盛であれば、当該分野の研究開発に力を入れている可能性がある。近年の特許出願
特許に記載されている課題が自社の取り組む課題と合致していれば、目指す方向性を摺り合わせやすい。課題の共通性
売上規模が大きければ顧客を多数持っており、組むことで規模の成長が見込める。売上規模
複数の事業を持っていれば、特定の事業で活かせない場合でも別の事業へ展開できる可能性がある。複数事業の有無
研究開発と売上との相関が認められれば、大学等との連携に積極的である可能性がある。研究開発と売上の相関

44

候補企業が保有する特許情報とその他の公開情報（決算書・有価証券報告書、中期経営計画、HP
等）の分析を実施し、5つの観点から候補企業としての適性をチェックした。

STEP1



特許分析で掘り下げた観点

連携候補企業が保有する特許のうち、最新かつヒアリング時に抽出したキーワードと合致している特許を優
先的に抽出し、内容を分析した。

45

【特許分析の例】
必要となるスペック当該企業が用いた解決手段課題対象出願年発明者企業名優先

順位
• ●●電解スライムのスラリーから金回収。
• 反応時間４時間、反応温度８５℃の条件

で塩素浸出処理。
• 金の還元率は61.0％以上。

（金還元処理前の有機相中の金濃度に対
する、金還元処理前の有機相中の金濃度と
金還元処理後の有機相中の金濃度の差分
値の百分率）

• 還元処理において金の還元に伴って不純物
元素（例えばセレン、テルル等）も一緒に還
元されない。

●●電解スライムを塩素浸出して得られる塩素
浸出液を溶媒抽出し得られた抽出液（有機
相）を塩素で洗浄するに際し、水を添加して塩
素を希釈し水相の割合を増加させる。
⇒尿素を添加する必要がなくなった

●●製錬プロセスにおける●●電解工程では中
間産物として銀、白金族、セレン、テルル等の有
価金属が濃縮された●●電解スライムが得られ、
●●浸出、溶媒抽出等の処理を組み合わせた
工程で処理することにより有価金属を分離回収
することができるが、pH調整剤として尿素を添加
しており窒素を除去するための排水処理が必要で
あったり、還元後液に由来する金の回収ロスを減
らすために●●電解スライムを塩素浸出する工程
スライム浸出に繰り返すことで処理フロー全体とし
て白金族元素の回収効率が低下するという問題
があった。⇒pH調整剤を添加することによる課題

●●電
解スライ
ムからの
有価金
属の回
収方法

20〷年

○×○郎：○○工
場（2011年）
⇒Journal of MMIJ
より
○木○男
○山○三
○中○正

A社1

• ３００℃で５時間減圧下で前処理の必
要？

• 水溶液の酸濃度が高いほど●●回収率が高
くなる。
⇒水溶液の酸濃度調整は必要？

• 空間速度５００／ｈ以上で水溶液を通過
させた場合であっても高い回収率を維持する
ことができる。（例：空間速度１０００／
ｈの時、●●回収率９０．５％）

酸濃度を調整した●●●酸性●●含有●●
触媒回収液を含む水溶液を活性炭に接触させ
ることで貴金属を回収。

従来、触媒●●コロイドを沈殿物として多孔性
●●フィルター上に濃縮し沈殿物を流動体で逆
洗浄することにより多孔性●●フィルターから沈殿
物を除去し、沈殿物を●●●混合物で可溶化し
て溶液を形成し触媒●●コロイドを含有する流動
体から触媒●●を回収する方法では、逆洗浄に
おける薬品使用量は多くさらに排水処理工程に
おける負荷が増大することから生産性が低く工業
上不利であった。⇒触媒●●コロイドを用いたこと
による課題

●●●
酸性Sn
含有貴
金属触
媒回収
液からの
貴金属
の回収
方法

20〷年
○野○子
○本○夫
○上○隆

B社2

• ●●●●を低温（例えば１０℃）で吸着
可能。

• 湿分（水分）も含めて二酸化炭素を吸着
可能。

• ●●●●を比較的低温（例えば４０℃）
で脱着可能。

所定の原料気体に含まれる●●●●を吸着及
び脱着可能とされ、●●●●を吸着する吸着
ゾーンと●●●●を脱着する脱着ゾーンが少な
くとも設定されるハニカムロータと、ハニカムロータ
の吸着ゾーンに導入される原料気体を冷却する
冷却部と、ハニカムロータの脱着ゾーンに導入さ
れる原料気体を加熱する加熱部と、ハニカム
ロータの吸着ゾーンを通過した吸着済み気体を
加熱又は冷却する熱交換器と、冷却部をなす
蒸発器、及び、加熱部をなす凝縮器を有する
ヒートポンプとを備える気体濃縮装置。

従来の気体濃縮装置ではアミン系吸収剤が低温
条件下（例えば２０℃未満）で●●●●の吸
着が進行することから、夏場は外気温度が高いた
めにハニカムロータを介した●●●●の吸脱着が
起こり難くなり、冬場は外気温度が低いことから
ヒートポンプの外気温度との熱量バランスが取れな
いことで通年を通して安定した●●●●濃度の
高いガス供給が出来ないという課題があった。⇒ア
ミン系吸収剤を使用することによる課題

気体濃
縮装置20〷年

○井○宏：開発部
プロジェクトマネー
ジャー (2020年)⇒
第XX回市村清新技
術財団より
○中○博
○田○志

C社3
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開発・事業分析で心がけたこと

候補企業の有価証券報告書から、研究開発費と、出願数、売上高の関係性を分析し、候補企業の比較
を行った。
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開発・事業分析で心がけたこと

連携提案を効果的に行うには、研究シーズが連携先の興味事項に適合することが望ましい。
連携候補企業の研究開発情報から現在の開発の方向性を探り、提案先を決める材料として提示した。

連携候補企業の研究開発情報の探索 連携先選定材料としての考察
①有価証券報告書の確認
• 企業のIR情報として最も重要なものであり、容易に参照できることか

ら、その企業の状況を探る情報として活用できる。
• 「研究開発活動」は有価証券報告書の中段に記載されており、社

外にアピールしたい事業に密着した研究を提示している会社が多い
ため、そこに記載された内容はその会社の未来の方向性を探る材料
として好適である。

• 「研究開発活動」を抽出し、大学の研究シーズや解決したい技術課
題と関係ありそうなワードがあれば、「赤字」で明示するなどして、関連
性をイメージしてもらえるよう努める。

• 有価証券報告書からは研究開発費もわかるので、右図の様な出願
数との対比バブルチャートなどの分析もできる。企業によっては事業セ
グメント毎の研究開発費が開示されているので、その場合は、さらに
詳細に事業毎の関連特許との相関性を探る事も可能である。

②企業HPの確認
• HPという利点を生かして、より一般向けの宣伝材料として研究開発

内容をわかりやすく提示している会社も多い。
• 企業によっては、かなり詳細な技術論文をデータベースとして開示

しているところもある。有価証券報告書の「研究開発活動」記載内
容と合致するようなものがあれば、その会社の現在の重点テーマであ
る確度も高い。

①有価証券報告書の確認
• 企業のIR情報として最も重要なものであり、容易に参照できることか

ら、その企業の状況を探る情報として活用できる。
• 「研究開発活動」は有価証券報告書の中段に記載されており、社

外にアピールしたい事業に密着した研究を提示している会社が多い
ため、そこに記載された内容はその会社の未来の方向性を探る材料
として好適である。

• 「研究開発活動」を抽出し、大学の研究シーズや解決したい技術課
題と関係ありそうなワードがあれば、「赤字」で明示するなどして、関連
性をイメージしてもらえるよう努める。

• 有価証券報告書からは研究開発費もわかるので、右図の様な出願
数との対比バブルチャートなどの分析もできる。企業によっては事業セ
グメント毎の研究開発費が開示されているので、その場合は、さらに
詳細に事業毎の関連特許との相関性を探る事も可能である。

②企業HPの確認
• HPという利点を生かして、より一般向けの宣伝材料として研究開発

内容をわかりやすく提示している会社も多い。
• 企業によっては、かなり詳細な技術論文をデータベースとして開示

しているところもある。有価証券報告書の「研究開発活動」記載内
容と合致するようなものがあれば、その会社の現在の重点テーマであ
る確度も高い。

• 研究開発状況やバブルチャートグラフの結果の考察として、連携候補
先数社それぞれについて、比較のポイントがどこにあるのかをわかりやす
く説明する。

• 例えば、下図からは、「A社は既に積極的に特許出願していることか
ら自社で課題解決手段を持っている（すなわち大学の研究シーズ
が入り混む余地はない）ことが想定される。 一方、C社は研究開
発に力を入れているものの、出願数が増えておらず、苦戦している
可能性があり、大学として貢献できる余地がある。よって、第一候
補としてC社を推薦したい」などの考察もできる。

• このように、支援専門家としてアドバイスしたいポイント（一押しの企
業とその理由など）があれば一言添えることを心がける。

• 研究開発状況やバブルチャートグラフの結果の考察として、連携候補
先数社それぞれについて、比較のポイントがどこにあるのかをわかりやす
く説明する。

• 例えば、下図からは、「A社は既に積極的に特許出願していることか
ら自社で課題解決手段を持っている（すなわち大学の研究シーズ
が入り混む余地はない）ことが想定される。 一方、C社は研究開
発に力を入れているものの、出願数が増えておらず、苦戦している
可能性があり、大学として貢献できる余地がある。よって、第一候
補としてC社を推薦したい」などの考察もできる。

• このように、支援専門家としてアドバイスしたいポイント（一押しの企
業とその理由など）があれば一言添えることを心がける。
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連携提案資料の作成については、以下の流れで実行した。

「協働提案版」連携提案資料の作成の流れ

48

連携によって
創出される未来価値

の構想

提供価値から逆算で
構想される

商品・サービスの案
双方の資源を活かした
ビジネスモデルの構築 必要な資源の特定

研究支援者とともに、大学等
の研究シーズと企業の強みを
組み合わせ、共に創出できる
未来の価値を定義。

研究シーズを基に、実現可
能な商品やサービスの具体
的な案を作成。

研究シーズを応用したビジネス
モデルを設計し、収益の仕組
みを確立する。

ビジネスモデルの実現に必要な
リソースを、大学等と企業双方
から明確にする。

連
携
提
案
の
交
渉
へ

上記のプロセスを統合し、連携提案資料としての価値創造ストーリーを構築する。

【会議のアジェンダ案】
1. 価値創造ストーリーの共通理解の醸成
2. 連携候補企業との双方が活かせる資源

（技術、人材、事業インフラなど）の確認
3. 連携に向けた共同アクション
4. 連携に伴う課題と解決方法の案

STEP2



連携提案の作成に際しては、「価値創造メカニズム」を実現するための戦略構築の流れに沿った構成として、
以下の1～3に従って連携提案資料を作成した。

「協働提案版」連携提案資料の作成イメージ

IN
使える資源

OUT
提供する価値

④経済的価値
×

社会的価値

２．価値創造メカニズム

１．エグゼクティブサマリー

３．アクション提案

②ビジネスモデル

③事業環境の見通し

①本学の資源
×

連携先の資源

①価値創造ストーリーの
１枚絵

②商品・サービスの
イメージ提示

③初回打合せ時の
論点提示

①双方のアクション案 ②意思表明のナラティブ提示

【連携提案の構成】
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大学等の研究シーズでは、学術的な意義や技術的独自性を強調
するため、ストーリーの中に研究の背景や新規性の要素を追加した。

商品・サービスのイメージ提示の部分を、大学等
の技術から生まれる具体的な応用事例や想定され
る市場ニーズに置き換えた。

ビジネスモデルの構築に際して、学術的な研究の
将来展開や社会的インパクトを評価し、事業環境
との相乗効果を示した。

経済的な収益だけでなく、社会的インパクトや産
業全体への影響力を具体的に示し、研究の社会
貢献度を強調した。

STEP2



「協働提案版」連携提案資料の内容
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連携提案資料のエグゼクティブサマリーとして、大学・大学発SUの研究シーズと企業の技術・事業戦略を踏
まえ、双方の資源を組み合わせて実現するビジネスモデルと将来価値を整理した。これにより、企業との協
業により実現する商品・サービス、提供価値、社会的インパクトを示し、連携の意義を簡潔に提示した。

STEP2



「協働提案版」連携提案資料の内容

51

大学・大学発SUと企業が保有する技術、特許、人材、研究基盤などの資源を整理し、双方の強みと補
完関係を可視化した。連携により創出できる技術的シナジーと共同研究の可能性を示し、企業との協業の
具体的な基盤を明確にした。

STEP2



「協働提案版」連携提案資料の内容

52

大学・大学発SUと企業の連携によって実現する事業のビジネスモデルを整理し、誰に・何を・どのように価値
を提供するかを明確化した。利用者、事業、事業者の関係を可視化することで、収益構造や役割分担を
整理し、実行可能な事業モデルを示した。

STEP2



「協働提案版」連携提案資料の内容

53

大学と企業の連携によって実現する新たな商品・サービスの価値を、企業視点から経済的価値と社会的価
値の観点で整理した。既存技術・既存市場の課題を踏まえ、新規技術の導入や協業によって創出される
新市場やシナジーを示した。

STEP2



「協働提案版」連携提案資料の作成時に心がけたこと（1/4）

１．エグゼクティブサマリー
①価値創造ストーリーの

１枚絵
②商品・サービスの

イメージ提示
③初回打合せ時の

論点提示

単なるシーズの紹介ではなく、提案
先の立場に立って魅力を感じられる
ような未来価値を考える。将来の実
現価値は現状の仮説でもいいので、
具体的に示す。
「＊＊＊技術の革命」、「いつでもど
こでも＊＊＊」など、興味を惹くよう
なワードも意識する。
この一枚絵は、これ以降のページとの
整合性が大事なので何度も振り返り
ながら練る。

一見するだけで提供価値が即座にイ
メージできるようなイラストや写真を選
定し、その魅力が伝わるような言葉を
添える。
採用するイラストや写真は著作権フ
リー素材を使うこと。提案先企業の
HPなどに提案内容にズバリ一致する
魅力的なイラストや写真があり、それ
を使用する際は「貴社HPから引用」
として敬意を払う。

想定しているビジネスモデルを構築し
ていく上で障壁となる、具体的な法
規制や商流上の課題などに言及し
ておく。
夢物語だけでなくリスクも事前に議論
するという姿勢を示すことで、信頼度
を高めるように努める。

エグゼクティブサマリーにおいては、未来に両者で実現する価値創造ストーリーを1枚絵で示しつつ、具体的な
商品・サービスイメージを提示し、初回打ち合わせでの論点として、想定しているビジネスを実現する上でハー
ドルとなる規制・リスクを提示した。
価値創造ストーリーは、提案側の一方的な都合によるものではなく、相手方の事情に配慮し、各種情報か
ら組織体制やガバナンスを理解しながら構築するように配慮した。
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「協働提案版」連携提案資料の作成時に心がけたこと（2/4）

IN
使える資源

OUT
提供する価値

④経済的価値
×

社会的価値

２．価値創造メカニズム

②ビジネスモデル

③事業環境の見通し

①本学の資源
×

連携先の資源

提案先には、単なる売り込みでなく、相手のこともしっかり
調べた上での提案であると感じ取ってもらいたい。よって、
「連携先の資源」としては、相手の自尊心に刺さるような
グッドニュースや、提案するテーマに関係しそうな公開技術
情報を列挙する。
「本学の資源」では技術の信頼性もアピールしたいので、な
るべく世間からの評価の裏付けとなる受賞歴、公的認定
実績等を列挙する。

連携先と本学及びその他のステークホルダーとの関係性や
お金の流れが、プレゼン時間内にシンプルにわかりやすく伝
わるように努める。
本調査事業では図解総研の「ビジネスモデル図解」
（https://zukai.co/research/bizgram）を参考に
作成している。

価値創造メカニズムの前半部では、双方で使える資源とビジネスモデルについて提示した。
特に、提案先の資源については、公開されている技術資産や特許情報を列挙し、事前調査を行っているこ
とをアピールした。

55

STEP2



IN
使える資源

OUT
提供する価値

④経済的価値
×

社会的価値

２．価値創造メカニズム

②ビジネスモデル

③事業環境の見通し

①本学の資源
×

連携先の資源

「協働提案版」連携提案資料の作成時に心がけたこと（3/4）

提案を3C（Customer・Competitor・Companies）
で整理する。特にマーケットの規模感は、提案先企業とし
ても最も気になるポイントであることから、仮説でも良いので
記入する。
数字の確実性にこだわるよりも、フェルミ推定などにより、納
得感のある規模感を示せることが重要。

本調査事業では、「既存技術・新規技術」×「既存市場・
新規市場/市場の拡大」の2軸のフレームワークを用いて、
単独開発よりも共同連携した方が経済的にも社会的にも
未来価値に繋がるというストーリーを意識して描いている。
このステップを明確化しておくことが、このあとのアクションプラ
ンにもつながる。

価値創造メカニズムの後半部では、3C分析による事業環境の見通しと、2軸のフレームワークによる提供価
値の創出ストーリーを表現した。
連携によって強みを発揮することでどのような勝ち筋が狙えるのか、どのような社会的価値・経済的価値が生
まれるのかという仮説を提示した。
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「協働提案版」連携提案資料の作成時に心がけたこと（4/4）

３．アクション提案
①双方のアクション案 ②意思表明のナラティブ提示

法規制対応や技術開発の時間軸をマイルストーンとともに
示しつつ、最初のアクションを具体的に提示する。
あまりに遠い未来だと事業の実現性がイメージしにくくなり、
魅力に欠けることも注意しつつ、「これならできるかな」という
現実感をイメージしてもらうことが大事である。

連携への意思表明とともに、相手方の企業理念と研究者
がもつ研究にかけた思いの共通性／近似性をアピールする
等、最後に共感いただけるような熱いメッセージを考える。

提案の最後として、連携に向けた最初のアクションを提示しつつ、意思表明として熱いメッセージを記載した。
アクション提示では、連携のゴールに至るまでのプロセスを「ガントチャート」で示しつつ、各所のマイルストーン
と最初のアクションを具体的に提示した。
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今年度は、委員会の有識者よりいただいた助言を参考に、海外企業に提案する大学・大学発SUに関し
ては「初期仮説版」連携提案資料を作成した。
具体的には、以下の流れで実行した。

「初期仮説版」連携提案資料の作成の流れ
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コア技術の言語化 応用領域と
導入実績の整理

連携に向けた共同開発
ロードマップの作成

連携候補企業への
アプローチ

STEP1で抽出した企業に対
し、大学ネットワークや展示
会、紹介などを通じてアプロー
チし、初回面談の機会を創
出する。

研究シーズの特徴や差別
化ポイントを整理し、企業が
理解しやすい形で技術の価
値を説明する。

技術の応用可能な領域や実
証・導入実績を整理し、企業
が活用イメージを持てる形で提
示する。

大学と企業の役割を整理し、
短期・中期・長期の視点で共
同開発の方向性を示す。

初
回
面
談
へ

上記のプロセスを統合し、価値創造ストーリーの特に「IN」のパートを重視した構成とする。



実証済みの＊＊を礎に、私たちは＊＊に向けた共同開発を開始する体制を整えております

「初期仮説版」連携提案資料：エグゼクティブサマリー

背景と目的

研究分野 連携の目的

コア技術 ターゲット応用領域

従来技術の限界： 現在の研究で達成した改善点： 最終的な目標と競争優位性：

技術の概要と進化の過程

過去 現在 未来 

研究シーズの核心が一目で伝わ
るよう、背景・技術の進化・連携
の意義を簡潔に整理する。
相手企業が「自社との接点」を直
感的に把握できる構成を意識し
てまとめる。
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「初期仮説版」連携提案資料：コア技術の紹介

技術図／模式図

主な特徴：

実験データ／グラフ

受賞歴：

主要な特許：

コア技術 科学的根拠

主要な研究論文：

私たちの研究シーズは、＊＊と＊＊により確かな根拠を備えております

技術の特徴と差別化ポイントを一
目で理解できる形で整理する。
実験データ・論文・特許など、技
術の確からしさを裏付ける根拠を
並べて明確にする。
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「初期仮説版」連携提案資料：応用領域と導入実績

用途① 用途② 用途③

プロジェクト:

連携先:

成果:

想定される応用領域

導入実績（例）

産業が直面する＊＊の課題に対して、確かな実証結果をもって応えることができます

プロジェクト期間:

参加メンバー:
写真など

技術がどの領域で価値を発揮す
るのかを具体的に示し、実績があ
る場合はその信頼性を簡潔に補
強する。
企業が自社での活用をイメージで
きるよう、用途と実証結果をわかり
やすく整理する。
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ともに未来の価値を創り出すパートナーとして、ぜひ連携の可能性をご検討いただければ幸いです

「初期仮説版」連携提案資料：共同開発ロードマップのご提案

今後の応用領域の拡張案:

私たちから提供できること： 貴社に求めていること：

短期 (直近1年)の開発プラン  中期(直近3年)の開発プラン 長期的な開発プラン

共同開発ロードマップ（案）

連携のご提案

連携後の開発ストーリーを相手企
業が具体的に描けるよう、短期・
中期・長期の見通しを簡潔に整
理する。
双方の役割や期待を明確に記載
し、連携の実現可能性が一目で
伝わる構成を意識する。
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連携提案支援の実施結果

国内の大学4機関および大学発SU5社を対象に、 「企業連携提案マニュアル」に沿って、STEP1、STE2
を伴走し、各シーズの内容に応じて、海外企業を含む連携候補の探索、アプローチ戦略の設計、提案資料
の作成、企業への提案実行とフォローアップまでを一貫して支援した。以下、その結果を整理する。

9シーズ中、日米の両方で連携提案を希望したのは5シーズに絞られた。採択時には全シーズが海外への
提案を目指したいとの希望であったが、検討が進む過程で、特に研究者の意向により、「日本のみ」に絞り
たいとの申し入れが4件ほど出てくる結果となった。
5シーズのうち、実際に米国企業への提案にチャレンジしたのは3シーズであった。そのうち2件は提案プレゼ
ンまで実施し、1件はプレゼン準備中の段階まで進んだ。なお、準備中の案件は、VCが求める追加データ
（検証、実装要件等）が現時点で揃わなかったが、再挑戦に向け、研究を加速しているところである。
実行した米国企業へのアクセス方法は以下のとおりで、第三者紹介やSNSが鍵となった。

第三者紹介（VC）を経由して、企業の投資部門に接続してもらった。
事務局より、SNS（LinkedIn等）を通じて直接接点を開拓した。
連携候補企業が事務局のクライアントであり、担当部門経由で適任者の紹介を依頼した。

一方、2シーズが途中で断念することになった。主因は、研究者側のコミットが未形成であったことによる。
⮚ 提案先へのアプローチ開始後に研究者が「時期尚早」を理由に難色を示した。
⮚ 事業開始後に、研究者が連携の推進に慎重な姿勢を見せ始めたが、最終的には、研究者の体調

不良により打ち切った。
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実践を通じた事務局・支援者の所感

海外企業連携は「候補探索」以上に「到達導線」「準備要件」が成否を分けた
海外企業連携の難所は候補企業の抽出そのものよりも、意思決定者に届くアクセス設計と、連携に向
けた準備がどれほどできているかにあることが明確になった。

うまく進んだ要因（再現性のある型）
第三者紹介（コンサルタント、VC等）を起点に、企業側の適切な窓口（投資・事業開発）に接続す
ることができる。
初回面談では、技術説明による信頼性形成とともに、「相手の課題を想定したPoC設計」として提案を
組み立てたことで、短時間でも意思決定に必要な論点を共有できる。
①簡易版→②初回面談→③求められる要件の引き出しの段階設計により、初回接点獲得と検討継
続の両方を狙う。

つまずきの本質（途中断念から得た示唆）
断念の主因は、提案先が決まった後に顕在化する研究者側のコミットが十分に形成されていないことであ
る。（優先度・負荷・タイミング・合意形成など）
海外連携は、研究活動そのものの熟度に加えて、組織内のコミュニケーション（ “覚悟と役割分担”を明
確化）、提案前の事前準備（特許出願、データ整備等）が不可避である。
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実践を通じた事務局・支援者の所感

企業連携提案を高度化するためのポイント
事前ゲートを強化する
研究者のコミット、提供可能なデータ、守秘・知財方針（必要に応じて権利化状況を含む）、連携形
態の想定をチェックリスト化するのはどうか。

提供可能な技術情報やデータに関しては、相手方の要求を先回りする
VC/企業が求める検証・実装要件を想定して整備しておく必要がある。一方で、初回の面談でPRでき
る論文、特許、受賞歴などの技術情報も整理しておく。

アクセス手段を複線化する
第三者紹介、SNS、大学接点などを“チャンネル別手順”として形式知化し、打席数を安定的に確保
しておく努力が欠かせない。

組織内の支援体制を明確化する
研究者・大学TLO/産学連携部門等の役割分担を、案件着手時点で合意形成しておく必要がある。
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フォローアップから得られた示唆

本事業では、各大学・大学発スタートアップに対して、連携提案後にフォローアップ会議を実施し、提案に対
する企業側の反応や評価、検討が進まなかった要因、今後の連携可能性等について整理した。以下は、そ
の分析を通じて得られた主な示唆である。

「相手の意思決定構造」を踏まえた提案設計（誰がGOを出すか）
企業の窓口はあくまで入口であり、最終的な意思決定は事業部、R&D、法務、投資部門など複
数の関係者によって行われる。
そのため、「誰がどの観点で判断するか（技術性・事業性・リスク等）」を事前に想定し、提案内容
の力点を設計することが重要である。

“断られ方”を標準化する（負け筋の学習）
提案が進まない理由は「技術が未熟」「データ不足」だけではなく、タイミング、優先順位、社内リ
ソースなど複合的である。
面談後に失注・保留理由を整理・蓄積し、次回提案に活かす仕組み（学習サイクル）を構築す
ることが有効である。

“提供価値”を価格・契約に落とし込む視点（連携形態の設計）
共同研究に限らず、ライセンス、試験提供、共同出願、評価受託、販売提携など、複数の連携形
態を前提に整理する必要がある。
初期段階から「どのような契約形態で出口を想定するか」の仮説を持つことで、企業側との議論が
具体化しやすくなる。 66



フォローアップから得られた示唆

提案対象の「選び方」（“強い相手”だけを狙わない）
採択時点では有望と考えられたシーズであっても、実際の提案段階では経験や体制の不足が顕
在化するケースが見られた。
そのため、いきなり大企業を狙うのではなく、アーリーアダプターとなり得る中小企業やスタートアップ
等から実績を積む戦略も有効である。

成果物の運用（資産化）（検索式・候補リストの鮮度管理）
ターゲットレポートや候補企業リストは作成して終わりではなく、時間の経過とともに価値が低下する。
優先順位の見直しや情報更新を継続的に行い、再利用可能な“資産”として運用することが重要
である。

支援の「時間設計」（研究者の稼働前提でプロジェクトを組む）
研究者は本業が多忙であるため、提案活動は後回しになりやすい。
面談日程を先に確保し、そこから逆算して準備を進めるなど、「時間は自然には生まれない」前提
で設計する必要がある。

海外特有：言語・文化より“法務/コンプラ”が壁になる
海外企業との連携では、言語や文化以上に、守秘義務、知財の扱い、データ共有範囲など法務・
コンプライアンス面のハードルが高い。
初期段階から想定される論点を整理し提示しておくことで、双方の不安を低減し、検討の前進につ
ながる。 67



第5章
事業成果の普及啓発のためのワークショップの開催



大学・大学発SUのニーズに合わせたワークショップを実施し、特許情報を活用した海外企業との連携の有用性
と活用方法の周知啓発を行った。

開催の目的と
対象の明確化

コンテンツと
プログラムの企画

告知と
参加者募集

資料の準備と
事前配布 セミナーの開催 アンケート・

フォローアップ

• WSを通じて達成した
い具体的な目標を設
定（例：特許情報
を使った企業連携の
基礎知識の提供、成
功事例の共有、実施
の動機付け）。

• 対象となる中小企業
等を特定し、ニーズに
合わせた内容を企画。

• ターゲットレポートの基
本、活用方法、事例
紹介、具体的な分析
方法など、提供する情
報の枠組みを作る。

• 専門知識を持つ講師
や、成功事例を共有
できる企業の代表者を
選定。

• WSのスケジュール、各
セッションの内容、質疑
応答の時間など、詳細
なプログラムを企画。

• ウェブサイト、SNS、メール
リスト、関連団体を通じて
セミナーの情報を拡散。

• オンライン登録フォームを
設置し、参加申し込みを
受け付ける。

• プレゼンテーション資料、
ハンドアウト、事例集など、
セミナー・成果報告会で
使用する資料を準備。

• 可能であれば、セミナー
前に参加者に資料を配
布し、予習を促す。

• スケジュール通りにWSが
進行するように管理。オン
ライン開催の場合は、テク
ニカルサポートも準備。

• 参加者からの質問に対し
て、適切に回答し、活発
な議論を促す。

• WS終了後、参加者に
フィードバックを求めるアン
ケートを送る。

• プレゼン資料や追加の情
報資料を参加者に提供。

• 今後開催予定の関連セミ
ナーや有益な情報を参加
者に案内。

ワークショップの開催までのフロー
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【開催趣旨】
大学研究者やスタートアップ等の方々に加え、その支援者(弁理士・弁護士、中小企業支援機関の相談員・
指導員等、自治体、金融機関、大学等の職員）向けの実践型プログラムとし、オープンイノベーションに直結す
る“連携設計の型”を学ぶ機会とする。
特許情報と市場データを基に、狙う企業の絞り込み、価値提案の言語化、初回面談のアジェンダ設計までを一
気通貫で習得し、ケース討議とグループ演習により、連携仮説の立て方と提案テンプレートの使い方を身に着け
ることができる。また、成果物として、ターゲット選定の手順、初回打診メールの雛形、面談アジェンダ例を持ち帰
ることができる。

【主な対象者】
大学等でURA・産学連携コーディネーター・TLO職員として研究支援を実施している方
研究成果や技術シーズを企業に効果的にアプローチし、連携機会を創出したい方
産学連携に限らず、大学等の知財を戦略的かつ効果的にマネジメントしたい方

【参考資料と関連開催のご案内】
本イベントは、INPITが令和６年度に実施した調査事業で作成した「大学のための企業連携提案マニュアル」
をベースに実施（マニュアルの内容は本イベント内でご紹介するため予習は不要）

開催趣旨、対象者等
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第1回 東京開催
開催日時 ：令和7年9月18日（木）16:00～18:00（2時間）
会場・規模：貸会議室ナチュラックお茶の水駅前店
参加人数：31名
講師：株式会社キャンパスクリエイト 高橋めぐみ氏、株式会社テックコンシリエ 鈴木健二郎

第2回 熊本開催
開催日時 ：令和7年10月23日（木）13:30～16:00（2時間半）
会場・規模：熊本城ホール 大会議室A1
参加人数：18名
講師：株式会社テックコンシリエ 鈴木健二郎

第3回 名古屋開催
開催日時 ：令和8年1月27日（火）13:30～16:00（2時間半）
会場・規模：タイムオフィス名古屋 ABルーム（最大48名）
参加人数：24名
講師：株式会社テックコンシリエ 鈴木健二郎

ワークショップの開催要旨
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ワークショップの告知画像

第1回 東京開催 第2回 熊本開催

第3回 名古屋開催
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ワークショップのアジェンダは、大学・大学発SUが特許情報を活用した企業連携の効果を理解し、実際に自学・
自社で活用できるようにすること、また大学・大学発SUの支援者は、より相手に寄り添った提案ができるようにな
ることを目指し、以下のように設定した。

開催日:令和7年9月18日（木）16時～18時
開催会場:貸会議室ナチュラックお茶の水駅前店
講師：高橋めぐみ（支援専門家。ミニ講演を担当）、鈴木健二郎（全体事業責任者。グループワークのファシリテーションを担当）

ワークショップのアジェンダ（東京）

概要担当内容時間帯

開催の主旨・目的、昨年度・本年度事業のご紹介INPIT 杉田様開会の挨拶16:00-16:05

受講時の注意点等の事務連絡、グループワークの進め方TC 鈴木グループワークの説明＆質問受付16:05-16:15

①題材となる研究シーズの内容理解
②課題と解決策の検討
③特許検索と連携企業の絞り込み（非特許情報分析）

TC 全員がサポートグループワーク16:15-16:55

各グループがPCで絞り込み結果を発表、他グループからの質問受付TC 鈴木各グループの発表16:55-17:10
昨年度の支援結果を踏まえたフィードバックCC 高橋氏、米内氏支援専門家（講師）からの講評17:10-17:15
全体からの質問を受け付けるTC 鈴木質疑応答17:15-17:25
BGMを流す－休憩17:25-17:30
STEP2の進め方と留意点CC 高橋氏講演17:30-17:50

iAca等の支援事業のご紹介INPIT 杉田様INPITによる支援事業のご紹介17:50-17:55

アンケートのお願い等TC 鈴木事務局連絡と閉会17:55-18:00

第1回 東京ワークショップのアジェンダ
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開催日:令和7年10月23日（木）13時半～16時
開催会場:熊本城ホール 大会議室A1
講師：鈴木健二郎（全体事業責任者。グループワークのファシリテーションを担当）

ワークショップのアジェンダ（熊本）

概要担当内容時間帯

開催の主旨・目的、昨年度・本年度事業のご紹介INPIT 杉田様開会の挨拶13:30-13:35

受講時の注意点等の事務連絡、グループワーク①の進め方TC 鈴木グループワーク①の説明＆質問受付13:35-13:45

①題材となる研究シーズの内容理解
②課題と解決策の検討
③特許検索と連携企業の絞り込み（非特許情報分析）

TC 全員がサポートグループワーク①（40分）13:45-14:25

各グループがPCで絞り込み結果を発表、他グループからの質問受付TC 鈴木各グループの発表（15分）14:25-14:40

全体からの質問を受け付けるTC 鈴木質疑応答14:40-14:50

BGMを流す－休憩14:50-15:00

グループワーク②の進め方TC 鈴木グループワーク②の説明＆質問受付15:00-15:05

④価値創造ストーリーの構築
⑤連携提案資料の穴埋めTC 全員がサポートグループワーク②（30分）15:05-15:35

各グループがPCで絞り込み結果を発表、他グループからの質問受付TC 鈴木各グループの発表（10分）15:35-15:45

昨年度の支援結果を踏まえたフィードバックINPIT 杉田様INPITからの講評15:45-15:50

iAca等の支援事業のご紹介INPIT 杉田様INPITによる支援事業のご紹介15:50-15:55

アンケートのお願い等TC 鈴木事務局連絡と閉会15:55-16:00

第2回 熊本ワークショップのアジェンダ
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開催日:令和8年1月27日（火）13時半～16時
開催会場:タイムオフィス名古屋 ABルーム
講師：鈴木健二郎（全体事業責任者）、日本弁理士会東海会の弁理士の先生方（グループワークのファシリテーションを担当）

ワークショップのアジェンダ（名古屋）

概要担当内容時間帯

開催の主旨・目的、昨年度・本年度事業のご紹介INPIT 杉田様開会の挨拶13:30-13:35

受講時の注意点等の事務連絡、グループワーク①の進め方TC 鈴木グループワーク①の説明＆質問受付13:35-13:45

①題材となる研究シーズの内容理解
②課題と解決策の検討
③特許検索と連携企業の絞り込み（非特許情報分析）

TC 全員がサポートグループワーク①（40分）13:45-14:25

各グループがPCで絞り込み結果を発表、他グループからの質問受付TC 鈴木各グループの発表（15分）14:25-14:40

全体からの質問を受け付けるTC 鈴木質疑応答14:40-14:50

BGMを流す－休憩14:50-15:00

グループワーク②の進め方TC 鈴木グループワーク②の説明＆質問受付15:00-15:05

④価値創造ストーリーの構築
⑤連携提案資料の穴埋めTC 全員がサポートグループワーク②（30分）15:05-15:35

各グループがPCで絞り込み結果を発表、他グループからの質問受付TC 鈴木各グループの発表（10分）15:35-15:45

昨年度の支援結果を踏まえたフィードバックINPIT 杉田様INPITからの講評15:45-15:50

iAca等の支援事業のご紹介INPIT 杉田様INPITによる支援事業のご紹介15:50-15:55

アンケートのお願い等TC 鈴木事務局連絡と閉会15:55-16:00

第3回 名古屋ワークショップのアジェンダ
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参加者へのアンケート項目

1. 本ワークショップの全体的な満足度をお聞かせください。
（３段階評価：非常に満足した～あまり満足しなかった）

2. 【STEP1（グループワーク①）】ターゲット企業の抽出に特許情報や企業データを活用する方法について、
理解は深まりましたか。
（3段階評価：非常に理解できた～あまり理解できなかった）

3. 【STEP2（グループワーク②） 】価値提案からビジネスモデルとそれに必要な資源を構想し、提案する方法
について、理解は深まりましたか。
（3段階評価：非常に理解できた～あまり理解できなかった）

4. 本ワークショップで用いた「大学のための企業連携提案マニュアル」について、わかりづらかった点や不足してい
る情報等ありましたら教えてください。
（自由記述）

5. 本ワークショップのグループワークは、実務に役立つと感じましたか。
（3段階評価：非常に役立つ～あまり役立たない）

6. 演習成果や提案テンプレートは、実務に活用しやすい内容でしたか。
（3段階評価：非常に活用しやすい～あまり活用できない）

7. ワークショップの進行や時間配分はいかがでしたか。
（3段階評価：非常に適切だった～あまり適切でなかった）
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参加者へのアンケート項目

8. ファシリテーターの説明・支援は分かりやすかったですか。
（3段階評価：非常に分かりやすかった～あまり分かりやすくなかった）

9. あなたの業務（大学のURA・産学連携担当、スタートアップの事業開発担当、金融機関担当者等）に、こ
のワークショップはどの程度マッチしていましたか。
（3段階評価：非常にマッチしていた～あまりマッチしていなかった）

10.今後、どのようなテーマや形式のワークショップがあれば参加したいと思いますか。
（自由記述）

11.本ワークショップを通じて得られた気づき・今後の実務への活用アイデアがあれば教えてください。
（自由記述）
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アンケート調査から得られた示唆

ワークショップ形式は高い満足度を得ている
Q1の本ワークショップの全体的な満足度については、「非常に満足」「満足」が96％（48/50名）と高く、
企業連携手法を体験的に学ぶ形式は参加者から概ね好意的に評価されている。

特許情報を活用した企業探索の考え方は理解された
STEP1の企業抽出手法については「理解できた」「非常に理解できた」が96％であり、特許情報と企業
情報を組み合わせた探索手法は一定の理解を得た。

一方で、実務で使うための具体的手順へのニーズが強い
参加者からは、以下の観点で実務レベルの具体的手順をもっと知りたいという声が挙がった。

特許分析の具体的な作方法
企業選定ロジック
提案書作成方法

グループワークの時間が不足していた
進行自体は概ね評価されたが、「もう少し時間が欲しい」「2.5～3時間程度必要」との声が複数あり、
演習型プログラムとしては時間が不足していたことが示唆される。
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アンケート調査から得られた示唆

第1回（東京）では、ワークショップの目的がやや曖昧であった可能性
第1回ではツール紹介なのか、マニュアル説明なのか、事例紹介なのか、実践演習なのか目的がやや不
明瞭だったという指摘があった。2回目以降ではツールの紹介や、それを使ったワークを省略するなどにより、
適宜プログラムに変更を加えることで解消できた。

企業連携では「企業探索・企業接触・提案ストーリー」が重要と再認識
参加者の気づきとして、以下の観点から企業分析と提案ストーリー設計の重要性が再確認された。

企業の中期計画やアニュアルレポートの活用
企業への提案にはストーリー設計が必要
マッチングは特許だけでなく企業戦略も重要

実践型・ケース型ワークショップへの期待が高い
今後の要望として、より実務に近いケース型・実践型の学習機会へのニーズが強いことが分かった。

成功・失敗事例のケーススタディ
実際のシーズを使った提案作成
分野別ワークショップ（医療・バイオ等）
AIを活用した特許分析
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第6章
事業成果の普及啓発のためのオンラインセミナーの開催



オンラインセミナーの開催までのフロー

81

講師等の選定 セミナーの計画 セミナーの周知 資料の準備

セミナーの開催 質疑応答と
フィードバックの収集 フォローアップ

• 講師の候補者をリス
トアップし、INPITとも
相談のうえ、最終的
な講師陣を決定。

• 説明会の目的と議題を明
確に定義。

• 日程、形式、会場の選定。
• INPIT担当者との協議を

通じて、説明会の内容や
資料を決定。

• 決定した講師等に説
明会の日程、形式、参
加方法などの詳細を通
知。

• セミナーで使用するプレゼン資
料や参考資料を準備。

• 支援対象シーズの開示可能
な情報の範囲についても留意。

• 定めた日程にセミナーを開催。講師陣が
対面の場合は事前に会場の準備を行う。

• オンライン開催における技術的な問題が
ないよう事前にシステムチェックを実施。

• セミナーの最後に質疑応答
の時間を設け、講師からの
質問や疑問を解消。

• フィードバックフォームを用い
て、セミナーの内容に関する
フィードバックを収集。

• セミナーで出た質問や未解
決の疑問に対して後日フォ
ローアップ。

オンラインセミナーを開催し、基調講演と有識者とのパネルディスカッションにより、特許情報を活用した海外
企業との連携の有用性と活用方法の周知啓発を行った。



オンラインセミナーの当日の設営
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準備段階 セミナー開始前 セミナー中 セミナー終了後

前日準備
• 必要な資料、アンケート用紙など

を確認。
• オンライン開催に必要な設備

（PC、カメラ、マイク等）を確認。
• 講師に最終確認の連絡をし、到

着時間や控室の場所を伝える。

当日準備
• 講師陣や関係者が集まる会場

にはセミナー開始の1時間前には
到着。

• オンライン開催に必要な設備
（PC、カメラ、マイク等）の動作
確認。

フォローアップ

入室準備
• セミナー開始の30分前から準備

開始。
• 参加者名簿と照合し、入室許

可を行う。当日参加者について
も対応。

講師対応
• 講師が到着したら会議室に案内

し、当日の流れや質疑応答の時
間などを再確認。

• 講師がリラックスできるように、飲
み物を用意。

セミナー進行
• 司会者がセミナーを進行。開会

の挨拶、スケジュール案内、講師
紹介を行う。

• 各セッションの時間管理を行い、
講師に適宜時間の案内をする。

• 質疑応答の時間を確保し、参
加者の質問を受け付ける。

アンケート回収
• セミナー終了前にアンケートフォー

ムを案内し、記入を促す。
• アンケートを回収し、集計の準備

を行います。

片付け
• 会場の原状回復: 会場を借用

前の状態に戻す。

講師対応
• 講師への謝辞: 講師に謝辞を

伝え、会議室の片付けを行う。
• 講師の謝礼や交通費の確認を

行う。

データ整理
• 回収したアンケートを集計し、分

析の準備を行う。
• 参加者リストを更新し、次回の

案内に備える。

フィードバック
• 講師に対して、セミナーの成果や

アンケート結果をフィードバック。
• INPIT担当者にセミナーの成果、

参加者数、アンケート結果などを
報告。

フォローアップ連絡
• セミナー参加者に対して、フォ

ローアップメールを送信し、次回
セミナーの案内や追加資料を提
供。

オンラインセミナー当日（及び前後）の具体的な事務局の業務は、以下の流れで実施した。



オンラインセミナーの告知画像
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開催企画

タイトル：
日本の研究シーズはどうすれば海外企業に届くのか～アクセス力×提案力で切り拓く国際企業連携～

告知方法
INPITホームページ
テックコンシリエの各HP、PR Times（登録者3000人程度）、メルマガ、SNS等
Peatixの告知ページ

登壇者
基調講演

株式会社IntraPhoton 本蔵俊彦氏
パネルディスカッション

モデレータ：
テックコンシリエ 鈴木健二郎

パネラー：
ImVisionLabs株式会社 板倉健太氏
株式会社IntraPhoton 本蔵俊彦氏
京都大学イノベーションキャピタル株式会社 上野博之氏
INPIT 田村佳孝氏
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開催企画

時間・様式等
時間：2時間
様式：オンライン開催
登壇：支援先の大学発SU、有識者（大学VC、大学発SU起業経験者）、INPIT、事務局
申込者数117名、参加者89名

開催スケジュール
2月27日（金）16：00～18：00

16:00～17:00 基調講演
17:00～17:50 パネルディスカッション
17:50～18:00 質疑応答

告知開始日
1月20日（火）
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アジェンダ

1. 本事業の背景とねらい（5分程度）
講師：INPIT 杉田氏

2. 本事業の大学・大学発スタートアップの支援スキームの説明（10分程度）
講師：テックコンシリエ 鈴木

3. 基調講演：挑戦の実体験から語る
「米国企業との事業連携、マネジメントにおいて挑戦して初めてわかった成功へのポイント」（45分程度）

講師：IntraPhoton 本蔵氏
内容（案）：米国企業との事業連携・マネジメントの実体験をもとに、挑戦を通じて見えた成功の勘所を
解説。国際連携を前に進めるための実践的な意思決定と信頼構築のポイントを提示する。

4. パネルディスカッション：特許情報を活用した大学と企業の連携促進（50分程度）※詳細は次頁
モデレータ：テックコンシリエ 鈴木
パネラー：ImVisionLabs 板倉氏、IntraPhoton 本蔵氏、KYOTO-iCAP 上野氏、INPIT田村氏
内容（案）：今年度のImVisionLabs社の実践事例を踏まえ、国際企業連携において提案時に直面
するリアルな課題と意思決定のポイントを議論する。また研究シーズを連携へと前進させるための次の一手
を、多角的な立場から明らかにする。

5. 質疑応答（10分程度）
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ディスカッションパート（50分）のキークエスチョン

自己紹介＋ポジショントーク（10分）
INPIT田村様以外の4名のパネラーの皆様に画面共有できる資料をご用意いただき、自己紹介をしていた
だく（3分／人）。

キークエスチョン①：狙った海外企業に、どのようにアクセスすれば対話のテーブルに着けるのか？（10分）
単なる問い合わせや紹介依頼ではなく、意思決定者につながるための現実的なアクセス経路を整理する。
イベントやネットワーク活用、第三者の介在、SNSの活用など、実務で有効だった手法を共有する。

キークエスチョン②：【初回面談】海外企業は、提案書のどこを見て“検討に値する”と判断しているのか？
（10分）

初回の面談では、課題設定、技術内容の信頼性（科学的根拠）や実績、実行体制、用途仮説などが
初期判断で重視されるのではないか。
研究シーズが「面白い」で終わらず、次の議論に進むための最低条件を明らかにする。

キークエスチョン③：【2回目以降】研究シーズを“事業として議論できる状態”に引き上げるために何が必要
か？（15分）

本事業では、さらに踏み込んだ市場／事業仮説（スケール性）、役割分担とロードマップの設計が重要で
あると考えている。
2回目以降の面談で、大学・スタートアップ側が事前に整えるべき視点を具体化する。

海外企業連携にチャレンジする大学・大学発スタートアップへのメッセージ（5分）
上記のキークエスチョンとは別の観点でもOK。
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参加者へのアンケート項目

1. 普段、大学・大学発SUの企業連携活動とどのように関わっていますか。
① （大学・SU側の立場から）連携候補企業を探索
② （企業側の立場から）連携候補の大学・SUを探索
③ 企業や大学・大学発SUの外部支援者
④ その他（自由記述）

2. 本セミナーを通じて、海外企業との連携に向けたアクセスや提案の進め方について理解が深まりましたか。
（5段階評価：非常にそう思う～まったくそう思わない）

3. 現在、海外企業との連携を検討・推進するうえで、特に課題だと感じている点はどれですか。（複数回答可）
① 海外企業の探索・ターゲット選定が難しい
② 狙った海外企業へのアクセス方法が分からない
③ 海外企業に刺さる提案内容・提案書の作り方が分からない
④ 技術・研究シーズを事業として説明することが難しい
⑤ 提案後の検討プロセスや意思決定の流れが見えない
⑥ 知財・契約・役割分担の考え方に不安がある
⑦ 社内・学内での合意形成や体制づくりが難しい
⑧ 海外連携を推進する人材・経験が不足している
⑨ 現時点では特に課題を感じていない
⑩ その他（自由記述）

4. 本セミナーを踏まえ、今後「試してみたい」「見直したい」と感じた点はありますか。（複数回答可）
（自由記述：例：提案書の構成、アクセス方法、ターゲット設定 等）

5. 今後、INPITや本事業に期待する支援内容・テーマがあれば教えてください。
（例：伴走支援、個別相談、実践ワークショップ 等）
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アンケート調査から得られた示唆

海外企業との連携に関する「具体的な実践方法」へのニーズが高い
Q2の海外企業との連携に向けたアクセスや提案の進め方について理解が深まったかという設問に対して、
「非常にそう思う」「そう思う」が78％（18/23名）を占め、海外企業へのアクセス方法や提案の進め方
について一定の理解促進につながったと評価されている。
一方で、提案書の作成方法、アクセス方法、ターゲット設定など実務的なノウハウをさらに学びたいという
声が多く見られる。

海外企業連携では「探索・アプローチ・人材」の3点が主要課題
Q3の海外企業との連携において現場で特に感じている課題については、以下が多く挙げられている。

海外企業の探索・ターゲット選定
狙った企業へのアクセス方法
海外連携を推進できる人材・経験の不足

単発セミナーよりも「伴走支援・実践型支援」が求められている
Q5の今後期待する支援内容・テーマについては、以下の要望が複数挙がっている。講義型の情報提供
だけでなく、実際の企業連携を進める実践支援への期待が高いことが示唆される。

実践ワークショップ
個別相談・伴走支援
市場調査や事業計画作成支援
特許マップや知財DDなどの分析手法
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第7章
SUOI調査、AC連携調査事業のフォローアップ調査の実施



対象シーズの確定と
調査設計

フォローアップ調査の
実施

結果の分析と
パターン整理

報告書への反映と
改善提案

INPITと連携し、対象となるSU
および大学シーズを選定し、調査
項目・フォーマットを設計。

各支援先にアンケート調査票を
配布し、定量・定性情報を収集。

回答結果を分析し、活用状況・
企業連携の成果やボトルネックな
どを分類・可視化。

フォローアップ結果を報告書に取
りまとめ、今後の支援の改善提
案につなげる。

SUOI調査事業、AC連携調査事業のフォローアップ調査

SUOI調査事業（令和５年度）及びAC連携調査事業（令和６年度）での支援先であったSU及び大
学のシーズについて、事業終了後に生じた成果（検索式やターゲットレポート、連携提案書の活用等）の
把握、および連携提案先企業との現状と課題の把握を目的として、フォローアップ調査を行った。
調査対象は、SUOI調査事業の20シーズ程度、AC連携調査事業の12シーズとした。

91



設問設計と
INPITとの協議

フォーム作成と
配布準備

対象者リストの
作成と送付 一次回収

報告の枠組み
の整備

• 満足度、効果、課題、知
財マインドなどを中心に
15問程度の設問案を作
成し、INPIT担当者と協
議のうえ最終確定する。

• 記述式と選択式を組み
合わせる。

• Google Forms等の
ISMAPでセキュリティ認
証されているツールで簡
潔なアンケートフォームを
作成。

• スマホ・PCどちらでも回答
しやすい設計とし、案内
文に目的や回答所要時
間も記載する。

• アンケート対象の名簿
を整理し、属性別に案
内文をカスタマイズして
配信。

• 回答者の要望により、
郵送対応も視野に入
れる。

• 回収期限を設定し、進捗をモニ
タリング。

• 集計ツールを活用して、対象グ
ループごとの回収状況を確認し
ながら対応を進める。

• アンケート結果をもとに分析
軸を設定し、最終報告書で
の考察につなげる。

リマインドとフォロー 集計・傾向分析

• 未回答者に対し、メー
ルや電話でフォロー。

• 関係部署や支援機関
経由でも協力を得て、
全数回答を目指す。

• 定量結果は平均値・分布、
定性回答はキーワード分類
を行い、傾向や改善点を抽
出。属性別・支援方法別の
比較も行う。

アンケート調査の実施フロー

主に支援対象シーズの関係者に対してWebアンケートを実施し、満足度や効果、課題を定量・定性の両
面から効果的に把握することを狙いとしたプロセスとした。
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参加者へのアンケート項目

1. 本支援全体への満足度を教えてください。
（３段階評価：非常に満足した～あまり満足しなかった）

2. ご自身の業務や事業にとって、本支援の内容は有益でしたか。
（3段階評価：非常に有益だった～あまり有益でなかった）

3. 専門家による支援の頻度や対応は適切でしたか。
（3段階評価：非常に適切だった～あまり適切でなかった）

4. 支援でどのような成果が得られましたか。（複数回答可）
① 連携先との共創（共同研究、事業提携等）
② 連携先の探索・提案手法の獲得
③ 知財価値の再認識
④ 組織内の意識改善
⑤ その他

5. 連携提案プレゼンを実施した相手先企業とのその後の状況について教えてください。
① 共同研究や事業提携等を実施中
② 共同研究や事業提携等に向けて具体的な話が進んでいる
③ 数回意見交換等をしたが共創につながらなかった
④ プレゼン後のやり取りはない
⑤ その他 93



参加者へのアンケート項目

6. 支援内容は自社／自組織の課題に即したものでしたか。
（3段階評価：非常に即していた～あまり即していなかった）

7. 貴組織内で本支援の知見や資料、成果を展開・共有しましたか。
① した
② 今後する予定
③ していない
④ 未定

8. 本支援を通じて、貴組織の「企業連携」のあり方に変化はありましたか。
① 非常に変化した
② 変化した
③ あまり変化しなかった

9. 支援に関連するワークショップ、セミナー等には出席されましたか。
① した
② していない
③ 分からない
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参加者へのアンケート項目

10.今後も、同様の大学・スタートアップ支援プログラムに参加したいと思いますか。
11.今後、企業連携に関して期待する支援内容やテーマを教えてください。

① 契約交渉
② 知財戦略
③ 資金調達
④ 海外展開
⑤ 人材育成
⑥ その他

12.本支援の改善に関するご意見・ご要望があればご記入ください。
（自由記述）
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アンケート調査から得られた示唆

支援プログラム全体の満足度は概ね高い
Q1の本支援全体への満足度については、「非常に満足」「満足」が約89％（17/19名）を占めており、
全体として支援内容に対する評価は概ね良好であった。

支援の有益性は一定程度認識されている
Q2の自身の業務や事業にとって、本支援の内容は有益であったかという設問に対し、「非常に有益」「有
益」と回答した割合も約79％であり、企業連携の進め方や知財活用に関する知見は一定の価値を提
供していると評価された。

支援の最大の成果は「連携手法の獲得」にある
Q4の支援で得られた成果として最も多かったのは、連携先の探索・提案手法の獲得（11件）であり、
短期的な事業成果よりも、企業連携の方法論の習得という効果が大きかった。

直接的な共創成果に至るケースはまだ限定的
Q5の連携提案プレゼンを実施した相手先企業とのその後の連携については、以下の状況である。

共同研究・事業提携を実施中：16%
具体的な話が進行中：16%

一方で、意見交換のみで終了（37%）ややり取りなし（31%）も多く、実際の共創につながる割合
はまだ限定的である。

96



アンケート調査から得られた示唆

企業探索・マッチングの難しさが依然として課題
Q6（支援内容は自社／自組織の課題に即したものか）、Q8（本支援を通じて組織に変化はあった
か）から得られた不満の理由として、以下が挙げられており、連携候補企業の選定やマッチング精度の向
上が重要課題となっている。

適切なパートナー企業が見つからない
企業側のニーズとのズレ
オープンイノベーションの受け皿がある企業が少ない

組織内での展開には一定のハードルがある
Q7の組織内で本支援の知見や成果を共有したかという設問に対し、共有した割合は69％だが、未展
開の理由として以下が挙げられ、成果の組織内普及の仕組みが課題として浮かび上がった。

時間的余裕がない
展開用資料が分かりづらい
展開する価値が見えにくい

今後は実務的テーマ（契約・資金・知財戦略等）への支援ニーズが高い
Q11の今後期待する支援テーマとして、契約交渉、資金調達、知財戦略、海外展開などが挙げられ、
企業連携の実装段階に関する実務支援へのニーズが高いことが確認された。
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第8章
「大学・大学発SUのための企業連携提案マニュアル
（2026年版）」の作成



経験不足・リソース不足を生成AIで補い、国内に閉じない海外企業への視野を持たせることで、
初回面談に向けた「簡易提案」から着実に連携検討を進められる構成へアップデートする。

主な改訂ポイントは、以下の5点：
① 連携提案に着手できるかを見極める「事前条件」を明確化

研究者コミット、提供可能データ、知財・開示方針、想定連携形態を事前に確認し、「できる／
やめる」の判断を早期化。

② 国内・海外企業の双方に対応できる提案設計へ拡張
海外企業連携の場合の国内との違い（特許検索、公開情報の集め方、交渉時の慣習）を整
理し、留意点として提示。

③ 生成AIを“作業補助”として組み込む
企業探索、仮説整理、提案骨子作成などをAIで効率化し、人は判断・設計・対話に集中。

④ 「連携候補企業へのアプローチ」を成功確率重視で例示
カンファレンスの参加、第三者紹介、SNS、大学ネットワーク等を整理し、日常的な関係構築から
初回接点獲得までの進め方を明示。

⑤ 仮説提示（初回面談）⇒協働設計（2回目以降の面談）の二段階設計に刷新
初回面談は“会うための簡易提案”、その後に“意思決定用の本提案”へと段階化し、打席数と
継続率を両立。

「大学・大学発SUのための企業連携マニュアル（2026年版）」のねらい
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「企業連携マニュアル（2026年版）」の構成
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連携提案マニュアル（2025年版）の増補版として作成し、以下の構成とした（赤字は新規追加の章）

1. はじめに
2. 連携提案までの流れ
3. STEP1：連携候補企業の抽出・選定

① 研究シーズと企業ニーズの接点の見極め
② 企業ニーズに基づく特許検索の設計
③ 特許分析による連携可能性の整理
④ 特許情報に基づく連携候補リストの作成
⑤ 公開情報を活用した提案先の選定

4. 連携候補企業へアプローチと初回面談用資料「初期仮説版」の作成
5. STEP2：連携候補企業への提案

① 企業戦略と整合した価値創造の設計
② 大学と企業の資源の可視化
③ 実行可能なビジネスモデルの構築
④ 企業視点からの提供価値の整理
⑤ 企業への提案と連携交渉の実施

6. さいごに



具体的な修正箇所

①連携提案に着手できるかを見極める「事前条件」を明確化
STEP1の前段に「事前チェックリスト」として追加

②国内・海外企業の双方に対応できる提案設計へ拡張、③STEP1／STEP2の作業に生成AIを“作業補助”として組み込む
STEP1、STEP2内の各タスクの該当する箇所に、「コラム」を追加

④「連携候補企業へのアプローチ」を成功確率重視で例示
「連携候補企業へのアプローチと初回面談」のページを新たに追加

⑤仮説提示⇒協働設計の二段階設計に刷新
追加した「アプローチ」のページに「初期仮説版」の解説を挿入
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全体をSTEP1、アプローチと初回面談及びSTEP2に分け、各段階の成果物の作成例と留意すべきポイント
を解説する構成は、2025年版を維持した。
ただし、2026年版で挿入したコラムについては、この構成に限らない。

連携提案マニュアルの見方
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タイトルタイトル

各STEPを構成する段階ごとにタイトルを表示する。 上部に各段階の概要と実行時の心構えについて記載する。

概要説明欄概要説明欄

記載すべき事項とともに
サンプルとなるイメージ図を例示する。

イメージ図イメージ図

下部に実行時に気をつけるべき
ポイントを記載する。

ポイントポイント



連携提案マニュアルの普及策としては、一般的に以下に挙げられるようなリーフレットの作成・配布のほか、
オウンドメディアによる広報、説明会・セミナー、パネルディスカッションによる周知、業界団体や関係機関と
連携した普及策が考えられる。

連携提案マニュアルの普及策の提言

連携提案マニュアルを紹介するリーフレットを作成して配布。リーフレット
広報誌やHPなどのオウンドメディアによる広報。広報誌・HP
マニュアルを解説するための説明会・セミナー・パネルディスカッションの開催。説明会・セミナー・パネルディスカッション
産官学コンソーシアムや大学コミュニティとの連携による普及。業界団体・関係機関との連携
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リーフレットのイメージ



特許情報を活用した
大学及び大学発スタートアップの企業連携促進調査研究事業

請負先 株式会社テックコンシリエ
東京都千代田区鍛冶町一丁目10番6号

https://tech-consiglie.com/


